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<概  要 >

1.において、要求事項に適合するために必要となる機能を達成するための設

備又は運用等について説明する。

2.において、適合するための技術的能力 (手順等)を抽出し、必要となる運

用対策等を整理する。

3.において、設計にあたつて実施する各評価に必要な入力条件等の設定を行
なうため、設備等の設置状況を現場にて確認した内容について整理する。
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I.は じめに

本資料は、高浜発電所 1号炉、 2号炉、 3号炉及び 4号炉における耐津波

設計方針について示すものである。

設置許可基準規則
※1第 5条および技術基準規則※2第 6条では、津波による

損傷防止について、設計基準対象施設が基準津波により、その安全性が損な

われる恐れがないよう規定されている。さらに、設置許可基準解釈
※3の
別記

3(津波による損傷の防止)(以下「別記 3」 という)に具体的な要求事項が規定

されている。

また、設置許可段階の基準津波策定に係る審査において、設置許可基準規

則及びその解釈の妥当性を厳格に確認するために「基準津波及び耐津波設計

方針に係る審査ガイ ド」 (以下、「審査ガイ ド」という)が策定されている。

本資料においては、高浜発電所の設計基準対処施設が安全上重要な施設と

して、津波に対する防護対策が審査ガイ ドに沿つた検討方針及び検討結果で

あることを確認することにより、津波防護が達成されていることを確認する。

(図 1)

本資料の構成としては、審査ガイ ドの要求事項内容を 【規制基準における

要求事項等】に記載 し、高浜発電所 1号炉及び 2号炉の各要求事項に対する

対応方針を 【検討方針】に記載 している。また、その方針に基づいた具体的

な検討結果又は評価内容については、図表やデータ用いて 【検討結果】に記

載する構成としている。

入力津波の策定にあたり、若狭海丘列付近断層、FO―A～ FO―B～熊川断層及

こよる波源を基準津波として用いている。 (図 2、

図 3)

※1実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する

規則

※2実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈
※3実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する

規則の解釈

ラ フ
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基本事項 く3>

重要な安全機能を有する

施設の隔離 (内郭防護 )

<44>

2塁

捌 瑚
による<45>≪四、大≫

<31>
<451>

(2)津波の二次的な

影響による機能保持
<32>
≪―②≫

<33>
≪五②≫

工〈

―

―

鷲＞<45

4>

津波防護方針 く4>

1津波防護の基本方針   <41>

敷地の特性に応じた津波防護の基本方針

敷地の特性に応じた防護の概妻

22敷 地への浸水
防止 (外郭防護 1)く 42> ―①③≫

(1)地上部からの

流入防止
<421>
《―①≫

(2)取・放水路等から

の流入防止
<422>
≪―③≫

23漏 水による重要な安全
機能への影響防止

(外郭防護2) <431>≪ 二①≫

<43>

26津波監視設備<46>《 五⑤、⑥、③≫

3施設・設備設計   ≪五③、⑦、六≫

≪五④、②、六≫

≪ 六 ≫

><4

く432>≪ 二①≫

124

42>

浸水防護重点化範囲

重要な安全機能を有する設備等 (耐震Sクラスの機器 配管系)

を内包する建屋、区画
津波以外の浴水については男1途、内部濃水防護の環目て評価
「基準津波及び西イ津波色質計方針に係る審査ガイドJの 項目
:設置許可基準解釈別記3の 3環

図 1 耐津波設計の基本フロー

津波防護対象の選定

敷地の地形・施設の配置等の把握

数地周辺の遡上・浸水域の確認

入力津波の設定

水位変動量の評価

地盤変動量の評価

敷地の特性に応した津波監視設備の選定

津波監視設備のこ設置

津波監視設備対策

に対して取水性は

(1)原子炉補機冷却

海水系の取水性

防潮堤、防波堤等の対策
上回るか

流入経路の浸水対策可能性

浸水想定範囲の境界部
へ の

地下部等において潟水の
放水施設、

な設備等があるか

・防水区画化

・必要に応じ浸

俳水設備の設置

≪二◎≫
<433>

取水性確保対策

浸水経路、浸水日の漫水範囲等

の想定

漫水防護

る可能性

津波防護の達成
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【基準津波1】

若狭海丘列付近断層と隠岐トラフ海底地すべり(エリアB)
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【基痒津波 3】

隠岐トラフ海底地すべり (エリアB)
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Ⅱ.耐津波設計方針

基本事項

1.1津波防護対象の選定

【規制基準における要求事項等】

第五条 設計基準対象施設は、その供用中に当該施設に大きな影響を及
ぼすおそれがある津波 (以下「基準津波」という。)に対してその安全機能が

損なわれるおそれがないものでなければならない。

【検討方針】

設置許可基準第五条においては、基準津波に対 して設計基準対象施設が

安全機能を損なわれないことを要求 していることから、津波から防護を検

討する対象となる設備は、設計基準対象施設のうち安全機能を有する設備

である。また、別記 3では津波から防護する設備として津波防護施設、浸

水防止設備及び津波監視設備を含む耐震 Sク ラスに関する設備が要求され

ている。

このため、設計基準対象施設のうち津波から防護すべき重要な安全機能

を有する施設を図-1-1-1の フローに基づき選定する。

【検討結果】

安全機能を有する設備としては、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の

重要度分類に関する審査指針」に基づく安全重要度分類のクラス 1、 2及

び 3が該当する。このうち、クラス 3設備は、損傷 した場合を考慮 して、

代替設備により必要な機能を確保する等の対応を行う設計とする。

このため、津波に対 し防護する設備は、クラス 1、 2設備並びに津波防

護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を含む耐震 Sク ラスに属する設備

(以下「設計基準対象施設の津波防護対象設備」という。)と する。主な設

備 リス トを表 1-1-1に 示す。

なお、上記の内容については、平成 28年 4月 20日 付け原規規発第 1604201

号をもつて設置変更許可を受けた高浜 1,2号 炉の新規制基準適合性審査
(平成 28年 4月 13日実施「新規制基準適合性審査に関する事業者ヒアリ

ング (高浜 1、 2(3、 4)号機 (191)」 )にて提出した「高浜 1号炉及
び 2号炉 (3号炉及び 4号炉)設置許可基準等への適合性について (設計
基準対象施設等 )」 のうち「第 5条 :津波による損傷の防止」並びに「高浜

3号炉及び 4号炉 設置許可基準等への適合性について (設計基準対象施設

等 )」 のうち「第 5条 :津波による損傷の防止」(以下、「既提出資料」とい
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う。)か ら変更がないため、既提出資料のうち「1.1津波防護対象の選定」
に同じ。

Yes

No

No

※津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備

を含む

図-1-1-1 津波防護対象の選定フロー

設計基準対象施設

耐震 Sクラス設備
※であるか

クラス1,2設備であるか

防護対象 防護対象外
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表-1-1-1 主な設計基準対象施設の津波防護対象 リス ト

設備名称

1.原子炉本体
2.核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
3.原子炉冷却系施設
(1)一次冷却設備

(2)主蒸気日主給水設備

(3)余熱除去設備

(4)非常用炉心冷却設備

(5)化学体積制御設備

(6)原子炉補機冷却水設備

(7)蒸気タービンの附属設備

4.計装制御系統施設
(1)制御材

(2)制御棒駆動装置

(3)ほう酸注入機能を有する設備

(4)計測装置

(5)制御用空気設備

5.放射性廃棄物の廃棄施設
(1)気体、液体又は団体廃棄物処理設備

6.放射線管理施設
(1)放射線管理用計測装置

(2)換気設備

7,原 子炉格納施設

(1)原子炉格納容器

(2)圧力低減設備

(3)圧力低減設備その他の安全設備

8.その他発電用原子炉の附属施設

(1)非常用電源設備
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1.2敷地及び敷地周辺における地形、施設の配置等

【規制基準における要求事項】

敷地及び敷地周辺における地形、施設の配置等については、敷地及び敷

地周辺の図面等に基づき、以下を把握する。

a.敷地及び敷地周辺の地形、標高、河川の存在
b.敷地における施設(以下、例示)の位置、形状等

① 耐震 Sク ラスの設備を内包する建屋

② 耐震 Sク ラスの屋外設備

③ 津波防護施設(防潮堤、防潮壁等)

④ 浸水防止設備(水密扉等)※

⑤ 津波監視設備(潮位計、取水ピット水位計等)※

※ 基本設計段階で位置が特定されているもの

⑥ 敷地内(潮堤の外側)の遡上域の建物口構築物等(一般建物、鉄塔、タ

ンク等)

c.敷地周辺の人工構造物(以下は例示である。)の位置、形状等

① 港湾施設(サイト内及びサイト外)

② 河川堤防、海岸線の防波堤、防潮堤等

③ 海上設置物(係留された船舶等)

④ 遡上域の建物口構築物等(一般建物、鉄塔、タンク等)

⑤ 敷地前面海域における通過船舶

【検討方針】

高浜発電所の敷地及び敷地周辺における地形及び施設の配置等について、

敷地及び敷地周辺の図面等に基づき、以下を把握する。

a.敷地及び敷地周辺の地形、標高並びに河川の存在

b.敷地における施設の位置、形状等
c.敷地周辺の人工構造物の位置、形状等
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【検討結果】

a.敷地及び敷地周辺の地形、標高並びに河川の存在

高浜発電所の敷地及び敷地周辺については、図-1-2-1～ 2に示すとお

り、発電所敷地は音海半島の根元部に位置する。敷地の地形は、北口西 B

南側を標高 100～ 200m程度の山で囲まれており、中央部の平地は南西

一北東方向に延び若狭湾に臨んでいる。

敷地周辺の地形は、標高 150～ 200m程度の山なみが敷地の南側、北側

を走り、東側は直接高浜湾に、西側は内浦湾に臨んでいる。

また、発電所付近の河川としては敷地の南方約 5kmの ところに二級

河川の関屋川があり、また敷地西側境界に接して渓流 (才谷川)がある。

なお、上記の内容については、既提出資料から変更がないため、既提

出資料のうち「1.2敷地及び敷地周辺における地形、施設の配置等」に

同じ。
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1号炉

2号炉

4号炉3号炉

綿

二 i

lヽ ____

図-1-2-2 高浜発電所全景写真 (1号炉側より)

b.敷地における施設の位置、形状等

高浜発電所の敷地図を図-1-2-3に 示す。高浜発電所は、東側は高浜

湾に、西側は内浦湾に面し、南北は山に囲まれている。

タービン復水器冷却水及び原子炉補機冷却海水の取水回は高浜湾側

に、放水口は 3,4号炉建屋の北西部の内浦湾側に設置されている。
主要な発電所施設である、原子炉格納施設、原子炉補助建屋、タービ

ン建屋については、内浦湾側に集約して配置している。
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図-1…2-3 高浜発電所の敷地図

高浜発電所 1号炉及び 2号炉の設計基準対象施設の津波防護対象設

備等を内包する建屋及び区画として、T.P.+3.5mの 敷地に原子炉格納施

設、原子炉補助建屋 (補助建屋、燃料取扱建屋、制御建屋、中間建屋及

びディーゼル建屋)があり、屋外設備としては、T.P.+3.5mの 敷地に海

水ポンプ室、T.P.+5.2mの 高さに復水タンク、T.P.+24.9mの 高さに燃料

油貯油そうを設置する。非常用取水設備として、非常用海水路、海水ポ

ンプ室を設置する。

また、高浜発電所 3号炉及び4号炉の設計基準対象施設の津波防護対

象設備等を内包する建屋及び区画として、T,P.+3.5mの 敷地に原子炉格

納施設、原子炉補助建屋、制御建屋及び中間建屋があり、屋外設備とし

ては、T.P.+3.5mの 敷地に海水ポンプ室、燃料油貯油そう、T.P,+15.Om

の高さに復水タンクがある。非常用取水設備として、海水取水 トンネル

及び海水ポンプ室を設置する。

津波防護施設として、取水路上に取水路防潮ゲー ト、放水口側の敷地

に放水口側防潮堤及び防潮扉、放水路沿いの屋外排水路に屋外排水路逆

流防止設備並びに放水ピッ トに 1号及び 2号炉放水ピット止水板、
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炉海水ポンプ室 丁.P.+7.lm、 2号炉海水ポンプ室 T.P.+7.lm及び 3,4
ンプ T,P.+4.6mに 計 (津号炉

水防止設備として、 1号炉及び 2号炉については、海水ポンプエ

リア床面に海水ポンプ室浸水防止蓋、循環水ポンプ室床面に循環水ポン

プ室浸水防止蓋、浸水防護重点化範囲境界壁のうち、中間建屋、制御建

屋及びディーゼル建屋の壁貫通部に水密扉の設置及び貫通部止水処置

を実施する。 3号炉及ぴ 4号炉については、海水ポンプ室床面
T.P.+1.55mに 海水ポンプ室浸水防止蓋を設置する。津波監視設備とし

て、潮位計並びに3号炉原子炉格納施設壁面 T.P.+46.3m(架台高さ

T.P.+46.4m)及 び 4号炉原子炉補助建屋壁面 T.P.+36.2m(架 台高さ

T.P.+35.8m)に 津波監視カメラを設置する。敷地内の遡上域の建物 B構

築物等としては、T.P.+3.5mの 敷地に使用済燃料輸送容器保管建屋、協

力会社事務所等がある。 (図 1-2-4～ 7)
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T P

燃料油

図-1-2-5 高浜 1号炉建屋断面図及び浸水防護重点化範囲 (南北方向)

2号炉原

‐ 漫水防護重点化範囲

+24,9m

T,P+32すOm

図-1-2-6 高浜 1,2号炉建屋断面図及び浸水防護重点化範囲 (東西方向)
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図-1-2-7 高浜 1号炉建屋断面図及び浸水防護重点化範囲 (東西方向)
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図-1-2-9 高浜 3号炉建屋断面図及び浸水防護重点化範囲 (南北方向)
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図-1-2-11 高浜 3号炉建屋断面図及び浸水防護重点化範囲 (東西方向)
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c.敷地周辺の人工構造物の位置等
港湾施設として、発電所構内に物揚岸壁があり、燃料等輸送船が不定

期に停泊する。

発電所構外には、内浦湾内に内浦港があり、輸送船が不定期に停泊す

る。

また、漁港として音海、上瀬、高浜湾内に小黒飯があり、各々の漁港

には防波堤が設置されている。海上設置物としては、周辺の漁港に船舶 H

漁船が約 140隻、浮き後が約 170床、発電所取水口にクラゲ防止網が設

置されている。敷地周辺の状況としては、民家や倉庫等があり(図 -1-2-

12、 13)、 海上交通としては、発電所沖合約 14kmに 舞鶴から小檸 (北海

道)へのフェリー航路がある。発電所周辺漁港の調査結果を表-1-2-1に

示す。

なお、上記の内容については、既提出資料から変更がないため、既提

出資料のうち「1.2敷地及び敷地周辺における地形、施設の配置等」に

同じ。

表-1-2-1 高浜発電所周辺漁港の船舶の種類 口数量

場所 種類 数量

音海付近 10t以 下 20

上瀬付近 10t以 下 50

発電所放水口付近 10t以 下 62

小黒飯付近 10t以 下 15
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3基準津波による敷地周辺の遡上 日浸水域
(1)敷地周辺の遡上 日浸水域の評価

【規制基準における要求事項等】

遡上 H浸水域の評価に当たっては、次に示す事項を考慮した遡上解析

を実施して、遡上波の回り込みを含め敷地への遡上の可能性を検討する

こと。
日敷地及び敷地周辺の地形とその標高
口敷地沿岸域の海底地形
日津波の敷地への侵入角度
日敷地及び敷地周辺の河川、水路の存在
日陸上の遡上 口伝播の効果
日伝播経路上の人工構造物

【検討方針】

遡上 B浸水域の評価に当たっては、次に示す事項を考慮した遡上解析

を実施して、遡上波の回り込みを含め敷地への遡上の可能性を検討する。
L敷地及び敷地周辺の地形とその標高
日敷地沿岸域の海底地形
口津波の敷地への侵入角度
日敷地及び敷地周辺の河川、水路の存在
日陸上の遡上 日伝播の効果・伝播経路上の人工構造物
n伝播経路上の人工構造物

【検討結果】

基準津波による敷地周辺の遡上 日浸水域の評価 (以下「津波シミュレ

ーション」という。)に当たつては、津波シミュレーション上影響を及ぼ

す斜面や道路、取 B放水路等の地形とその標高及び伝播経路上の人工構

造物の設置状況を考慮し、遡上域のメッシュサイズ (最小 3.125m)に 合

わせた形状にモデル化する。

敷地沿岸域及び海底地形は、海上保安庁等による海底地形図、海上音

波探査結果及び取水口付近の深浅測量結果を使用する。また、取 口放水

路 (取水路及び非常用海水路等)の諸元、敷地標高については、発電所

の竣工図を使用する。

伝播経路上の人工構造物については、図面を基に津波シミュレーショ

ン上影響を及ぼす構造物、津波防護施設を考慮し、遡上 D伝播経路の状

態に応じた解析モデル ロ解析条件が適切に設定された遡上域のモデルを
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作成する。

敷地周辺の遡上 口浸水域の把握に当たつては、敷地前面 日側面及び敷

地周辺の津波の浸入角度及び速度並びにそれらの経時変化を把握する。

また、敷地周辺の浸水域の寄せ波 日引き波の津波の遡上 日流下方向及び

それらの速度について留意し、敷地の地形、標高の局所的な変化等によ

る遡上波の敷地への回り込みを考慮する。

また、敷地西側に才谷川が存在するが、発電所と才谷川は標高約 100m

の山を隔てており、敷地への遡上波に影響することはない。

(2)地震 日津波による地形等の変化に係る評価

【規制基準における要求事項等】

次に示す可能性が考えられる場合は、敷地への遡上経路に及ぼす影響

を検討すること。
日地震に起因する変状による地形、河川流路の変化
a繰返し襲来する津波による洗掘 L堆積により地形、河川流路の変化

【検討方針】

次に示す可能性があるかについて検討し、可能性がある場合は、敷地

への遡上経路に及ぼす影響を検討する。
日地震に起因する変状による地形、河川流路の変化
口繰り返し襲来する津波による洗掘 E堆積により地形、河川流路の変化

【検討結果】

敷地周辺の遡上経路上に河川はない。取水路及び放水路が存在するが、

取水路防潮ゲー ト及び放水口側防潮堤、防潮扉を設置しており、遡上波

の敷地への到達の可能性が無いことを確認している。

遡上波の敷地への到達の可能性に係る検討に当っては、基準地震動 Ss

を考慮して設計した取水路防潮ゲー ト及び放水口側防潮堤、防潮扉を初

期条件として設定している。

また、地震による地形の変化が津波遡上に及ぼす影響について評価を

行つた。高浜発電所への津波の浸入経路は、敷地及びプラントの配置よ

り、取水口側と放水口付近の 2箇所である。

このうち、放水口付近は、埋立層および沖積層が分布し基準地震動 Ss

が作用した場合地盤が液状化により沈下するおそれがあることから、有

効応力解析結果により図-1-3-1に 示す沈下量を設定し、沈下後の敷地高

さを津波シミュレーションの条件として考慮した。初期潮位は朔望平均
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満潮位 T.P.+0.49mと し、潮位のバラツキ 0.15mについては津波シミュ

レーションより求めた津波水位に加えることで考慮する。

また、液状化により地盤が沈下 し、津波が放水口側防潮堤の下から回

り込む懸念に対 しては、地中部に鋼矢板及びコンクリー ト基礎を設置す

ることにより防護する (図 -1-3-2)。

沈下量15m

沈下量2,Om 沈下量3.Sm

図-1-3-1 現地盤からの沈下量想定

TP+80m
側面図

T`P,+8.Om

H鋼

津波襲来側
T,P,■5.5m

コンクリード
充填

TP+35m 鋼板

鋼矢板 コンクリー ト基礎 (防潮扉部)

図-1-3-2 放水口側防潮堤および防潮扉詳細断面図

一方、取水路側については、取水口側の流入経路の大半は岩盤であり

◆

板

RC防潮壁
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取水口についても地盤改良を行つていることから、基準地震動 Ssが作用

した場合においても沈下はほとんど生じることはなく、取水口及び取水

路周辺斜面についても、基準地震動により津波シミュレーションに影響

するすべりは生じないことから、津波シミュレーションの条件として沈

下及びすべりを考慮しないこととした。(図-1-3-3,4)また、取水路上に

内浦大橋 (県道)ん 架ヾ橋しているが、落橋防止対策がされており、万一

落橋したとしても、落橋位置で津波が一時的に競り上がる可能性はある

ものの取水路を完全閉塞する形状となることは考えにくく、敷地奥への

津波の遡上高さに影響することはない。

すべり画
番号 すべり面形状 基準地震勤

最小すべり
安全率

1 Ss-1(十 ,― )
100
〔2031〕

2

il

l l
Ss-1(+.+)

(31)

図-1-3-3 取水路防潮ゲー ト周辺斜面の安定性評価結果

すべり面形状 基準地震動
最小すべり
安全率

Ss,(― +)
〔764〕

Ss-1(十 一)
撒
(13)

すべり面形状 基準地震動
最小すべり
安全率

Ss-7(― +)
61
〔758〕

Ss-1(― ―)
101

〔1033〕

図-1-3-4 取水ロケーソン周辺斜面の安定性評価結果

なお、津波防護施設等の構造に影響する洗掘力、浮力が生 じる可能性

がある場所においては、地表面をコンクリー ト舗装 している。

以上より、地震による地形の変化が、津波の遡上に対して大きく影響

を及ぼすことは考えにくい。
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1.4入力津波の設定

【規制基準における要求事項等】

基準津波は、波源域から沿岸域までの海底地形等を考慮 した、津波伝播

及び遡上解析により時刻歴波形として設定 していること。

入力津波は、基準津波の波源から各施設 日設備等の設置位置において海

水面の基準 レベルから算定した時刻歴波形として設定 していること。

基準津波及び入力津波の設定に当たつては、津波による港湾内の局所的

な海面の固有振動の励起を適切に評価 し考慮すること。

【検討方針】
日入力津波は、基準津波の波源から各施設 B設備等の設置位置において算

定される時刻歴波形として設定している。

なお、具体的には入力津波の設定に当たつては、以下のとおりとする。

① 入力津波は、海水面の基準レベルからの水位変動量を表示することと

し、潮位変動量等については、入力津波を設計又は評価に用いる場合

に考慮する。

② 入力津波が各施設 日設備の設計に用いることを念頭に、津波の高さ、

津波の速度、衝撃力等、着目する荷重因子を選定した上で、各施設 日

設備の構造 日機能損傷モー ドに対応する効果を安全側に評価する。

③ 施設が海岸線の方向において広がりを有している場合は複数の位置

において荷重因子の値の大小関係を比較し、最も大きな影響を与える

波形を入力津波とする。
日基準津波及び入力津波の設定に当たつては、津波による港湾内の局所的

な海面の固有振動の励起を適切に評価し考慮する。
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【検討結果】

地震、地すべり、行政機関による津波評価の検討および組合せ検討結果

より、施設に最も大きな影響を及ぼすおそれのある津波として、「若狭海丘

列付近断層と隠岐 トラフ海底地すべり」、「FO―A～ FO―B断層～熊川断層と陸

上地すべり」及び「隠岐 トラフ海底地すべり」を選定し(図 -1-4-1)、 表-1-4-1

のとおり基準津波を策定した。入力津波の算定方法、波形等の詳細につい

ては以降に示す。

敷地への津波の流入及び水位変動に伴う取水性低下による海水ポンプヘ

の影響を防ぐため取水路防潮ゲー トを設置し、発電所を含む地域に大津波

警報が発表された場合、原則、循環水ポンプ停止後、取水路防潮ゲー トを

閉止する運用を定めることから、大津波警報が発表された場合で、取水路

防潮ゲー ト閉止後に敷地に到達する津波については、取水路防潮ゲー ト閉

止として る

また、取水口及 水国内外で最高水位や傾向に大きな差異はなく、取

水口及び放水口近傍で局所的な海面の励起は生じていないことを確認して

いる。

また、基準津波 3及び基準津波 4は、若狭湾の伝播特性により、高浜発

電所の取水口付近において、第 1波より第 2波以降が大きくなることを踏

まえ、潮位計により観測される津波の第 1波の水位変動量が設定 した判断

基準を超えた場合に、津波襲来と判断し、 2波日以降の侵入を防止するこ

とで敷地への遡上若 しくは水位変動に伴う取水性低下による海水ポンプヘ

の影響を回避する。この判断基準を、「潮位計のうち、 2台の観測潮位が

10分以内に O.5m以上低下 し、その後、最低潮位から 10分以内に O.5m以

上上昇すること、又は 10分以内に 0.5m以上上昇し、その後、最高潮位か

ら 10分以内に 0.5m以上下降すること (以下「通常の潮汐とは異なる潮位

変動」という。)」 とし、これを把握 した場合、原則、循環水ポンプ停止後、

取水路防潮ゲー トを開止する手順を定めることから、通常の潮汐とは異な

る潮位変動を把握 してから、取水路防潮ゲー ト閉上に必要な時間が経過 し

た後に、取水路防潮ゲー トを閉止する条件で評価する。なお、通常の潮汐

とは異なる潮位変動による取水路防潮ゲー トの開止判断基準 (以下「閉止

判断基準」という。)の設定に当たつては、基準津波 3及び基準津波 4の波

源である隠岐 トラフ海底地すべ りの波源特性及び若狭湾の伝播特性を踏ま

え、津波シミュレーションのパラメータスタディを実施 し、施設に影響を

与える津波を見逃さない条件を確認する。その上で、安全側に複数の閉止

判断基準を仮設定 し、不確かさとして潮位のゆらぎを考慮の上、工学的余

裕を考慮 し、閉止判断基準を設定する。
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入力津波の設定に当たつては、津波の高さ、速度、衝撃力に着目し、各

施設・設備において算定された数値を安全側に切り上げた値を入力津波高

さや速度として設定することで、各施設 口設備の構造 日機能の損傷に影響

する浸水高、波力 日波圧について安全側に評価している。

また、津波防護施設等の新規の施設 B設備の設計においては、入力津波

高さ以上の津波を設計荷重とし、より安全側の評価を行つている。

なお、津波防護施設等の構造に影響する洗掘力、浮力が生じる可能性が

ある場所においては、地盤改良を実施するなどの対策を実施している。

施設が海岸線の方向において広がりを有していないため、各評価地点の

波形を入力津波として設定している。
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隠岐トラフ海底地すべり

若狭海丘列付近断層及び隠岐 トラフ海底地すべ り位置

FO―A～ FO‐ B～熊川断層

ひ

む

ヽ

高浜発電所

No

FO―A～ FO―B～熊川断層及び陸上地すべり位置

図-1-4-1 基準津波の波源位置
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表-1-4-1 基準津波

,kイ立言平イ面結果 (単イ本組合せ)  赤字:最大値(下降側は最小値)

lШ森以外に資E因する|■波師の韓
蝦嵯繭

ポンブ
=
海水 海水
ポンブ窒 ボシプ室

放ネ路
海水

ボンブ室 ポンブ富

57鸞
(⊇ 1ヤ))

60電 01q コ7‖ 綿堂′ヽ

墾 嘔 整 鸞 型 q 空 Q × 9>イ
] 迎邪
睡計算へ

地震に通因する濾渡

※1:閉 :取水路防潮ゲート天蝸TP+85mで 全閉、 開 :両 系列のアートが聞いた状態(TPと 0～■85mは カーテンウォールあり)
※2:取水口前面は評価点として用いていないが、取水口側の津波高さの目安として参考に記載している。

※8:地盤変動ユ023m隆起

水位評価結果 (一体計算 )
赤字 :最大値(下降側は最小値)

数字は、TP(m)

水住下

'野

循環水
ポンブ室

海水 海水

(参考〕鸞

海水

ポンブ室

① 39 49 13 13 12 17 50 58

② 1 44 51 13 13 12 53 61

③ 1 45 55 13 12 11 17 53 62

④
‐2S 19※ 3` 18※ 34 _19※ 84

⑤ 21 21 24 21 21 25 27 27

⑥ ‐25

@ 21 22 25 22 22 25 27 27 ‐25 -18※ 3` 18※Э4 ‐20※34

※■聞 :取水路防潮ゲート天端TP+85mで 全閉、 開 :両系列のゲートが開いた状態(TP± 0～ +85mは カーテンウォールあり)
※2取水口前面は評価点として用いていないが、取水口側の津波高さの目安として参考に記載している。
※8地盤変動量029n隆起
※4水位下降側の評価において、同じ波源の時間ずれであるケース④、◎、②が強差!で並ヽ t結果であつたが、評価対象水位(海水ボンプの取水可能水位:約TP 32m)に対し余裕が
あることから、水位上昇恨Wこも影響があるケーカ⑦を代表として選定

水位評価結果 (ま とめ)
赤字 :最大値 (下降側は最小値)

'                             数字は、TP(m)

筋潮 放水ロ

福丼県モ

'ル
(者狭海丘テl付近所層)と

◎ 46 55 13 12 11 17 53 6⊇

@ 21 22 25 22 22 25 27 27 ‐25 18X3 -18※ 3 ‐20※ 3

※1開 1取水路防潮ゲート天端TP+85mて 全閉、 開:両系列のゲートが開いた状態(TPと O― +B5mはカーテンウォールあり)
※2取水口前面は評価点として用いていないが、取水口側の津波高さの目安として参考に言E載している。
※3地盤変動量0 2am隆起

1剥 謙
節 寂2

波源モデル

噛脚ゲ・卜『

水位上昇 水位下降

地震以外に起関する津渡

(参考 )

取水ロ

前面

取水路 34号炉
循環水

ポンプ室

,号炉
海水
ポンプ室

2号炉
海水

ボンプ室

34号炉
海水

ボンブ窒

放水ロ

前 面

放水路

(奥 )

(参考 )

取水口

前面

,号炉
海水

2号炉
海水

34号炉
海水
ポンプ室

隠崚トラフ

海底地すべり

Watts他 の予測式 開 06 06 06 06 06 06 06 06 -01 -05 -06 -11

Kい omaScモデル
による方法

開 18 20 23 21 22 26 16 18 -09 -12 -14 -22

開→閉 17 20 20 16 17 22 16 18 -12 -07 -08 -14

Watts他 の予諷I式
開 19 22 25 23 24 25 19 21 1-10 -14 -15 -21

開→閉 19 20 13 12 11 14 19 21 1-10 -09 -10 -16

Kい emau。モデルによ
る方法

B再 34 36 39 37 38 38 37 40 -29 -36 -37 -37

開→開 34 40 21 16 15 23 37 40 -30 -19 -20 -28

Wats他の予測荒
開  1 14 14 18 14 16 18 11 14 -10 -13 -14 -22

開→閉 1 16 24 14 12 11 15 11 14 -10 -10 -10 -16

KhemaⅢ oモデルによ
る方法

開 30 32 37 33 35 36 37 39 -17 -24 -25 -28

開→閉 28 33 14 11 11 15 97 39 -17 -18 -19 -28

と準津波9

基準ホ演4
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4.1通常の潮汐とは異なる潮位変動による取水路防潮ゲー トの閉止判断基

準の設定について

以下の方針 (①～③)に基づき、開止判断基準として、「潮位計の

うち、2台の観測潮位が 10分以内に O.5m以上低下し、その後、最低

潮位から 10分以内に O.5m以上上昇すること、又は 10分以内に 0.5m

以上上昇し、その後、最高潮位から 10分以内に 0.5m以上下降するこ

と」を設定する。詳細な設定フローを図-1-4-2に示す。なお、閉止判

断基準の妥当性、網羅性に係る検討は詳細設計段階で確認する。

① 隠岐トラフ海底地すべりのうち、施設影響が生じる波源は、エリ
アB及びエリアCの最大波源のみ (基準津波 3及び基準津波4)

であることを確認。

② これらに対する、隠岐トラフ海底地すべりの波源特性及び若狭湾
の伝播特性を踏まえたパラメータスタディから、施設に影響を与

える津波を見逃さない条件を確認。

③ パラメータスタディの結果を全て踏まえ、安全側に複数の閉止判
断基準を仮設定。これに不確かさとして潮位のゆらぎを考慮の上、

工学的余裕を考慮し、閉止判断基準を設定。

なお、図-1-4-2の「Step 5 津波検知の判断基準 (ト リガー)の設

定」については以下の通りである。

基準津波 3及び基準津波 4の波源である隠岐 トラフ海底地すべり

の波源特性及び若狭湾の伝播特性のパラメータスタディの結果を踏

まえ、「パラメータスタディ波高の観点」、「非線形性の観点」及び「増

幅比率の観点」から、閉止判断基準の仮設定値を設定する。

「パラメータスタディ波高の観点」での仮設定値は、隠岐 トラフ海

底地すべりの崩壊規模又は破壊伝播速度のパラメータスタディを実

施し、施設に影響を与える津波を見逃さない条件を確認した上で、施

設影響が生じないケースも含め、T.P.+3.5mの 敷地に最近接するケー

スにおける、第 1波の水位変動量とする。

「非線形性の観点」での仮設定値は、隠岐トラフ海底地すべりの破

壊伝播速度と第 1波の水位変動量の関係が線形ではない場合があるこ

とを考慮し、全体的な傾向を踏まえ、保守的な破壊伝播速度のケース

における第 1波の水位変動量とする。

「増幅比率の観点」での仮設定値は、隠岐トラフ海底地すべりの崩

壊規模若しくは破壊伝播速度のパラメータスタディ又は振幅若しく
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は周期を変えた正弦波によるパラメータスタディから得られた第 1波

と第 2波以降の水位増幅比率の最大値を用いて、施設影響が生じる
T.P.+3.5mを第 2波以降の水位変動量と仮定し、逆算した第 1波の水

位変動量とする。

「パラメータスタディ波高の観点」、「J卜線形性の観点」及び「増幅

比率の観点」で設定した仮設定値に対して、不確かさとして潮位のゆ

らぎを考慮の上、工学的余裕を考慮し、閉止判断基準を設定する。

Step 2

通常 (平常時、台風時)の潮位変動の確認
Step l

施設影響が生じるケースの津波波形の特徴の確認

(確認対象 エリアA:Es― G3、 エリアB:Es― K5、 エリアC:Es― T2)
i水位下降が先行する波となる。

11波目よりと2波日以降の水位変動が大きい。

前 ,波 目の水位変動では施設影響は生じない。

W施設に影響するケースでは1波 目の水位低下が07m以 上。

SteD 4

施設影響が生じるケースを様々

M通 常 (潮汐、台風時)は07m/10分 の潮位変動はない。

SteD 3

津波検知の判断基準の仮設定

潮位計のうち、2台の観測潮位が10分以内に07m以上下降(または上昇)し、
その後、最低潮位から10分以内に07m以上上昇(または下降)

判断基準の網羅性の確認

①海底地すべりの波源特性に関するパラメ‐ スタディ

基準津波3の波源(エリアB:E"K5)及 び基準津波4の波源(エリアC:Es T2)に対してパラメータスタディを実施し、生じる津波波形の不確かさ
を踏まえても、施設に影響するケースを網羅的に検知てきる判断基準となつていることを確認する。

①引 崩壊規模のパラメータスタディ

テ基本ケースでは確認された地すべり跡に基づいて崩壊規模を設定してい
ることから、崩壊規模を徐々に小さくしたパラメータスタディを実施する。

①セ 敏壊伝播速度のパラメータスタディ

>基本ケースでは破壊伝播速度を最大値で設定していることから、
破壊伝播速度を徐々に小さくしたパラメータスタディを実施する。

②若狭湾の伝播特性に関するパラメータスタディ

撮幅・同期を様々に変えた正弦波を用いて津波水位計算を実施し、1波日と2波 目以降の関係を確認する。

SteD 5
津波検知の判断基準(トリガー)の設定

Step4までに得られた結果と、「海底地すべりの波源特性J及び「若狭湾の伝播特性 Jのパラスタ結果を全て踏まえ、「パラスタ波高の観点J、「非孝泉形性の観点J、「増幅比率の観点J

から再度、安全側に仮設定値を設定し、これらに対し、10分間の潮位のゆらぎの最大約010mを考慮した上で、さらに余裕を加味し、津波検知の判断基準を以下のとおり設定

潮位計 のうち、2台の観潟l潮位 が 10分 以内に05m以上下降 (または上昇 )し、その後 、最低潮位から10分 以肉に05m以上上昇 (または下降 )

図…1-4-2 閉止判断基準の設定フロー
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4.2入力津波設定に関する検討

入力津波の選定に当たつて、津波の水位に影響ある項目として、(1)

日本海における大規模地震に関する調査検討会モデルの補足検討、

(2)放水口側の影響評価及び (3)取水口側の影響評価を行なつた。

1.6項において、これ らの結果と基準津波を踏まえて、各々の地点

における最高 (最低)水位に朔望平均のばらつきを加えたものを入力

津波とする。

(1)日 本海における大規模地震に関する調査検討会モデルの補足検討

検討会においては、日本海における最大クラスの津波断層モデル等

の設定に関する検討を行つており、想定波源として、当社の基準津波

2に関係する FO― A～ FO一 B～熊川断層が取 り上げられる。
FO― A～ FO― B～熊川断層のすべ り角については、海上音波探
査の結果や周辺の活断層と同等の活動度を想定 した場合、 5度～ 10
度と推定される。

津波評価技術 (土木学会 (2002))に よると、広域応力場のばらつき

を考慮することが定められているため、津波水位評価にあたつては、

土木学会の手法に則つて広域応力場のばらつきを考慮 し、広域応力場

のばらつきとして、90度～ 120度 の間でパラメータスタディを実
施 した結果、 FO― A～ FO― B～熊川断層においては、広域応力場
90度のケースが最も厳 しい結果となり、その場合のすべ り角として
算出された、北側のセグメン トから30度、 O度、 O度を津波水位評
価における FO一 A～ FO― B～熊川断層のすべ り角として採用 し
た。

一方、検討会では、横ずれ断層に対 して上下方向の断層変位を与え

る方法として、すべ り角を 35度 としたケースを検討 していることか
ら 、 FO一 A～ FO― B～ 熊 川 断 層 に つ い て 、 こ れ ま で の 一 様 す

べ
り

モデルのすべ り角を35度とし、断層上端深さをOkm, lkmと し
た 2つのケースについて補足検討を実施 した。

津波水位評価の結果、検討会モデルに対して、すべ り角 35度、断
層上端深さ lkmと したケースがほぼ同等であり、すべ り角 35度、
断層上端深さOkmと すると水位が上乗せされる結果となつた (表
-1-4-2)。
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表-1-4-2 日本海における大規模地震に関する調査検討会モデルの補足検討

結果

数字はTP(m)
上段 :水位

下段 :,じ 主時間のすれ (評 価地点のみ記嶺 )

※地鑑変動030m隆 起を考慮

(2)放水口側の影響評価

放水口側については、液状化に伴う地盤変状による影響評価を行う。

なお、放水口周辺には遡上経路に影響を及ぼす斜面は存在しない。放

水口側評価点の津波水位は基準津波 1で包絡できることから、放水口

側の影響評価は基準津波 1のみで検討する。

1.3項で検討した放水口側防潮堤周辺における敷地の沈下量を津波

シミュレーションに反映し、地盤変状 (沈下)を考慮した津波水位を

評価した (表-1-4-3)。

表-1-4-3 地盤変状を考慮 した津波水位結果

ケース

水位上昇樹

(参考)
取水口前函

取水路

防潮ゲート

前面

1号炉
海水ボンブ皇
前面

2号炉
海水ポンプ室
前面

3“号炉
コ奇環水ポンブ室

前面

3“号炉
海水ボンプ室
前面

1号及び2号炉

放水日前面

3号及び4号炉
放水日前面

放水路
(奥 )

防潮靡
前面

地盤変状考慮 TP,45m TP+55m TP+12m TP+1lm TP+12m TP+17m TP+51m TP+51m TP+65m TP+65m

水位下降水位上第

取ホなし 1～ 4号非常用取水あり

2号炉
海水ポンフ整

3“号炉
済水ポンブ室

波】

(参考)
取ホロ前画

取水露
防漸

'―

卜前画
84号炉
笛重水ポンプ室

1号炉

海水ボンプ室
2号炉

海水ポンフ4
34号炉
溝氷ポンフ室

,号及び
:号炉放水ロ 放水路(案 )

(◆を)
取水「 l崎,画

1骨炉

海水ボンプ蜜

(54秒 ) (54秒 ) (54秒 )
27 27 27 -26

(51,54秒 ) (30秒 )

-20

(36秒 )

これまでの検討+
睦上地すべりNo 14

(発生時FΠの不確かさS4秒 問 )

22 22

-26 22※ 翌ユ※ 22※
B加擦討2(■増Ok耐すべり角95度 )十
陸上地すべりNo 14

(発生時岡の不確かさS4秒団)
24 24 生塁 匙 24 29 31

基準津波1(T P IS3m)以 下 と卒章波,(TP+62m)以 下基準津演1(TP+SSm)以 下
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(3)取水口側の影響評価

取水口側については、①設備形状による影響評価及び②管路解析に

よる影響評価を行う。なお、取水口周辺斜面及び取水路防潮ゲー ト周

辺斜面については、基準地震動によりすべりが生じないことを確認し

ている。また、取水口側の流入経路の大半は岩盤であり、取水口につ

いても地盤改良を行い沈下は殆どないことから、取水口側の液状化に

伴う地盤変状は考慮しない。取水口側の影響評価は、基準津波 1、 基

準津波 2、 基準津波 3及び基準津波4で検討する。

影響評価の検討フローを図-1-4-3に 示す。①設備形状による影響評

価及び②管路解析による影響評価は、いずれも取水口～取水路 (非常

用取水路)～海水ポンプ室に至る経路上の条件であることから、図
-1-4-3の フローに従いこれらの組合せを考慮する。管路解析の条件

(貝付着なし)については、非常用取水路清掃後の一時的な期間で発
生する条件であることを踏まえ、まずは設備形状による影響評価を行

い、次に、管路解析による影響評価を行う。影響評価の各フローでは、

各フローの条件を考慮した方が津波水位がより保守的となる場合 (水

位上昇側の検討で最高水位が上昇、水位下降側の検討で最低水位が低

下)、 次のフローの影響評価において、津波シミュレーションのモデ

ルに考慮する。
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①設備形状による影響評価
(設備形状反映しない/設備形状反映する)

②管路解析による影響評価
し)/

縮
軽
Ｇ
軍
味
引
ｕ
柴
　
縮
軽
Ｇ
軍
註
卜
連
＜

わ
Ｎ
軍
昧
引
ｕ
＜

縮
郎
Ｇ
軍
琶
卜
里
＜

※1 水位上昇側では各条件を考慮した方が津波水位が上昇する場合に、また、水位下降側では各条件を考慮した方が
津波水位が低下する場合に影響があるとして次のフローでの解析に考慮する。

※2 基準津波検討ケースは「設備形状反映しない」+「貝付着あり」を指す。

図-1-牛3 影響評価検討フロー

設備形状を反映する 貝付着な し

設備形状に
る影響があ

付着なし
る影響が【基本ケース】

ケースト1

設備を形状反映しない 貝付着あ り

【基
準
津
波
検
討
ケ
ー

ス

基
準
津
波
「

考慮する条件

ス

設備形状を反映する 貝付着な し

設備形状に
る影響があ

付着なケース21

設備形状を反映しない 貝付着あ り

【基
準
津
波
検
討
ケ
ー
ス
】

基
準
津
波
２

設備形状を反映する 貝付着な し

設備形状に

る

ケ ー

ス

設備形状を反映しない 貝付着あ り

基
準
津
波
３

【基
準
津
波
検
討
ケ
ー
ス
】

設備形状を反映する 貝付着な し

付着なし
る影響がる影響があ

【ケース牛1】

設備形状を反映しない 貝付着あり

基
準
津
波
４

【基
準
津
波
検
討
ケ
ー
ス
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①設備形状による影響評価

基準津波の津波シミュレーションモデルでは、取水路防潮ゲー ト

については、取水口側からの津波の流入を保守的に評価する観点か

ら取水路防潮ゲー トのゲー ト開口幅を実寸より広く設定し、取水口

については、取水ロケーソン重量コンクリー トを考慮していないこ

とを踏まえ、現状の設備形状 (ゲー ト開口幅を実寸に設定、取水口

ケーソン重量コンクリー トの形状を反映)を津波シミュレーション
モデルに考慮し、津波水位に及ぼす影響を評価した。設備形状によ

る影響評価の条件を表-1-4-4に 示す。

表-1-4-4 設備形状による影響評価の条件

設備形状を反映しない

(基準津波検討条件)
設備形状を反映する

取水路

防潮

ゲー ト

津波の流入を保守的に評価するため、ゲー ト開

口幅を実寸より広く設定している。

現状の設備形状を踏まえ、ゲー ト開口幅を実寸

に設定する。

取水ロ

カーテンウォール (津波影響軽減施設)をモデ

ルに考慮しているが、取水ロケーツシ重量コン

クリー トはモデルに考慮していない。

蓄
J囀

111科

カーテンウォール (津波影響軽減施設)に加え

て取水ロケーソン重量コンクリー トをモデルに

考慮する。

Ⅷ
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基準津波 1(取水路防潮ゲー ト 【閉】条件)では、設備形状を反
映することで、水位上昇側の検討における各評価点の最高水位は概

ね同等または 0.lm程度低下する傾向にあるが、 2号炉海水ポンプ

室前面においては、0.lm程度上昇する結果が得られた。

基準津波 2(取水路防潮ゲー ト 【開】条件)では、設備形状を反
映することで、水位上昇側の検討における各評価点の最高水位は同

等または 0.lm～ 0.3m程度低下する結果が得られた。また、水位下

降側の検討における各評価点の最低水位は、0.lm～0.2m程度上昇す

る結果が得られた。

基準津波 3(取水μttl笏潮ゲー ト 【開→閉】条件)では、設備形状
を反映することで、水位下降側の検討における各評価点の最低水位

は 0.2m程度低下する結果が得られた。

基準津波 4(取水路防潮ゲー ト 【開→閉】条件)では、設備形状
を反映することで、水位下降側の検討における各評価点の最低水位

は 0.3m程度低下する結果が得られた。

以上より、基準津波 1に よる評価においては、評価点によって設

備形状を反映 した場合の津波水位の傾向に違いがあることを踏ま

え、②の検討において、設備形状を反映する場合と反映しない場合

の両方を考慮する。基準津波2による評価においては、設備形状を

反映した場合、水位上昇側の各評価点の最高水位は低下し、水位下

降側の各評価点の最低水位は上昇することから、②の検討において

は設備形状を反映しない。基準津波3及び基準津波4による評価に

おいては、設備形状を反映した場合、水位下降側の各評価点の最低

水位は低下することから、②の検討においては設備形状を反映する。

設備形状による影響評価における津波水位の比較を表-1-4-5に、

設備形状による影響評価結果を図-1-牛4に示す。
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表-1-4-5 設備形状による影響評価における津波水位の比較

取水路

防潮

ゲート
※1

← ス

水位上昇積l 水位下降側

(参考)
取水ロ

前面

取水路

防潮

ゲート
前面

1号炉
海水
ポレプ室
前面

2号炉

海水

～
ブ窒
前面

3.4号炉

循環水
ポレブ室
前面

a碍炉
海水
彬 プ室
前面

1号及び
2号炉
依水ロ

前函

3号及び
4号′,
放水隠

前面

放水路
(奥 )

防潮房
前面

:号炉

海水

～
プ奎
前面

2号炉

痴水
ポンプ室

前面

34号炉
海水
ポツプ室
前面

基準津波 1 閉

【基本ケース】
設備形状を反映しない

45 55 12 11 13 17 53 51 62

【ケースII】
設備形状を反映する

45 54 12 12 12 16 53 51 62

基準津波2 開

【基本ケース】
設備形状を反映嚇 い

21 22 22 22 25 25 27 25 27 -18※ 2 -18X2 -20※ 2

【ケース歩i】

設備形状を反映する
2.1 21 20 20 23 22 27 25 27 -16× 2 -16※ 2 _19※ 2

基準津波3 開→聞

【基本ケース】
設備形状を反映しない

-19 -20 -28

【ケース9コ 】
設備″′ン状を反映する

-21 -22 -30

基準津波4 開―閉

【基本ケース】
設備形状を反映しない

-18 -19 …28

【ケース4コ 】
設備形状を反映する

-21 -22 -31

※I閉 :取水路防潮ゲート天端(TP+65m)で 全開、開;ゲートが開いた状態であるがTPと Om～
"5は
カーテンウォールあり、開―閉 :取水路防潮ゲートの操作を計算に考慮

※2地盤変動量020m考慮

※0水位上昇側の検討のため評価なし

※4水位下降側の検討のため評価なし(水位上昇側の津波水位は基準津波1 2て 包緒てきることを確認)

※5放水口側影響評価ケースが支配的なため評価なし

赤字 :設備形状を考慮した場合に水位が上昇したケース(下降側は水位が低下したケース)
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設備形状を反映する 貝付着なし

設備形状に

る影響があ
付着な

設備形状を反映しない 貝付着あり

【
基
準
津
波
検
討
ケ
ー

ス

基
準
津
波
「

N0

ス

設備形状を反映する 貝付着なし

る影響があ
付着な しケ ー

設備形状を反映 しない 貝付着あ り

【基
準
津
波
検
討
ケ
ー
ス
】

基
準
津
波
２

設備形状を反映する 貝付着な し

付着な

設備形状を反映しない 貝付着あ り

【基
準
津
波
検
討
ケ
ー
ス
】

基
準
津
波
３

設備形状を反映する 貝付着な し

付着な
る影響が

設備形状を反映 しない 貝付着あ り

基
準
津
波
４

【基
準
津
波
検
討
ケ
ー

ス

綻
郎
Ｇ
軍
昧
引
連
＜
　
縮
郎
Ｇ
軍
堂
卜
里
＜

筍
Ｎ
軍
昧
引
里
＜

①設備形状による影響評価
(設備形状反映しない/設備形状反映する)

②管路解析による影響評価
り/ し)

※1 水位上昇側では各条件を考慮した方が津波水位が上昇する場合に、また、水位下降側では各条件を考慮した方が
津波水位が低下する場合に影響があるとして次のフローでの解析に考慮する。

※2 基準津波検討ケースは「設備形状を反映しない」+「貝付着あり」を指す。

図-1-4-4 設備形状による影響評価結果

詫
鰹
Ｇ
軍
筐
昨
ｕ
＜
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②管路解析による影響評価

海水ポンプ室内の水位に影響を与える管路部分の条件について

は、施設条件を考慮し、以下の考えにより設定している (図 -1-4-5、

表-1-4-6)。 この中で管路部分の貝付着を考慮した粗度係数につい

ては、【火力 日原子力発電所土木構造物の設計】(電力土木技術協会

(1995))p.788表 17-3-1を 参考に n=0.02を設定しているが、定期

的に除貝作業を実施していることから、貝付着を考慮しない条件

(粗度係数 :n=o.015)を 津波シミュレーションのモデルに考慮し、

津波水位に及ぼす影響を評価した。

海水ポンプ
③運転条件

敷地レベル

1号炉及び2号炉海水ポンプ室

(平面二次元計算 )

ロータリースクリーン

①スクリーン喪失

カーテンウォール

(平面二次元計算で考慮)

取水口

(平面二次元計算 )

取水ロ

(平面二次元計算)

IR

海水ポンプ
⑥運転条件

水位評価点

(1号炉及び2号炉海水ポンプ室前面 )

(平面二次元計算)

非常用海水路

(一次元管路計算 )

TP

3.4号炉海水ポンプ室

高浜湾

高浜湾

カーテンウォール
(平面二次元計算で考慮)

敷地レベル
TP+350m
ヘ

|

`

ロータリースクリーシ
①スクリーン損失

水位評価点

(3,4号炉海水ポンプ室前面)

②貝の付着

海水路トンネル

(一次元管路計算 )

図-1-4-5 取水路断面図

Ⅵ

祥|
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表-1-4-6 津波計算条件設定について

計算条件 条件設定

① スクリーン損失

・海水ポンプ室内のロータリースクリーンについては、津波
影響軽減施設等ではないことから、スクリーン損失を考
慮しない条件とする。

② 貝付着
・一般に設計に用いられる粗度係数 (粗度係数in=o o2)を

採用する。

③
海水ポンプの
運転条件

・海水ポンプ室内の水位が評価上厳しくなる条件とする。
すなわち、
O水位上昇側 :海水ポンプの取水なし
O水位下降側 :海水ボンプの取水あり
として解析を実施する。

基準津波 1(取水路防潮ゲー ト【閉】条件)においては、貝付着な
しとすることで、水位上昇恨1の検討における 1号炉海水ポンプ室前面、

2号炉海水ポンプ室前面、3,4号炉循環水ポンプ室前面及び 3,4号

炉海水ポンプ室前面の最高水位が 0.1～0.2m程度上昇する結果が得

られた。

基準津波 2(取水路防潮ゲー ト【開】条件)に おいては、貝付着な
しとすることで、水位上昇側の検討における 3,4号炉海水ポンプ室
前面の最高水位が 0.2m程度上昇する結果が得られた。また、水位下

降側の検討における 3,4号炉海水ポンプ室前面の最低水位が 0.lm

程度低下する結果が得られた。

基準津波3(取水路防潮ゲー ト【開→閉】木条件)においては、貝付
着なしとした場合でも、水位下降側の検討における最低水位は同等と

なる結果が得られた。

基準津波4(取水路防潮ゲー ト【開→閉】条件)においては、貝付
着なしとすることで、水位下降側の検討における最低水位は概ね同等

または 0.lm程度上昇する結果が得られた。

管路解析による影響評価における津波水位の比較を表-1-4-7に 、

設備形状による影響評価結果を図-1-4-6に示す。
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表-1-4-7 管路解析による影響評価における津波水位の比較
したケース)

取水路
防瀬

ゲート
※ 1

ケース

水位上昇欄 水位下降欄

(参考)
取水ロ

前面

取水路

防潮

ゲート

1号炉

海水

ポンプ室
前面

2号炉

海水

～
ブ室
前面

84号炉
循環水

ポンプ室

前面

04号炉

海水

ポンブ窒
前面

1丹及び

2号炉

放水E
前面

3号及び

4号炉

放水ロ

前面

放水路 防潮扉
前面

1号炉

海水

ポンプ室
前面

2号炉
海水
ポレジ室
前面

3.4号炉
海水
ポンプ室
前面

基準津波 1 開

設備形状を

反映しない

【基本ケース】
貝付着あり

45 55 12 11 13 17 53 51 62

【ケースト2】
貝付着なし

46 55 13 12 i4 19 53 51 62

設備形状を
反映する

【ケースト1】
貝付着あり

45 54 12 12 12 16 53 51 62

【ケースト2】
貝付着なし

45 54 13 13 13 19 53 51 62

基準濠波2
設備形状を

反映しない

【基本ケース】
貝付着あり

21 22 22 22 25 25 27 25 27 -18※ 2 -18※ 2 -20)く 2

【ケース22】
貝付着なし

21 22 22 22 25 27 27 25 27 -18※ 2 -18※ 2 -21※ 2

基準津波9 開→開
設備形状を

反映する

【ケース91】
貝付着あり

-21 -22 -30

【ケース32】

貝付着なし
-21 -22 -29

基準津波4 開→開
設備形状を
反映する

【ケース4コ 】
貝付着あり

-21 -22 -31

【ケースⅢ2】
貝付着なし

-20 -22 -30

※1開 ;取水路防潮ゲート天端 (T'+65m)で全開、開 :ゲートが開いた状態であるがTPと Om～ 165は カーテンウォールあり、開一開 i取水路防潮ゲートの操作を計算に考慮

※2地蟹変動量023m考慮

※3水位上昇側の検討のため評価なし

※4水位下降側の検討のため評価なし(水位上昇側の津波水位は基準津波 1 2て 包絡できることを確認 )

※5放水口側影響評価ケースが支配的なため評価なし
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①設備形状による影響評価
(設備形状反映しない/設備形状反映する)

②管路解析による影響評価

※1 水位上昇側では各条件を考慮した方が津波水位が上昇する場合に、また、水位下降側では各条件を考慮した方が
津波水位が低下する場合に影響があるとして次のフローでの解析に考慮する。

※2 基準津波検討ケースは「設備形状を反映しない」十「貝付着あり」を指す。

図-1-4-6 管路解析による影響評価結果
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軽
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軍
量
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付着な

設備形状を反映しない 貝付着あり
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「

【基
準
津
波
検
討
ケ
ー

考慮する条件

N0

貝付着なし設備形状を反映する

設備形状を反映しない 貝付着あ り

基
準
津
波
２

【基
準
津
波
検
討
ケ
ー

ス

設備形状を反映する 貝付着な し

付着な

貝付着あ り設備形状を反映しない

【基
準
津
波
検
討
ケ
ー
ス

基
準
津
波
３

貝付着な し設備形状を反映する

貝付着あ り設備形状を反映しない

【基
準
津
波
検
討
ケ
ー
ス

基
準
津
波
４
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1.5水位変動・地殻変動の評価

【規制基準における要求事項等】

入力津波による水位変動に対して朔望平均潮位 (注)を考慮して安全側
の評価を実施すること。

注):朔 (新月)および望 (満月)の日から 5日 以内に観測された、各
月の最高満潮面および最低干潮面を 1年以上にわたつて平均した

高さの水位をそれぞれ、朔望平均満潮位および朔望平均干潮位とい

う。

潮汐以外の要因による潮位変動についても適切に評価し考慮すること。

地震により陸域の隆起または沈降が想定される場合、地殻変動による敷地

の隆起または沈降及び、強震動に伴う敷地地盤の沈下を考慮して安全側の

評価を実施すること。

【検討方針】

津波計算で考慮する朔望平均潮位は、高浜発電所の南西約 20kmの観測地

点舞鶴検潮所における観測記録に基づき設定している。

上昇側の水位変動に対して朔望平均満潮位及び潮位のバラツキを考慮し、

上昇側評価水位を設定する。また、下降側の水位変動に対して朔望平均干

潮位及び潮位のバラツキを考慮し、下降側評価水位を設定する。

潮汐以外の要因による潮位変動については、観測地点舞鶴検潮所 (気象

庁所管)における至近約 40年 (1969～ 2011年)の潮位観測記録に基づき、

高潮発生状況 (発生確率、台風等の高潮要因)、 高潮要因の発生履歴とその

状況を考慮して、高潮の発生可能性とその程度 (ハザー ド)について設定

する。

高潮ハザー ドについては、プラント運転期間を超える再現期間 100年に

対する期待値を設定し、入力津波で考慮した朔望平均満潮位及び潮位のバ

ラツキとの差を外郭防護の裕度評価において参照する。

地震による陸域の隆起または沈降について、地殻変動量を適切に考慮し、

安全側の評価を実施する。

窃も三二廟稲 丹可ψ焦1-46



【検討結果】

a.潮位

施設への影響を確認するため、上昇側の水位変動に対して朔望平均満

潮位を考慮し、上昇側水位を設定した。また、下降側の水位変動に対し

て朔望平均干潮位を考慮し、下降側水位を設定した (表 -1-5-1)。

表-1-5-1 考慮すべき水位変動

朔望平均満潮位 T,P.+0.49m

朔望平均千潮位 T.P.-0.01m

b.潮位観測記録の評価
a.潮位で設定 した朔望平均潮位のもととなつている潮位観測記録お

よびそのばらつきを確認 した。

過去 5カ 年 (2007年 1月 ～2011年 12月 )のデータ分析の結果、朔望

平均満潮位の最大値は T.P.+0.77m、 朔望平均干潮位の最小値は

T.P.-0.36mで 、標準偏差は満潮位で 0.15m、 千潮位で 0.17mと なつた (図

-1-5-1, 表-1-5-2)。

以上の潮位観測記録のばらつきを踏まえ、満干潮位の標準偏差を加味

して入力津波を設定した。なお、潮位観測記録の評価に際 しては、年間

の平均潮位が若干の上昇傾向があるが、潮位のばらつき標準偏差は 0.lm

～0.2m程度で安定していることから最近 5年の潮位観測記録から朔望平

均潮位を選定 した (図 -1-5-2)。

また、高浜発電所における過去 1年間の潮位観測について、舞鶴検潮

所と比較 した結果、潮位の差はほとんど見られなかつた。高浜原子力発

電所における潮位観測地点の位置図を図 1-5-3に、高浜発電所と舞鶴検

潮所の日最大潮位 口日最小潮位の比較を図 1-5-4に示す。

表-1-5-2 朔望平均満干潮位に関するデータ分析

満潮位 干潮位

最大値 T.P.+0,77m T.P.+0.43m

平均値 T.P.+0.49m T.P.-0.01m

最小値 T.P.+0.07m T.P.-0。 36m

標準偏差 0.15m 0.17m

観測地点「舞鶴」、気象庁ホームページ (分析対象期間 :2007年 1月 ～2011年 12月 )
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図-1-5-2 観測地点舞鶴検潮所における潮位の推移

図-1-5-3 高浜発電所における潮位観測地点の位置図
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c.高潮の評価
潮汐以外の要因による潮位変動については、観測地点舞鶴検潮所 (気

象庁所管)における至近約 40年 (1969～ 2011年 )の潮位観測記録に基

づき、高潮発生状況 (発生確率、台風等の高潮要因)を確認する。(表
-1-5-3)

観測地点舞鶴検潮所は敷地近傍にあり、発電所と同様に若狭湾に面し

た海に設置されている。高潮要因の発生履歴及びその状況を考慮して、

高潮の発生可能性とその程度 (ハザー ド)について検討する。基準津波

による水位の年超過確率は 10~4～ 10-5程度であり、独立事象としての津

波と高潮が重畳する可能性は極めて低いと考えられるものの、高潮ハザ

ー ドについては、プラント運転期間を超える再現期間 100年 に対する期

待値 T.P.+1.13m(図 -1-5-5)と 、入力津波で考慮した朔望平均満潮位

T.P.+0.49m及び潮位のバラツキ 0.15mの合計の差である 0.49mを外郭

防護の裕度評価において参照する。

以上、a.～ c.の津波水位評価に関する考慮方法について表-1-5-4

および図-1-5-6及び図-1-5-7の とおりである。
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表-1-5-3 観測地点「舞鶴」検潮所における年最高潮位

年
最高潮位

発生月日
最高潮位

(T,Pm)
(参考 )

年最高潮位上位 10位

1969 7日 Rl日 0 638
1970 10日 ,9日 0 638
1971 10月 12日 0 6R5
1972 9月 16日 O R9Б ク

173 8日 19日 0711
174 8月 16日 0_591
1975 日 0_744
1976 10日 ,9日 1

1 688

1977 R日 9日

1978 8月 2日 0 6,7
1979 8月 19日 0 697
1980 10月 26日 0_847 R

181 9日 4日 0_707
0_657

1983 日 1 ユ日 0_687
1984 8日 ,3日 1 677

19AS 7日 18日 1 687

1986 R tt RO日 0 807 5

1987 0日 1日 0 677
1988 11月 14日 0 595
1989 9月 19日 0 645
990 8月 24日 0 675

7月 31日 0 665
0 735

199a 日 0 585
1994 9日 11 十日 1 700

1995 9日 4日
1996 7日 1日

1997 0日 R日 0 689
1998 9月 22日 0 9,9 1

1999 10月 30日 0 749 10

2000 9月 2日 0 759 7

)01 8月 22日 0_719
,00ク 9日 2日 0_739
,003 日 0_758 8

,004 8日 ,0日 1 838 4
9005 1,日 5日 1 638

2006 R日 17日 0 668
0日 R日 0 7RA

2008 8月 20日 0 757 9

2009 7月 22日 0 707
)10 9月 13日 0 787 6
9nll R日 1,日 ∩ 7▲ rJ

(参考)年最高潮位上位 10位 と発生要因

順位
高潮潮位

(TPm)
発生年月日 発生要因

1
|

0929 1998年 9月 22日 台風8号

2 0895 1972年 9月 16日 台風20号

3 0847 1980年 10月 26日 低気圧

4     1   0838 2004年 3月 20日 台風15号

5 0807 1986年 8月 30日 台風13号

6 0787 2010年 9月 13日 台風10号

7     1   0759 2000年 9月 2日 台風12号

8 0758 2003年 9月 14日

9 0757 2008年 8月 20日

10 0749

台風 1

低気圧

1999年 10月 30日
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図-1-5-5 観測地点「舞鶴」検潮所における最高潮位の超過発生確率

表-1-5-4 潮位の考慮方法

y=25542x-76574

データ数N=43

再現期間
(年 )

期待IE
(TPm)

2 068
5 076
10 084
20 092
鳴n ln全

100 113

◆

(1)朔望平均
潮位(m)

(2)朔望の
ばらつき(m)

計(m) (3)高潮の裕度評価(m)

上昇側 満潮位 :049 0.15 064
049

[高潮 1.13-(1)―(2)]

下降側 干潮位す001 -0.17 -0.18
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d.地殻変動
地震による地殻変動についても安全側の評価を実施する。広域的な地

殻変動を評価すべき波源は、基準津波 1の若狭海丘列付 と

波 2の FO一 A～ FO― B～ 熊 川 断 層 で あ る

高浜発電所

は若狭湾 (日 本海側)に位置しており、プレー ト間地震は考慮対象外で

ある。

入力津波については、「日本海における大規模地震に関する調査検討

会」の波源モデルを踏まえて、Mansinha and Smylic(1971)の方法によ

り算定した敷地地盤の地殻変動量は、基準津波 1の若狭海丘列付近断層

で±Om、基準津波 2の FO― A～ FO― B～熊川断層で 0.30mの隆起で

ある。下降側の水位変動に対する安全評価としては、対象物の高さに隆

起量を加算した後で、下降側評価水位と比較する。また、上昇側の水位

変動に対して安全評価する際には、隆起しないものと仮定して、対象物

の高さと上昇側評価水位を直接比較する。

基準地震動評価における震源モデルから算定される広域的な地殻変

動量は 0.30mの隆起が起こると評価する。また、基準地震動評価におけ

る震源において地震は発生していないことから広域的な余効変動も生

じていない。また、文献
※1'2によると、内陸地殻内地震の水平方向の余

効変動は数 cm程度と小さく上下方向として余効変動が確認されていな

いことから、仮に地震が発生したとしても余効変動が津波に対する安全

性評価に影響を及ぼすことはない。

※1′卜沢慎二郎 E水藤尚 (2007):測地データを用いた地震後の余効変動

に関する研究 (第 9年次),平成 19年度調査研究報告,国土地理院

※2松浦健 E河野裕希 (2006):GPS観測から得られた福岡県西方沖地

震発生後の地殻変動 (序報),地震予知連絡会会報第 75巻 10-5,

地震予知連絡会

準津波 3及び基準津波

底地すべ りについては考慮対象外である4の隠岐 トラフ
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6設計または評価に用いる入力津波
1.4か ら1.5に記した事項を考慮して検討した結果、設計または評価

に用いる入力津波は以下のとおりである (表-1-6-1、 図-1-6-1)。 入力

津波は、 表-1-4-1、  1-4-2、  1-4-3、  1-4-5、  1-4-7か ら、 最高 (最イ氏)と

なるものにばらつきを加えたものとしている。図-1-6-2に 入力津波の時

刻歴波形を示す。

なお、基準津波 3及び基準津波 4の波源に関する「崩壊規模」又は「破

壊伝播速度」のパラメータスタディから確認 した「隠岐 トラフ海底地す

べりの波源特性」及び「若狭湾の伝播特性」を踏まえ、「1.4.1通常の潮

汐とは異なる潮位変動による取水路防潮ゲー トの開止判断基準の設定に

ついて」に示す「パラメータスタディ波高の観点」、「Jに線形性の観点」

及び「増幅比率の観点」で設定した仮設定値のうち、隠岐 トラフ海底地

すべりを波源とするケースを基に、閉止判断基準を設定するための入力

津波を作成する。閉止判断基準を設定するための入力津波の作成結果に

ついては、詳細設計段階で確認する。

表-1-6-1 入力津波高さ一覧表

T PPa 21bi■

腑望平均のばらつき上 昇関+01箭 下降日
"7m l
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＼

図-1-6-1 高浜発電所における入力津波評価地点

一点鎖線の範囲は機密に係る事項ですので、公開することはできません。 l

TP+62m TP+47m

防潮扉 取水路防潮ゲート
TP +67m
③放水路(奥 )

⑦l号及び2号炉放水口前面
IP+62m

TP+66m

放水口側防潮堤

③生号炉海水ポンプ室前面(上昇側)
TP+26m

①l号炉海水ボンプ室前面(下降側)
TP 23m

TP +60m

TP+29m

④2号炉海水ポンプ室前面(上昇側)
TP+26m

⑫2号炉海水ポンプ室前面(下降側)
TP 23m

凡例 (数値は数地高さ)

TIP+35m

漫水防護重点化範囲

ロロ 津波対策

TP+4.Om

⑥3、 4号炉海水ボンプ室前面(上昇側)
TP+29m

⑬3、 4号炉海水ポンプ室前面(下降側)
TP‐33m
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⑬3,4号炉海水ポンプ室前面 (水位下降側)
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2.津波防護方針
2.1敷地の特性に応じた津波防護の基本方針

【規制基準における要求事項等】

敷地の特性に応じた津波防護の基本方針が敷地及び敷地周辺全体図、施

設配置図等により明示されていること。

津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備等として設置されるものの

概要が網羅かつ明示されていること

【検討方針】

敷地の特性 (敷地の地形、敷地周辺の津波の遡上、浸水状況等)に応じ

た津波防護の基本方針を敷地及び敷地周辺全体図、施設配置図等により明

示する。また、敷地の特性に応じた津波防護 (津波防護施設、浸水防止施

設、津波監視設備等)の概要 (外郭防護の位置及び浸水想定範囲の設定、

並びに内郭防護の位置及び浸水防護重点化範囲の設定等)について整理す

る。

【検討結果】

(1)敷地の特性 (敷地の地形、敷地周辺の津波の遡上、浸水状況等)に応

じた津波防護の基本方針は以下のとおり。

日設計基準対象施設の津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止

設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除 く。)を内包する建
屋及び区画の設置された敷地において、基準津波による遡上波を

地上部から到達又は流入させない設計とする。また、取水路及び

放水路等の経路から流入させない設計とする。

日取水 日放水施設及び地下部等において、漏水する可能性を考慮の

上、漏水による浸水範囲を限定 して、重要な安全機能への影響を

防止できる設計とする。

B上記 2方針のほか、設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包

する建屋及び区画については、浸水防護をすることにより、津波

による影響等から隔離可能な設計とする。

・水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響を防止

できる設計とする。

日津波監視設備については、入力津波に対 して津波監視機能が保持

できる設計とする。

的低い特徴を有することから、取水路の防潮ゲー トを活用 した津波防

なお、高浜発電所は、 に対し、敷地が比較のおそ の る
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護を設計方針の基本に据えている。

(2)敷地の特性に応 じた津波防護方針は以下のとおりとする。

敷地の特性に応 じた津波防護の概要 (外郭防護の位置、浸水防護重

点化範囲の設定等)を示す (図…2-1-1)。 1号炉及び 2号炉の設計基準

対象施設の津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監

視設備及び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋及び区画として、

原子炉格納施設、原子炉補助建屋 (補助建屋、燃料取扱建屋、制御建

屋、中間建屋及びディーゼル建屋 )、 海水ポンプ室、復水タンク及び

燃料油貯油そうを設定する。3号炉及び 4号炉の設計基準対象施設の

津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び

非常用取水設備を除 く。)を内包する建屋及び区画として、原子炉格
納施設、原子炉補助建屋、制御建屋、中間建屋、海水ポンプ室、復水

タンク、燃料油貯油そうを設定する。

遡上波を地上部から到達又は流入させない設計とするため、外郭防

護として取水路に取 ゲート 1 及び2 口 に

また、取水路及び排水路等の経路から流入させない設計とするため、

外郭防護として放水路に屋外排水路逆流防止設備並びに放水 ピッ ト

に 1号及び 2号炉放水 ピッ ト止水板、 1号炉海水ポンプエリア、 2号

炉海水ポンプエリア及び 3,4号 炉海水ポンプ室に海水ポンプ室浸水
防止蓋、 1号炉循環水ポンプ室及び 2号炉循環水ポンプ室に循環水ポ

ンプ室浸水防止蓋を設置する。

1号炉及び 2号炉の設計基準対象施設の津波防護対象設備 (津波防

護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除く。)

を内包する建屋及び区画については、津波による影響等から隔離可能

な設計とするため、浸水防護重点化範囲境界壁のうち、中間建屋、制

御建屋及びディーゼル建屋 とター ビン建屋の壁貫通部に水密扉の設

置及び貫通部上水処置を実施する。

津波が発生した場合に、その影響を備敵的に把握するため、津波監

視設備として、 1号炉海水ポンプ室、2号炉海水ポンプ室及び 3,4
号炉海水ポンプ室に潮位計並びに 3号炉原子炉格納施設壁面及び 4号

炉原子炉補助建屋壁面に津波監視カメラを設置する。

びに 1号炉海水ポンプ室、2号炉海水ポンプ
及び 3,4号 炉海水ポンプ室に潮位計を設置する

引き波時の水位低下に対して、海水ポンプの取水可能水位を下回ら

ないように取水路防潮ゲー ト及び潮位計を設置ずる。
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能性があることを踏まえて、発電所構外の観測潮位を活用 し、可能な

限 り早期に津波に対応するための運用を定める。

さらに、基準 波 3及 い〒三「発4は

津波影響軽減施設として、発電所周辺を波源とした津波の波力を軽

減するために取水口カーテンウォールを設置する。

津波防護対策の設備分類と設置目的を表…2-1-1に示す。
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表-2-1-1(1/2)各津波防護対策の設備分類と設置目的 (1号炉及び2号炉)

津波防護対策 設備分類 設置 目的

取水路防潮ゲー ト

津波防護施設

・基準津波による遡上波が浸水防護重点化範囲に

到達することを防止する。
・引き波時の水位低下に対 して、海水ポンプの取

水可能水位 を下回ることを防止する。

放水 日側防潮堤
基準津波による遡上波が浸水防護重点化範囲に到

達することを防止する。

防潮扉
基準津波による遡上波が浸水防護重点化範囲に到
達することを防止する。

屋外排水路

逆流防止設備

屋外排水路か らの津波流入により浸水防護重点化

範囲に到達することを防止する。

1号及び 2号炉
放水 ピット止水板

1号及び 2号炉放水ピットからの津波流入により
浸水防護重点化範囲に到達することを防止する。

潮位計

・基準津波による遡上波が浸水防護重点化範囲に

到達することを防止する。
・引き波時の水位低下に対 して、海水ポンプの取

水可能水位を下回ることを防止する。

津波監視設備
津波が発生した場合にその影響を俯 l敢的に把握す
る。

津波監視カメラ

海水ポンプ室

浸水防止蓋

浸水防止設備

海水ポンプエ リア床面か らの津波流入による海水
ポンプ室への流入を防止する。

循環水ポンプ室

浸水防止蓋
循環水ポンプ室床面からの津波流入による海水ポ

ンプ室への流入を防止する。

浸
水

:宮 阜

ち

水密扉

地震によるタービン建屋内の循環水管損傷や 2次
系設備及び屋外タンクの損傷に伴う途水及び損傷
箇所を介しての津波の流入による澄水に対して、
浸水防護重点化範囲への流入を防止する。

貫通部
止水処置

取水 ロカーテンウォール 津波影響軽減施設 発電所周辺を波源 とした津波の波力を軽減する。
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表-2-1-1(2/2)各津波防護対策の設備分類と設置目的(3号炉及び4号炉)

津波防護対策 設備分類 設置 目的

取水路防潮ゲー ト

津波防護施設

・基準津波による遡上波が浸水防護重点化範囲に

到達することを防止する。
・引き波時の水位低下に対して、海水ポンプの取
水可能水位を下回ることを防止する。

放水 口側防潮堤
基準津波による遡上波が浸水防護重点化範囲に到
達することを防止する。

防潮扉
基準津波による遡上波が浸水防護重点化範囲に到
達することを防止する。

屋外排水路
逆流防止設備

屋外排水路からの津波流入により浸水防護重点化
範囲に到達することを防止する。

1号及び 2号炉
放水ピット止水板

1号及び 2号炉放水ピットからの津波流入により
浸水防護重点化範囲に到達することを防止する。

潮位計

・基準津波による遡上波が浸水防護重点化範囲に

到達することを防止する。
・引き波時の水位低下に対して、海水ポンプの取
水可能水位を下回ることを防止する。

津波監視設備
津波が発生した場合にその影響を備l敢的に把握す
る。

津波監視カメラ

海水ポンプ室

浸水防止蓋
浸水防止設備

海水ポンプ室床面からの津波流入による海水ポン

プエ リアヘの流入を防止する。

取水 ロカーテンウォール 津波影響軽減施設 発電所周辺を波源とした津波の波力を軽減する。
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(3)防護対象設備の選定

図-1-1… 1の選定フローに基づき、設計基準対象施設の津波防護対象

設備を選定する (表-2-1-2,3)。

なお、上記の内容については、既提出資料から変更がないため、既

提出資料のうち「2.1敷地の特性に応 じた津波防護の基本方針」に同

じ。

第二編 月吋添 1-70



No 対象設備 内包する建屋 設置フロア

1.原子炉本体
(1)原子炉容器及び炉心

原子炉容黒 原子炉格納怖譜 323m

「 部炉応す棒桂 浩物 原子炉格納怖譜 323m
下部炉応す棒桂 浩物 原子炉格納怖譜 323m
制御オ基イアラス1'塞肉管 原平炉格納れ常證 823m
k口 肉計算 弓I出管 原子炉格納怖證 323m
燃郷集合 1六 原子炉格納縮設 323m

2 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
(1)燃料取扱設備

燃料ピットクレーン 燃郷山根 確居 32 am

燃料取替クレーン 原子炉格納怖静 823m

(2)使用済燃料貯蔵設備

使用済燃料ピットラック 燃料取扱建屋 323m
使用済燃料ピット 燃料取扱建屋 32 am

使用済燃料ピット脱塩塔 描動 吾幸屋 240m
使用済燃料ピットフィルタ 描勘 確屋 290m
使用済燃料ピット浄化冷却設備配管 ‡由且れ騒肇屋

(3)燃料取替用水設備

キャナル 燃郷 m競 偉 E 323m
キャビティ 原子 lk口格納怖許 323m
燃料取替用水ボンプ 構且れ樺 屋 97m
燃料取替用水設備配管 屋 ,ト

3 原子炉冷却系施設
(¬ )一次冷却設備

蒸気発生器 原子炉格納施設 323m
1次冷却材ポンプ !頭平 lkF格納柿静 240m
加圧器 原子炉格納怖請 240m
加圧器ヒータ 原子 lkF格納怖許 240m
加圧器逃がし弁 原子炉格納怖譜 860m
加圧器安全弁 原子炉格納怖譜 360m
原子炉冷却設備配管 原子 lk口格納怖證

(2)主蒸気・主給水設備

主蒸気逃がし弁 117m
主蒸気安全弁 ギィーゼル偉呂 117m
主蒸気隔離弁 ギィーゼルる肇屋 117m
主給水系統配管 中 F日日偉居

主蒸気系統配管 中 F日日律 屋

(3)余熱除去設備

余熱除去クーラ 摘 勘偉 呂 97m
余熱除去ポンプ 補 助律屋 -16m

余熱除去設備配管 描 酌緯 呂

(4)非常用炉心冷却設備

燃料取替用水タンク 屋 外 174m
アキュムレータ 「頭平 炉

~格
納怖 _t 240m

格納容器サンプ 原子炉格納施設 64m
格納容器再循環サンプスクリーン 原子 l炉

~格
納怖譜 96m

安全注入設備配管 !薫子炉格納怖譜

表…2-1-2(1/4)設計基準対象施設の津波防護対象設備リスト

(1号炉及び2号炉)
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No 対象設備 内包する建屋 設置フロア

(5)化学体積制御設備

抽出水非再生クーラ 精勘律 屋 170m
封水クーラ 精勘確属 170m
れヽ出フk五十イターラ 原子 lk口格納怖譜 170m
充てん/高圧注入ポンプ 補助騒幸犀 170m
イ六繕イ特li御なンク 補山葛幸屋 240m
冷却材カチオン塔 補助偉犀 240m
冷去1材フィルタ 補助と華屋 290m
封フk,十 入フィルな 補助律犀 290m
封,kフィルイ

'
補助と華犀 290m

余垂‖抽 出 ,kウ ー ラ 補助律屋 240m
化学 T六稽制御設借西R管 原子炉格納縮設

(6)原子炉補機冷却水設備

1友系冷却 ,k´ケーラ 中 F日ヨ偉犀 40m
1次系冷却水ポンプ 中 F日ヨ律犀 11 lm

1友系冷去|,k,シク 捕勘陣犀 323m
1友系冷去レ騨 倍西F管 中 F日ヨと幸屋

れ,kポンプ 犀 外 30m
海太ストレーナ 犀 外 35m
司攻系海フ印 借配管 犀 外

(7)蒸気タービンの附属設備

な―ビシ垂洵補且れ給,kポシプ 中 F日日律犀 40m
雷重九描且れ給,kポシプ 中 F日日律犀 40m
補助給フk謡借哲R管 中 F日月1幸犀

侮,kイタンク 屋 外 52m
4 計装制御系統施設
(1)制御材

缶‖御 1基ウラスな 原子炉格納縮譜 323m

(2)制御棒駆動装置

制御棒駆動装置 原子炉格納柿譜 323m

(3)ほう酸注入機能を有する設備

!蛋ち酪ポンプ 補助律属 323m
ほう酸タンク 補助と幸屋 323m
!王ち酪フィプしな 船且

"律
屋 323m

!よう酪洋 入なシク 補助陣犀 170m

(4)計測装置

主盤 御I御礎幸屋 170m
ね缶中調燃 制御律屋 170m
核計基盤 制御偉屋 170m
原子炉審令倶誌系計器ラック難 浩II御陣犀 101m
原子炉安全保護 (ロ ジック)盤 制御律屋 101m
~士令倶謝系シーケシスキャどネット辮 mI御緯犀 101m
「頭子 lkロトlJップ謙断器解 中 P日日陣屋 240m
サタービシ動補且れ給フkポシプ↓E動辮 中 F日日偉犀 40m
加 F器 終借 r―な′介雷 4μ 補助諄犀 170m
中臭制御室非常用恨群辮 中 P日ヨ偉犀 40m
計器用中缶F縮構及が童ケ鰻器辮 中 F日日偉犀 40m

表-2-1-2(2/4)設計基準対象施設の津波防護対象設備リスト

(1号炉及び2号炉)
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No 対象設備 内包する建屋 設置フロア

(5)制御用空気設備

計器 用中気 F縮 糾 中間律犀 40m
計器 口中宜どめ 中 P日日と華屋 40m
計器 用中気自,優器 中閣偉屋 40m
計器用中気設借印管 中閣 &筆屋

5 放射性廃棄物の廃棄施設
(刊 )気体、液体又は固体廃棄物処理設備

ガス減衰タンク 描且れ番幸屋 240m
格納容器排気筒 屋ウト 840m
補助建屋排気筒 屋 外 840m
気体廃棄物処理設備配管 描勘 律屋

6.放射線管理施設
(¬ )放射線管理用計測装置

補助建屋排気筒ガスモニタ 補助建屋 170m
格納容器排気筒ガスモニタ 補助建屋 170m
1次系冷却水モニタ 中間建屋 11 lm

格納容器肉高レンジエリアモニタ(低レンジ) 原子炉格納施設 323m
格納容器肉高レンジエリアモニタ(高レンジ) 原子炉格納怖譜 323m

(2)換気設備

アニュラス循環排気ファン 中閣る幸屋 170m
制御建屋送気ファン 中間建屋 170m
制御建屋循環ファン 中間律 屋 170m
中央制御室非常用循環ファン 中 F日司緯 屋 170m
補助建屋よう素除去排気ファン 捕三角律居 323m
ディーゼル発電機室給気ファン ギイーゼル電華居 11 lm

アニュラス循環排気フィルタユニット 中間と幸犀 170m
中■御I御套耳,営用循臀フィルなユニット 中閣こ幸屠 170m
描勘確 屋止う素 除去フィルなユニット 中閣こ幸屋 11 lm

+αl缶静借ゲウト 中閣律犀

手う一 ュニット 中 F口q陣犀 11 lm

冷,kポシプ 中 F日ヨ陣膠 11 lm

冷,kサージなンク 描且角律犀 323m

7 原子炉格納施設
(¬ )原子炉格納容器

原子炉格納容器 原子炉格納怖設

アニュラス 原子炉格納怖證

灘器櫛し入□ 原子 k口格納怖設

常用エアロック 原子炉格納怖譜 240m
ゴ
=営
用エアロ ッヽク 原子炉格納怖證 323m

格納容器設備配管貫通部 原子炉格納怖譜

(2)圧力低減設備

内部スプレイクーラ 補助緯屋 97m
内部スプレイポンプ 補助偉犀 -16m

よう素除去薬品タンク 補助緯層 823m
格納容器圧力低減設備配管 補助こ幸犀

(3)圧力低減設備その他の安全設備

真空逃がし装置 原子炉格納怖譜 323m
原子炉格納施設設備配管 原子炉格納怖設

吉守:的m媒 黄 ,k幸再結合弊置 原子炉格納怖設

アニュラスシール 原子炉格納怖設 603m

表-2-1-2(3/4)設計基準対象施設の津波防護対象設備リスト

(1号炉及び2号炉)
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No 対象設備 内包する建屋 設置フロア

8その他発電用原子炉の附属施設
(1)非常用電源設備

a非常用発電装置
肉燃簿 閣 ディーゼル驚犀 40m
纂雷灘 ディーゼル1幸犀 40m
ギィーゼル峯西灘精終及び各種タンク ディーゼルと幸犀

始動用中宝だめ ディーゼル1幸屋 40m
燃却油目中油子う 犀 外 249m
ギィーゼル纂電機設備m管 ザィーゼル 1華屋

ディーゼル発電機盤

(手雷灘辮 tヽ己壼九解 雷ヽ圧調整辮 )
ディーゼル建屋 40m

ギィーゼル楽電機コントロールセンタ ギィーゼル1幸屋 40m
メタクラ 中間建屋 40m
パワーセンタ 中間建屋 40m
原子炉コントロールセンタ 補助建屋

薗動弁コントロー )レセンタ 補助建屋 170m
ソレノイド分雷解 制御建屋 170m
計器用雷源装置 制御建屋 101m
計器用分琶 4呂 t 制御建屋 101m
計器用後備菌源装置 制御建屋 101m
直流分霞幣 中間建屋

bその他の電源装置
直流雷源斃置解 (充電器 1喜 +ド ロッパ盤 ) 中間建屋 101m
蓄雷地 中間建屋 10J m

幣流器 中間建屋 101m

表-2-1-2(4/4)設計基準対象施設の津波防護対象設備リスト

(1号炉及び2号炉)
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表-2-1-3(1/3)設計基準対象施設の津波防護対象設備リスト

(3号炉及び4号炉)

機器名称 設置場所 設置フロア

1 К
ζ炉
'1

〔子 原子炉格納怖設 32.8m
日
肉 | Π 原子炉格納施設 32.8m
,I14印 原子炉格納施設 32.8m
iポ斗! 圭ヽ 32.8m

2 ―米半 の 〕R扱距設 i

1 氏

'

取

2,1

原子 炉補助建屋 32.8m
米 原子炉補助建屋 32.8m
米 ヒ冷却設備配管 原子炉補助建屋

3 取 程 肝 水

米斗〕 蚤デ]ラ 原子炉補日Jll幸犀 10_5m

琴斗】 √ ノく言隻イ府酉己 原子炉補助建屋

3. " l子炉
1 -2

ヌ ■ 篭上 32.8m

孔 ] 原子炉格納縮詮 32_8m

1 原平炉格納縮設 17.Om
原子炉格納流設 32.8m

: 32.8m
1

1 原子炉格納施設

示
Ｐ
Ｒ 原平炉格納縮設

澪モ主フ 原子炉格納怖設

2
ミ熱 〔′ 原子炉補 助建屋 -2.Om

ミ熱 ≧〉子ヨ 原子炉孝雨助建屋 4.Om
原平炉補助 &三犀

3 IF宇訂羽〕コfbン

米斗】 !月日!,, Cタンク 原子炉補助建屋 32.8m
i「¬=ィ 原子炉格納施設 24.5m
子等Vヽ冤 環サンラ 6.9m

:髯V!冤
1 ― ン 原子炉格納縮詮 10_lm

こ全 , 原平炉格納怖設

罰制御設備

コ 原子炉補 助建屋 105m
17.5m

十・,K) 170m
:」写ユ 原子炉格納施設

5

】〔子 中間建屋 4.Om

i子 Ⅲ去日,K済半日電尋 中間建屋 4.Om
原 平 中間建屋 32.8m
子 1却水設 酉己唱g 中間建屋

王フ〕くラミンプ 犀 外 3_5m

ス ト 犀 外 35m
豪,KI 中間建屋 -2.Om

I,KI ;トレンチ 屋 外 -2.Om

子 1却海水 イ肩酉己暫 中間建屋
6 蒸

南「 】i 中間建屋 -2.Om

ターヒ 回h帯総フKオ 中間建屋 -2.Om

″ンィ 屋 外 10.5m

助 フ 中間律犀
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表-2-1-3(2/3)設計基準対象施設の津波防護対象設備リスト

(3号炉及び4号炉)

機器名称 設置場所 設置フロア

4
1

ス 32.8m
2

32.8m
3 よ

| 10.5m

よ ン 10.5m

17.5m
4

17.5m

17.5m
ロ 17.5m
ン ス ト 17.5m

17.5m
10

1 10.5m
-2.Om

I 10.5m

T D -2.Om

5
-20m
-2.Om

5 の

1

84.Om

1

モIエレ 32.3m
2

10.5m

―
ユ ユ ニ 17.5m

一 ユ

ト

―
ユ レ ユ ニ 17.5m

―
ユ ス フ ン 17.5m

フ ′ ユ ニ 4.Om

37.5m
ユ 10.5m
フ ユ ニ 32.8m

40m
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機器名称 設置場所 設置フロア

7
1 ri

原 子 :納容器 原子炉イ:納 匠言豊

ヒ入口 原子炉 1 :将軒勺匡設 32.3m

原子炉 1 :納 巨設 24.5m

格納▼ :貫通部 原子炉 1 卜髯等角脆言壁

格納冒革撃:言涌配管 原子 l炉
~1
;髯等角 二言豊

2 カイ氏洸
格納η スブレイボンプ 原子炉和助 -2.Om

格納月 スブレイ冷却器 原子炉和助 4.Om

よう素 t去薬 品タンク 原 子 l炉和 勘 ≧犀 17.5m

3
'コ

イ虫所 の

真空主 しヾ柴署L 原子炉お:髯祥亀匝言豊 32.8m
原 子 ,納設備配管 原子炉オ:者部亀 二言隻

アニュラスシール 原子炉和助 里屋 60.2m
8
1 Jに 1 ]用〒

a

肉 燃 中間 |
4.Om

発 電 中間 |醒 4.Om

) 4.Om
燃料光 4.Om

〒油そう 3.5m

中間 |

中 間 !偏 4.Om
コ ロヽールセンタ 4.Om

メタクラ 中 贈 10.5m

′ ン 中間 |
10.5m

原 子 ン ロー ル 中間 |

10.5m

制御建屋直流分電盤 中間建屋
4.Om
-2.Om

源集署L 中 贈 建 唇 10.5m

)電盤 中間 |
10.5m

] 全備電源分電盤 中 間 邑 105m

ソレノイド分電盤 中間建屋

10.5m

4.Om
-2.Om

充電器盤+ドロッパ盤 中間建屋
4.Om
-2.Om

b

蓄電池 中間建屋
4.Om
-2.Om

の9
原 子 宮助建屋 原子炉和助 睡屋

表-2-1-3(3/3)設計基準対象施設の津波防護対象設備リスト

(3号炉及び4号炉)
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2.2敷地への浸水防止 (外郭防護 1)

(1)遡上波の地上部からの到達、流入の防止

【規制基準における要求事項等】

重要な安全機能を有する設備等を内包する建屋及び重要な安全機能を

有する屋外設備等は、基準津波による遡上波が到達 しない十分高い場所

に設置すること。

基準津波による遡上波が到達する高さにある場合には、防潮堤等の津

波防護施設、浸水防止設備を設置すること。

【検討方針】

設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建屋及び区画は、基

準津波による遡上波が到達しない十分高い場所に設置していることを確

認する。

また、基準津波による遡上波が到達する高さにある場合には、津波防

護施設、浸水防止設備の設置により遡上波が到達しないようにする。

具体的には、設計基準対象施設の津波防護対象設備 (津波防護施設、

浸水防止設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除く。)を内包する建

屋及び区画並びに屋外設備である海水ポンプ室、復水タンク、燃料油貯

油そうに対して、基準津波による遡上波が地上部から到達、流入しない

ことを確認する。

【検討結果】

(1)敷地への浸水の可能性のある経路 (遡上経路)の特定における敷地周
辺の遡上の状況、浸水域の分布等を踏まえ、以下を確認している、放

水口側の遡上高さは、大部分において、T.P.+5.5m以下 (浸水深 2.5m

以下)であり、一部においてはT,P.+6.5m程 度 (浸水深 3.5m程度)と な
つている。 (図-2-2-1～ 3)。

① 遡上波の地上部からの到達、流入の防止

津波の流入経路である取水口、放水口側には、津波防護施設である

取水路防潮ゲート、放水口側防潮堤、防潮扉、屋外排水路逆流防止設

備並びに 1号及び2号炉放水ピット止水板を設置することにより、重

要な安全機能を有する施設及び屋外設備に津波による遡上波は地上

部から到達、流入しない。

また、通常の潮汐とは異なる潮位変動を把握 した場合に、取水路防

潮ゲー トを開止するため、 1号炉海水ポンプ室、2号炉海水ポンプ室
及び 3,4号 炉海水ポンプ室に潮位計を設置する。
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具体的には、放水口側からの津波は、放水路奥入力津波高さ

T.P.+6.7mに 対し、放水口周辺の防潮堤及び防潮扉の高さは T.P.+8.Om

であること、並びに 1号及び 2号炉放水ピット止水板設計高さは

T.P.+8.Omで あるため、到達、流入しない。

なお、発電所を含む地域に大津波警報が発表された場合に敷地への

津波の流入防止のため、原則、循環水ポンプを停止 (プラント停止)

し、取水路防潮ゲー トを開止する手順に基づき、取水路防潮ゲー トは

地震発生から約 13分後に遠隔閉上し、地震発生から約 24分後に発電

所に襲来する津波に対する対応措置が実施できる。

万一、遠隔閉止操作に失敗した場合に備え、現地での閉止操作が可

能なよう、運転員が現地に移動し高台にて待機しておき、現地閉止す

る。

a.1号炉及び 2号炉
敷地 T.P.+3.5mに設置された重要な安全機能を有する設備を内包す

る建屋は、 1号及び 2号炉海水ポンプ室前面入力津波高さ T.P.+2.6m

よりも高く、地上部から到達、流入しない。

また、重要な安全機能を有する屋外設備である、海水ポンプ室は、

T.P.+3.5mに 設置されており、また、復水タンクは、T.P.+5.2m、 燃料

油貯油そうは、T.P.+24.9mに 設置されていることから、入力津波高さ

と比較 し、地上部からの到達、流入はない。 (表-2-1-1～ 2-2-3)。

これらの結果は、1.4(3)で述べた高潮ハザー ドと標準偏差を考慮 し

た朔望平均満潮位との差 0.49mを考慮しても裕度がある。

b.3号炉及び 4号炉
敷地 T.P.+3.5mに設置された重要な安全機能を有する設備を内包す

る建屋は、3,4号機循環水ポンプ室前面入力津波高さ T.P.+2.9mよ り

丁た、通軍の刷汐とは異なる潮位変動を手巴T屋 した場合に男只
'巴

への岸

波の流入防止のため、原則、循環水ポンプを停止 (プラント停止)し、

取水路防潮ゲー トを閉止する手順に基づき、取水路防潮ゲー トは潮位

計水位が判断基準に達してから約 6分後に遠隔閉止することから、津

波に対する対応措置が実施できる。

さらに、発電所構外において、敷地への遡上のおそれのある潮位を

観測し、その後、潮位計のうち 2台の観測潮位が 10分以内に 0.5m以

上下降すること、又は 10分以内に 0.5m以上上昇することを把握した

場合に敷地への津波の流入防止のため、原則、循環水ポンプを停止 (プ

ラント停止)し、取水路防潮ゲー トを閉止する手順に基づき、津波に

対して可能な限り早期に対応措置が実施できる。
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も高く、地上部から到達、流入しない。

また、重要な安全機能を有する屋外設備である、3,4号機海水ポン

プ室、燃料油貯油そうは、同じ地盤 T.P.+3.5mに 設置もしくは埋設さ

れており、また、復水タンクについても、T.P.+15.Omに 設置されてい

ることから、入力津波高さと比較し、地上部からの到達、流入はない。

(表-2-1-1～ 2-2-3)。

これらの結果は、1.4(3)で述べた高潮ハザー ドと標準偏差を考慮し

た朔望平均満潮位との差 0.49mを考慮しても裕度がある。

② 既存の地山斜面、盛土斜面等の活用

地山斜面、盛土斜画等の活用はしていない。
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表-2-2-1 地上部からの到達流入評価結果

(1号炉及び 2号炉 )

(3号炉及び 4号炉 )

状 況 入力津波水位 評価

設計基準対象施設の津波防護対象設備を内
包する建屋

TP+35m以 上の敷地に設置されている。
放水口側は高さTP+80mの 放水日tRl防潮堤
及び防潮扉並びに設計高さTP+80mの 1号及
び2号炉放水ピット止水板を設置する。

TP+26m
(1号炉海水ポンプ室前面)

到達・流入しない
TP■ 26m

(2号炉海水ポンプ室前面)

TP+67m
(放水路 (奥 ))

設計基準対象施設の津
波防護対象設備のうち

屋外設備

海水ポンプ室

TP+35m以 上の数地に設置されている。
放水口側は高さTP+80mの 放水日側防潮堤
及び防潮扉並びに設計高さTP+80mの 1号及
び2号炉放水ピット止水板を設置する。

TP+26m
(1号炉海水ポンプ室前面)

到達・流入しない

TP+26m
(2号炉海水ポンプ室前面)

TP+67m
(放水路 (奥 ))

復水タンク

TP+52m以 上の敷地に設置されている。
放水日側は高さTP+80mの 放水日側防潮堤
及び防潮扉並びに設計高さTP+80mの 1号及
び2号炉放水ピット止水板を設置する。

TP+26m
(1号炉海水ボンプ室前面)

TP+26m
(2号炉海水ボンプ室前面)

TP+67m
(放水路 (奥 ))

燃料油貯油そう

TP+249m以上の数地に設置されている。
放水口側は高さTP+80mの 放水日側防潮堤
及び防潮扉並びに設計高さTP+80mの 1号及
び2号炉放水ピット止水板を設置する。

TP■ 26m
(1号炉海水ポンプ室前面)

TP+26m
(2号炉海水ポンプ皇前画)

TP+67m
(放水路 (臭 ))

状 況 入力津波水位 評価

設計基準対象施設の津波防護対象設備を
内包する建屋

TP+35m以 上の敷地に設置されている。
h文水口側は高さ+80mの放水口側防潮堤
及び防潮扉並びに設計高さ+80mの 1号及
び2号機放水ピット止水板を設置する。

TP+29m
(3,4号機循環水ポンプ室前面)

到達・流入しない
TP+67m
(放水路奥)

設計基準対象施設の

津波防護対象設備の
うち屋外設備

海水ポンプ室

TP+35m以 上の敷地に設置されている。
依水口側は高さ+80mの放水口側防潮堤
及び防潮扉並びに設計高さ+80mの 1号及
び2号機放水ピット止水板を設置する。

TP+29m
(3,4号機循環水ポンプ室前面)

到達・流入しない

T P ttG 7m

(放水路奥)

燃料油貯油そう

TP+35m以 上の敷地に設置されている。
放水口側 側防潮堤

1号及
る。

TP+29m
(3,4号機循環水ポンプ室前面)

TP+67m
(放水路奥)

復水タンク

TP+35m以上の数地に設置されている。
放水日側は高さ+80mの放水日側防潮堤
及び防潮扉並びに設計高さ+80mの 1号及
び2号機放水ピット止水板を設置する。

TP+29m
(3,4号機循環水ボンプ室前面)

TP+67m
(放水路臭)
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【波源】
断層 :若狭海丘列付近断層(福井県)
海底地すべり:エリアB(Kinemauc)
地すべり開始時間t:78秒

【計算条件】
周辺陸域 :完全反射条件
計算潮位 :上昇側T.P.+0,49m

評価潮位 :上昇側T.P.+0.49m

取水路防潮ゲート:両系列 閉

2号炉海水ポンプ室
前面 T P 1110m

図-2-2-2 津波対策を踏まえた津波最高水位分布 (1)

3号及び4号炉放水口前面
TP+501m

1号及び2号炉放水口前面
TP+528m

放水路 (奥)TP+6 1lm

TP+121m
3,

1号炉海水ポンプ室
前面 TP+l η6m

取水口前面TP+449m
3,4号炉海水ボシプ室
TP+163m 取水路防潮ゲート

前面TP+545m
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【波源】

断層:FO―A～ FO― B～熊川断層

陸上地すべり:No 14(運動学的手法)

地すべり開始時間t:54秒

【計算条件】

周辺陸域 :完全反射条件

計算潮位 :上昇側TP+049m
評価潮位 !上昇側TP+049m
取水路防潮ゲート:両系列 開

0.S

最れ,X値くT,P.備 〉

1.0 1.G 2.0 2.5 3.0 0.6

3号 ,4号炉海水ポンプ室 TP+246m

1号及 TP+264m

放水路 (奥)TP+269m

2号炉海水ポンプ室前面 TP+213m

1号炉海水ポンプ室前面 TP+2 1lm

3号及び4号炉放水口前面 TP+247m

3号 ,4号炉循環水ポンプ室 TP■ 242田

卜前面TP+212m取

取水日前面 TP+207m

図-2-2-2 津波対策を踏まえた津波最高水位分布 (2)
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3号及び4号炉放水口前画
TP+504m

【波源】
断層 :若狭海丘列付近断層(福井県)
海底地すべり:エリアB(Kinemauc)
地すべり開始時間t:78秒

【計算条件】
周辺陸域 :完全反射条件
計算潮位 :上昇側T.P.+0.49m

評価潮位 :上昇側T,P`+0.49m

取水路防潮ゲート:両系列開

沈下量1.5m

沈下量25m

沈下量3.5m
沈下量2.Om  (

沈下量1

図-2-2-3 津波対策を踏まえた津波最高水位分布 (地盤変状考慮)

一̈
一・
　

一

一

3,4号炉海水ボンプ室
TP+163m

1号及び2号炉放水口前面TP+509m

防潮扉前面TP+642m

放水路(奥)TP+647m

2号炉海水ポンプ室前画
TP+109m3,4号炉循環水ポンプ室

TP+121m
1号炉海水ポンプ室前画
TP+1 1lm

取水口前画 TP+449m

取水路防潮ゲート
前画TP+545m
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a.津波防護施設の位置 日仕様

[取水路防潮ゲー ト]
日取水路側からの津波の流入防止を目的として、取水路を横断するよ

うに設置するもので、.鋼製のゲー ト扉体、ゲー ト落下機構、防潮壁

及び鉄筋コンクリー ト製の躯体等からなる構造物である。

[放水口側防潮堤]

・放水口側からの津波の流入防止を目的として、放水口側護岸沿い及

び放水路沿いに設置するもので、杭基礎形式の防潮堤部と防潮扉部、

地盤改良体および既設の放水ピットを活用した放水路奥部の防潮堤

部がある。
日杭基礎形式の防潮堤部には、上部工として鋼製の枠に鋼板を設置す

る。

[防潮扉]
al号及び2号炉放水路脇の西側の敷地からの津波の流入防止を目的
として、放水口側防潮堤と連結するよう、鋼管杭に支持された鉄筋

コンクリー ト製の基礎の上に、アルミユウム合金製の防潮堤を設置

する。

[屋外排水路逆流防止設備]
E放水口側護岸及び放水路に連接する屋外排水路からの津波の流入防

止を目的として設置するもので、ステンレス製のゲー ト構造物であ

る。

[1号及び2号炉放水ピット止水板]
・ 1号及び 2号炉放水ピットからの津波の流入防止を目的として、設

置するもので、鋼製の上水板からなる構造物である。

[潮位計 ]
日通常の潮汐とは異なる潮位変動を把握 した場合に取水路防潮ゲー ト

を開止することによる取水路側からの津波の流入防止を目的として

設置する。

日鉄筋コンクリー ト製の基礎の上に、潮位計及び架台を設置する。
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(2)取水路、放水路等の経路からの津波の流入防止

【規制基準における要求事項等】

取水路、放水路等の経路から、津波が流入する可能性について検討し

た上で、流入の可能性のある経路 (扉、開口部、貫通部等)を特定する
こと。

特定した経路に対して浸水対策を施すことにより津波の流入を防止す

ること。

【要求事項等への対応方針】

取水路、放水路等の経路から、津波が流入する可能性のある経路を検

討した上で、流入の可能性のある経路 (扉、開口部、貫通部等)を特定
する。

特定した経路に対して、浸水対策を施すことにより津波の流入を防止

する。

【検討結果】

① 敷地への海水流入の可能性のある経路 (流入経路)の特定

海域に連接する水路から敷地への津波の流入の可能性のある経路

としては、取水路として海水系口循環水系、放水路として海水系由循

環水系、屋外排水路が挙げられる (表-2-2-2)。

各経路に対する確認結果を次頁以降に示すが、津波防護対策や経路

と津波の高さの比較等から津設計基準対象施設の津波防護対象設備

を内包する建屋や区画及び海水ポンプ室に流入する経路はない。
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表-2-2-2 流入経路特定結果

流入経路

取水路

1号及び 2号炉
海水系

非常用海水路、海水ポンプ室、
海水管、海水管 トレンチ

循環水系 取水路、循環水ポンプ室、循環水管

3号及び4号炉
海水系

海水取水 トンネル、点検用 トンネル、
海水ポンプ室、海水管、海水管トレンチ、連絡水路

循環水系 取水路、循環水ポンプ室、循環水管

1号及び2号炉

その他配管

クリーシアップ排水管、復水処理建屋排水槽排水管

3号及び4号炉
タービンブローダウン排水管、クリーシアップ排水管、
タービンサンプ排水管

放水路

1号及び 2号炉
海水系 海水管

循環水系 循環水管、放水ピット、放水路

3号及び4号炉
海水系 海水管

循環水系 循環水管、放水ピット、放水管

屋外排水路 集水枡、屋外排水管

a.取水路からの流入経路について

取水系全体配置図を図-2-2-4に 示す。

取水路の各流入経路に対する評価を次頁以降に示す。

高浜湾

＼
内浦湾

＼ヽ 、ヽ ＼

図-2-2-4 取水系配置図

取水ロ

1号炉海水ポンプ室

1号及び2号炉放水路 1号炉循環水ポンプ室
1号及び2号炉放水ロ

3,4号 炉循環水ポンプ室

点検用

3号及び4号炉放水口

海ホ取水トンネル

3,4号炉海水取水連構水路 2号炉循環水ポンプ室

3,4号炉海水ポンプ室

|| |「 C/
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a-1.1,2号炉海水系

1,2号炉海水系は、取水口から取水路を経て海水ポンプ室へ引き

込む経路①と、取水口から非常用海水路を経て海水ポンプ室へ引き

込む経路②の2つの経路がある。

経路①については、3.1で述べた取水路防潮ゲートを取水路に設

置し、取水路防潮ゲート前面入力津波高さT.P.+6.2mに対し、高さ

T.P.+8.5mの 取水路防潮ゲートにより津波の敷地人の浸入を防止

する。 (図-2-2-5～ 7)

また経路②については、非常用海水路が取水口から海水ポンプ室

前面まで埋設されており、敷地側へは流入しない。 (図 -2-2-8)

1号及び2号炉海水ポンプ室前面入力津波高さがT.P.+2.6mに対

し、敷地高さは T.P.+3.5mで あるためこの経路から敷地には流入し

ない。(図-2-2-9～ 13)

なお、海水ポンプ設置床面高さは T.P.+3.Omで あり、外郭防護の

裕度評価で参照するキ0.49mを 考慮 した場合は津波高さが

T.P.+3.lmと なることから、海水ポンプエリア床面並びに循環水ポ

ンプ室床面に浸水防止設備として海水ポンプ室浸水防止蓋及び循

環水ポンプ室浸水防止蓋を設置する。 (図 -2-3-5,6)

1号炉はポンプ室を出た後、海水管にてディーゼル建屋に連接さ

れており、この経路からの敷地への流入はない。

2号炉はポンプ室を出た後、海水管にてタービン建屋地下部を経

て中間建屋に連接されており、この経路からの敷地への流出はない。
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図-2-2-5 1,2号 炉海水取水系配置図

非常用取水路

取水路

1号炉海水ポンプ室

取水路防潮ゲート

2号炉海水ポンプ室

Ш
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P+26m

+26m

取水路防潮ゲート

取水路部

1号炉ボンプ室             取水路部

図-2-2-8 非常用海水路断面図

迎

<

0 30

TP+35m―

TP-71m―

T

ヽr

＼

a

〔: F
―

, !К
口
!I !I!la IYWW 「測 I口い

l 日 EЛ UU旧 I I V al口   | lr▼
! ロ

暉  :' !| lΥ

号

-112m

非常用海水路
2号炉非常

用海水路
分岐点

1号炉非常用

海水路分岐点

取水路部

窃慧三二廟詞 丹llψ魚1-90



ゝ
内浦湾

●＼

＼

｀

茶 、

ャノ

ヽ 
フ́

′

ケ手

/ヽ

|ノ
● 、―

,｀ i

ヽ′

ヽ′

′

′

ヽ

′

′

・ 一．

図-2-2-9 1号及び 2号炉海水ポンプ室他 配置図

一点鎖線の範囲は機密に係る事項ですので、公開することはできません。 l

第二編 別添 191



中間建屋

管トレンチ

海水管トレンチヘ

循環水ポンプ室

図-2-2-10 1号炉海水管平面図

海水ポンプ室

海水ストレーナ 海水ポンプ

B

T!『1+3.50m

海水ストレーナ

海水ポンプ

R+3日Om

T.P.+4.55m

T.P

海水管トレンチ

1号炉海水ポンプ室前面入力津波高さT.P.+2.6m

A―A断面
中間建屋

B― B断面    海水管トレンチ
図-2-2-11 1号炉海水管断面図
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a-2.1,2号炉循環水系

1,2号炉循環水系は、1,2号炉海水系経路①と同様、取水口から

取水路を経由し、循環水ポンプにて取水後、循環水管にてタービン

建屋内設備に送水している。

循環水管はポンプ室側壁 (側壁高さT.P.+3.5m)を通り、直接地

中に埋設される構造となつており、この経路からの敷地への津波の

流入はない。 (図 -2-2-14～ 21)
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図-2-2-14 1,2号炉海水取水系配置図
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■R+3.30rn

1号機 循環水管

図-2-2-16 1号機循環水管埋設部 断面図①

図-2-2-17 1号機循環水管埋設部 断面図②

T,P.+2.36m(10.1分)+0。 15=2.51→ T,P.+2.6m
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図-2-2-18 1号炉海水ポンプ室 津波波形
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二R+3.20m

2号機 循環水管

図-2-2-19 2号機循環水管埋設部 断面図③

2号機 循環水管

図-2-2-20 2号機循環水管埋設部 断面図④

T.P.+2.39m(10.2分)+O。 15=2.54→ T.P.+2.6m
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図-2-2-21 2号炉海水ポンプ室 津波波形
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a-3.3,4号炉海水系
3,4号炉海水系は、2.2(2)a-1.1,2号炉海水系経路と同じく、取

水口から取水路を経て海水ポンプ室へ引き込む経路①+④と、取水
口から海水取水 トンネルを経て海水ポンプ室へ引き込む経路③の

2つの経路がある。

③の経路は海水ポンプにて取水後、海水管トレンチを経てディー

ゼル建屋に連接していることから、この経路から敷地への津波の流

入はない。 (図 -2-2-22)

経路③のうち海水取水トンネルには点検トンネルがあるが、取水

口前面津波高さT.P.+4.7mに 対して、点検口入口部の高さは

T.P.+12.lmで あり、この経路からの津波流入はない。 (図
-2-2-23,24)

経路④については、海水取水連絡水路があるが、海水取水連絡水

路も埋設されており、敷地側には流入しない。 (図 -2-2-25,26)

なお、3,4号炉海水ポンプエリア床面には貫通部があり、3,4号炉

海水ポンプ室前面の入力津波高さT.P.+2.9mに対し、海水ポンプ設

置床面高さがT.P.+1.55mで あることから、海水ポンプエリア床面に

浸水防止設備として海水ポンプ室浸水防止蓋を設置する。 (図
-2-2-27,28)
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図-2-2-22 3,4号 炉海水取水系配置図
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取水口

票

点検用トンネル

海水取水トンネル
3,4号炉海水ポンプ室

麓

3,4号炉海水ボンプ室前面

海水取水 トンネル配置図

建
屋

TP‐28m

TP‐53m

取水口部

海水管トレンテ部

T P121m

海水取水トンネル部

海水取水 トンネル断面図

点検トンネル部

点検用 トンネル断面図

図-2-2-23 海水取水 トンネル配置図及び断面図

点検用トンネル

内空径1)26m
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図-2-2-26 3,4号 炉循環水ポンプ室 津波波形
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l 海水ポンプ
浸水防止蓋   浸水防止蓋

<―一 ――→
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1 55m

A― A断面図

逆止弁設置

海水ポンプエリア

海水ポンプ室

図-2-2-27 3,4号 炉海水ポンプ室浸水対策箇所

T.P.+2.68m+0.15m=T.P,+2.831n→ T,P.+2.9m
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図-2-2-28 3,4号 炉海水ポンプ室 津波波形
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a-4.3,4号炉循環水系

取水路の内、3,4号炉循環水系は2.2(2)a-3.3,4号炉海水系経路

①と同じく、取水口から取水路を経て循環水ポンプにて取水後、循

環水管にてタービン建屋内設備に送水している。

取水路防潮ゲー ト前面入力津波高さT.P.+6.2mに 対し、高さ

T.P.+8.5mの 取水路防潮ゲー トにより津波の敷地への浸入を防止す

る。

3,4号炉循環水ポンプ室の入力津波高さがT.P.+2.9mで あるのに

対し、取水路の高さはT.P.+3.5m～ T.P.+4.Omで あり、敷地側には流

入しない。 (図-2-2-29,30)

また、3,4号炉循環水ポンプ室とタービン建屋間の循環水管は、

直接地中に埋設 (図 -2-2-31～ 35)されタービン建屋に連接されて

おり、この経路からの敷地への津波の流入はない。
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図-2-2-29 3,4号炉海水取水系配置図
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取水路部

取水路防潮ゲート

取水路部

20m

取水路部

P+62m

TP+40m~~~TP+20m

TP‐104m
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TP‐71m―

取水路部   1号炉ボンプ室
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TP-101m

3,4号炉循環水
ポンプ室

図-2-2-30 取水口から 3,4号炉循環水ポンプ室断面図

非常用海水路
1号炉非常用
海水路分岐点

2号炉非常
用海水路
分岐点
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図-2-2-31 3,4号 炉海水 日循環水ポンプ室 配置図

一点鎖線の範囲は機密に係る事項ですので、公開することはできません。
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3,4号炉循環水ポンプ室前面

入力津波高さT.P.+29m

図-2-2-32 3,4号炉循環水ポンプ室断面図

H
)

第 二二編  男ll添 1-105



（こ

ｕ

＜

５

　

４

　

３

　

２

　

１

　

０

　

１

　

２

　

３

　

４

一
　

　

一
　

　

一
　

　

一

T.P.+454m(52.9分 )+015=469→ T,P,+4.7m

(

h

A      n

a d | aa ml
1

h W ゴ
1

ｌ

ｌ

Ｌ W

I V
▼ |

!

I

I W

30

E

迎

※

e20

J10
<
00

-1.0

9,0

80
70
60
50
40
30
20
iO
00
-10
-20
-30
-40

180

0

60         90         120        150

時 間 (min)

図-2-2-33 取水口前面津波波形

.P.+6.03m(62.6分)+015=6.18→ T.P.+6.2m
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図-2-2-34 取水路防潮ゲー ト前面津波波形
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a-5.1,2号炉その他排水管

1,2号炉その他の排水系はクリーンアップ排水管及び復水処理

建屋排水槽排水管があり、クリーンアップ排水管出口は1号炉海水

ポンプ室前面付近に、復水処理建屋排水槽排水管は、2号炉海水ポ

ンプ室前面と3,4号循環水ポンプ室の中間の取水路上に設置され

ている。クリーンアップ〕F水管はT.P.+3.3m、 復水処理建屋排水槽

排水管についてはT.P.+4.9mに 設置されており、津波による1号及

び2号炉海水ポンプ室水位T.P.+2.6m及 び3,4号炉循環水ポンプ室

水位T.P.+2.9mよ りも高い位置にあることから、この経路からの津

波の侵入はない (図-2-2-36～ 40)。

―
クリーンアップ排水管

T.P.+3.5m

A

与co Sco

濶   生

タービン建屋

R +3.5m

図-2〒2-36 1号炉海水ポンプ室付近排水管経路図

屋

生号炉
循環水
ポンプ室

生号炉
海水

クリーンアップ排水管

A‐A断面   クリーンアップ排水管

入力津波 TR+26m

03m

取水路 取水路
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図-2-2-37 1号 炉海水ポンプ室 津波波形

T,P,3.5m
敷地高さ
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―
復水処理建屋排水槽排水管

T.P.+3.5m

○
・

図-2-2-38 復水処理建屋排水槽排水管経路図

復水処理建屋排水槽排水管

¬

ク
ア
、

〕

「

3,4号炉循環水ポンプ室

生号炉海水ポンプ室

2号炉海水ポンプ室

入力津波 IR+29m

復水処理建屋排水槽排水管

145m

取水路 取水路
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T,P,+2.74m(11.0分)+0.15=2.89→ T.P.+2.9m
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図-2-2-40 3,4号炉循環水ポンプ室 津波波形
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a-6.3,4号炉その他排水管

その他の排水系は (タ ー ビンブローダウン排水管、クリーンア

ップ排水管、ター ビンサンプ排水管)があり、ター ビン建屋から
3,4号炉循環水ポンプ室付近までの間、直接地中に埋設されている。

これらの配管については、T.P.+3.8mに設置されており、津波によ

る3,4号炉循環水ポンプ室水位T.P.+2.9mよ りも高い位置にあるこ

とから、この経路からの津波の侵入はない (図 -2-2-41,42)。

A―A断面 ター
クリ

+35m

03m

55煎

―

入力津波 TP+29m

図-2-2-41 3,4号炉循環水ポンプ室付近排水管経路図

Ｉ
Ａ

１

１

一
一

A

タービン建屋

IIIさ I≧==

｛
一

浸水防護重点化範囲
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以上の評価結果を表-2-2-3に 示す。津波により取水路からの流入

はないことを確認 した。これらの結果は、1.4(3)で述べた高潮ハザー

ドと標準偏差を考慮 した朔望平均満潮位との差 0.49mを考慮しても

裕度がある。

表-2-2-3 取水路から敷地への流入評価結果

入力津波高さ 許容津波高さ 裕度

取水路

1号炉

海水系 海水ポンプ室 T P +2 6m T P +3 5m 0 9m

循環水系 循環水ポンプ室 TP+26m T P +3 5m 0 9m

2号炉

海水系 海水ボンプ室 T P +2 6m T P +3 5m 0 9m

循環水系 循環水ポンプ室 T P +2 6m T P +3 5m 0 9m

3号及び4号炉

海水系

点検用 トンネル T P +4 7m TP+121m 7 4m

海水ポンプ室 T P +2 9m T P +3 5m 0 6m

循環水系

取水路防潮ゲー ト前画 T P +6 2m T P +8 5m 2 3m

循環水ボンプ室 T P +2 9m T P +3 5m 0 6m

1号及び2号炉
その他の配管

(ク リーンアップ排水管等 )
T P +2 9m T P +3 5m 0 6m

3号及び4号炉
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b.放水路からの流入経路について
1号及び 2号炉放水路は、タービン建屋から循環水管を経て、放水

ピッ トに集約された後、放水される。また、海水管は循環水管に接続

される。

1号及び 2号炉放水口前面の入力津波高さが T.P.+6.2m及 び防潮扉

前面の入力津波高 さが T.P.+6.6mで あるのに対 し、敷地高 さは

T.P.+3.5mで あるが、放水口側防潮堤及び防潮扉により、津波の敷地

への流入を防止する。

放水路 (奥)の入力津波高さが T.P.+6.7mで あるのに対し、放水口

側防潮堤天端高さは T.P.+8.Omで あるため、津波が流入することはな

い 。

また、1号及び 2号炉放水ピットには止水板を設置 していること、

及び海水管は、中間建屋からタービン建屋地下を経て循環水管に接続

され、循環水管が、ター ビン建屋から放水ピッ トまで地中埋設されて

いることか ら、この経路か らの敷地への津波の流入はない。 (図

-2-2-43-49)

なお、地震による循環水管破断時のタービン建屋への津波流入につ

いては、「2.4.重要な安全機能を有する施設の隔離 (内郭防護 )」 で

評価 している。

TP+35m

防潮扉
TP+80m TP+80m

4号及び2号炉
放水路

図…2-2-43 1号及び 2号炉 放水路断面図

防潮堤
TP手80m

TP+60m

1号及び2号炉
放水ピット

P+65m

1号及び2号機
循環水管

1号及び2号炉放水口 放水口堰

1号及び2号炉放水日前面
入力津波高さTP+62m

放水扉前面
入力津波高さTP+66m

放水路 (奥 )
入力津波高さTP+67m
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図-2-2-44 1号及び2号炉 放水口前面津波波形
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RC防潮壁

防潮扉収まり部
防潮扉前入力津波
T.P,+6.6m 通路部

津
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図-2-2-46 防潮扉断面図
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T,P,キ 8.Om

放水口側防潮堤

放水路(奥)

0 30

T.P.+60m

1号及び2号炉放

TP+65m

敷地レベル
TPガ

T.P.+6

図-2-2-48 1号及び2号炉 放水ピット断面図

T.P.+6.47m(59.9分)+0.15=6.62→ T.P.+6.7m
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図-2-2-49 放水路 (奥)津波波形
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3号及び 4号炉放水路は、タービン建屋から循環水管を経て、放水

ピットに集約された後、放水管にて放水される。また、海水管は循環

水管に接続される。

3号及び 4号炉放水口水位がT.P.+6.Omで あるのに対し、3号及び 4

号炉放水ピット側壁の高さはT.P.+6.Omで ある、地盤の変状、高潮の

影響を考慮すると津波は遡上するが、放水口側防潮堤で津波の流入を

防止する。3号及び 4号炉放水ピットの入力津波水位については、循

環水ポンプ稼動分 (0.8m)を考慮している。

また、海水管は、ディーゼル建屋から海水管トレンチを経て循環水

管に接続され、循環水管は、タービン建屋から放水ピットにかけて地

中埋設されており、放水ピット側壁貫通部はコンクリー ト巻立てとな

つていることから、この経路からの敷地への津波の流入はない。 (図

-2-2-50-53)

なお、地震による循環水管破断時のタービン建屋への津波流入につ

いては、「2.4.重要な安全機能を有する施設の隔離 (内郭防護)」 で

評価している。

内浦湾

1号及び2号炉
放水ロ

3号及び4号炉
放水口

∩

図-2-2-50 放水路系配置図

循環水管

海水管

津波防護施設

放水ピット

防潮扉

放水口側防潮堤

1号及び2号炉放水ピット

lEEEにl甲可

3号及び4号炉放水ピット
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循環水管

A

放水口側防潮堤

放水口

海水管

TP+80m

循環水管

――   T

放水管

TP+60m

放水ピット

T P50m

3号及び4号炉放水日前面入力津波高さ

(循環水ポンプ稼動分考慮 )

T +60m

循環水管

TP60m

放水管

TP‐ 110m

海水管

図-2-2-51 3号及び 4号炉 放水路系配置図

図-2-2-52 3号及び 4号炉 放水路断面図

放水ピット

3号及び4号炉放水日前面
入 力 P+60m

3号及び4号炉放水日前面入力津波高さ
(循環水ポンプ稼動分考慮)
TP+68m
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図-2-2-53 3号及び 4号炉 放水口前面津波波形

以上の評価結果を表-2-2-4に示す。

津波により、放水路から敷地への流入がないことを確認した。こ

れらの結果は、1.4(3)で述べた高潮ハザードと標準偏差を考慮した

朔望平均満潮位との差0.49mを考慮しても裕度がある。

表-2-2-4 放水路から敷地への流入評価結果
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入力津波高さ 許容津波高さ 裕度

放水路

1号及び2号炉 放水路

放水口付近 T P +6 2m T P +8 0m 1 8m

防潮扉前 T P +6 6m T P +8 0m 1 4m

放水路 (奥 ) T P +6 7m T P +8 0m 1 3m

放水 ピット T P +6 7m T P +8 0m* 1 3m

1号及び2号炉 放水回付近 T P +6 0m T P +8 0m 2 0m
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c.屋外排水路からの流入について

重要な安全機能を有する設備を内包する建屋及び海水ポンプ設置

エリア周辺の敷地につながる屋外排水路 (図-2-2-54)は 、敷地内の

雨水排水を集めて、構内の雨水等を海域まで自然流下させる構造と

なつており、1,2号炉周辺への影響の観点から、取水路に連接される

系統、1号及び2号炉放水路に連接される系統及び放水口側護岸から

直接海に連接される系統の3つの系統がある。

取水路に連接される系統は、入力津波高さが 1号及び2号炉海水

ポンプ室前でT.P.+2.6mで あることに対し、第一集水枡天端高さが

T.P.+3.5m以 上と高いことから、この経路からの敷地への津波の流入

はない。

また、1号及び2号炉放水路に連接される系統は、入力津波高さが

放水路 (奥)で T.P.+6.7mで あることに対し、設計津波高さ8.Omの逆

流防止対策により、この経路からの敷地への津波の流入はない。

放水口側護岸から直接海に連接される系統は、入力津波高さが1号

及び2号炉放水口付近でT.P.+6.2mで あることに対し、第一集水枡天

端高さが設計津波高さ8.Omの逆流防止対策により、この経路からの

敷地への津波の流入はない。

以上の評価結果を表-2-2-5に示す。津波により屋外排水路からの

流入はないことを確認した。これらの結果は、1.4(3)で述べた高潮

ハザー ドと標準偏差を考慮した朔望平均満潮位との差0,49mを考慮

しても裕度がある。
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表-2-2-5 屋外排水路からの流入評価結果

※ 1:放水路沿い、放水口護岸沿いの許容津波高さについては、屋外排水路
逆流防止設備の設計津波高さを示す。

エリア 海域へ違接する標高 径 状況 入力津波高さ 許容津波高さ 裕度

屋外排水路

取水路沿い

(防潮堤より下流側 )

(1)TP,015m φ300 集水枡天端高さ TP+40m

TP+26m
(1号炉海水ボンプ

室前面 )

TP+26m
(2号炉海水ポンプ

室前面 )

TP+40m 14m

(2)TP+015m φ300 集水枡天端高さ TP+40m TP+40m 14m

(3)TP+015m φ300 集水枡天端高さ TP+40m TP+40m 14m

(4)TP約 +06m 約 φ600 集水枡天端高さ TP+35m TP+35m 09m

(5)TP+220m φ200 集水枡天端高さ TP+35m TP+35m 09m

(6)TP+065m φ500 集水枡天端高さ TP+495m TP■ 495m 235m

(7)TP+070m φ400 集水枡天端高さ TP+365m TP+365m 105m

(3)TP+190m U型 ,統 1,350、 幅 1,000 集水枡天端高さ TP+365m TP+365m 105m

放水路沿い※ 1 (9)TP+080m φl.200
集水枡天端高さ TP+35m
(逆流防止設備設置)

TP+67m
(放水路(奥 ))

TP+80m 13m

(10)TP約 +05m 約φ600
集水枡天端高さ TP■35m
(逆流防止設備設置)

TP+30m 13m

(11)TP+030m U型 .縦2.500、 幅2,300
集水枡天端高さ TP+36m
(逆流防止設備設置)

TP+80m 13m

(12)TP+200m φ700
集水枡天端高さ TP+35m
(逆流防止設備設置 )

TP,80m 13m

放水口護岸沿い※ 1 (13)TP+015m φl,000
集水枡天端高さ TP+565m
(逆流防止設備設置 )

TP+62m
(放水日前面 )

TP+80m 18m
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以上より、各経路に対する評価結果を表-2-2-6に示す。津波により

敷地には流入しない。これらの結果は、1.4(3)で述べた高潮ハザー ド

と標準偏差を考慮した朔望平均満潮位との差0.49mを考慮しても裕度

がある。

なお、上記の内容については、既提出資料から変更がないため、既

提出資料のうち「2.2敷地への浸水防止 (外郭防護 1)」 に同じ。

表-2-2-6 各経路からの流入評価結果

入力津波高さ 許容津波高さ 裕 度

取水路

1号炉

海水系 海水ポンプ室 T P ■2 6m T P +3 5m 0 9m

循環水系 循環水ボンプ室 T P +2 6m TP+35■ 0 9m

2号炉

海水系 海水ポンプ室 T P +2 6m T P +3 5m 0 9m

循環水系 循環水ポンプ室 T P +2 6m T P +3 5m 09m

3号及び4号炉

海水系

点検用 トンネル T P +4 7m TP+121m 7 4m

海水ポンプ室 T P +2 9m T P +3 5m 06m

循環水系

取水路防潮ゲー ト前面 T P +6 2m T P +8 5m 2 3m

循環水ポンプ室 T P 42 9m T P +3 5m 06m

1号及び 2号炉
その他の配管

(ク リーンアップ排水管等)
T P +2 9m T P +3 5m 06m

3号及び 4号炉

放水路

1号及び 2号炉 放水路

放水日付近 T P +6 2m T P +8 0m 1 8m

防潮扉前 T P +6 6m T P +8 0m 1 4m

放水路 (奥 ) T P +6 7m T P キ8 0m 1 3m

放水 ピット T P +6 7m T P +8 0mイ 1 3m

3号及び 4号炉 放水日付近 T P +6 0m T P +8 0m 2 0m

屋外排水路

取水路に連接される系統
T P +2 9m

(3,4号炉循環水ポンプ室)
T P +3 5m 06m

1号及び2号炉放水路に連接され
る系統

T P +6 7m T P +8 0m* 1 3m

放水口側護岸から直接海に連接さ
れる系統

T P +6 2m

(放水口前面)
T P +8 0m* 1 8m
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2.3.漏水による重要な安全機能への影響防止 (外郭防護 2)

(1)漏水対策

【規制基準における要求事項等】

取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して、取水・放水施設や地下

部等における漏水の可能性を検討すること。

漏水が継続することによる浸水の範囲を想定 (以下「浸水想定範囲」と

いう。)すること。

浸水想定範囲の境界において浸水の可能性のある経路、浸水口 (扉、

開口部、貫通口等)を特定すること。
特定した経路、浸水口に対して浸水対策を施すことにより浸水範囲を

限定すること。

【検討方針】

取水 B放水設備の構造上の特徴等を考慮して、取水 薔放水施設や地下

部等における漏水の可能性を検討する。

漏水が継続する場合は、浸水想定範囲を明確にし、浸水想定範囲の境

界において浸水の可能性のある経路、浸水口 (扉、開口部、貫通口等)

を特定する。

また、浸水想定範囲がある場合は、浸水の可能性のある経路、浸水口

に対して浸水対策を施すことにより浸水範囲を限定する。
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【検討結果】

① l号炉及び2号炉

漏水の可能性の検討として、海水取水設備については海水ポンプ周

辺地盤及び前面壁の高さがT.P.+3.5mで あり、津波は地上部から到達、

流入はしない。1号及び2号炉海水ポンプの据付エリアの床面高さは

T.P.+3.Omであり、 1号及び2号炉海水ポンプ室前の入力津波高さは

T.P.+2.6mであるが、保守的に高潮との重畳を考慮した場合、海水ポ

ンプエリア開口部が津波の浸水経路となる可能性がある。また、海水

ポンプ室に隣接する循環水ポンプ室は、1号炉循環水ポンプの据付エ

リアの床面高さがT.P.+0.6m、 2号炉循環水ポンプの据付エリアの床

面高さがT.P.+0.5mで あり、基準津波が流入する可能性があるため、

これらの範囲を漏水が継続することによる浸水の範囲 (以下「浸水想

定範囲」)と して想定する。

浸水想定範囲への浸水の可能性のある経路として、海水ポンプエリ

ア及び循環水ポンプ室床面に貫通箇所が存在するため、浸水防止設備

として海水ポンプ室浸水防止蓋及び循環水ポンプ室浸水防止蓋を設

置する。(図 -2-3-1～ 6、 表-2-3-1)

また、海水ポンプのグランド部高さはT.P.+3.9mで あり、一方、循

環水ポンプのグランド部高さは1号炉についてはT.P.+4.9m、 2号炉に

ついてはT.P,+4.8mで あり、海水ポンプ室前面の津波高さT.P.+2.6mよ

り高い位置にあることから、浸水の可能性がある経路とはならない。

(E団
…2-3-7,8)

浸水防止設備の仕様については、ステンレス製の蓋であり、蓋と床

面の間にゴム板を挿入、蓋と床面はボル トにて締め付け固定すること

で漏水を防止する。
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敗地高さ

L

IT.P.+3.Om

A―A断面図

『

□ :海水ポンプ室浸水防止蓋

■ :循環水ポンプ室浸水防止蓋
■ :海水ポンプエリア

ロ :海水ポンプ室

口 :循環水ポンプ室

田 :海水ポンプ室浸水防止蓋

■ :循環水ポンプ室浸水防止蓋

■ :海水ポンプエリア

■ :海水ポンプ室

巨 :循環水ポンプ室

図=2-3-5 1号炉海水ポンプ室周辺
エリア浸水対策箇所

福環水ボンプ

IT.P.+3.Om

A―A断面図

敷地高さ

L 』

図-2-3-6 2号炉海水ポンプ室周辺エリア浸水対策箇所

表-2-3-1 海水ポンプ室周辺エリア浸水対策箇所

名称

ユニツト

1号 2号

海水ポンプ室浸水防止蓋 14 15

循環水ポンプ室浸水防止蓋 5 2

合計 19 17

一点鎖線の範囲は機密に係る事項ですので、公開することはできません。 日

海水ボン残
凝水防止壼

循環水ポ`ンプ室
漫水防止蓋

海水ポンプ塞
浸水防止壼

循環水ポンプ窒
漫水防止壼
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② 3号炉及び4号炉

漏水の可能性の検討として、海水取水設備については海水ポンプ周

辺地盤及び前面壁の高さがT.P.+3.5mで あり、津波は地上部から到達、

流入しないが、海水ポンプの据付エリアの床面高さは、T.P.+1.55mで

あり、3,4号炉海水ポンプ室の入力津波高さT.P.+2.9mである。海水ポ

ンプ室については、基準津波が取水路から流入する可能性があるため、

漏水が継続することによる浸水の範囲 (以下「浸水想定範囲」)と し

て想定する。

浸水想定範囲への浸水の可能性のある経路として、海水ポンプエリ

アの床面に貫通部が存在するため、浸水防止設備として海水ポンプ室

床面に浸水防止蓋を設置する。(図 -2-3-9～ 12,表-2-3-2)

また、海水ポンプのグランドドレンは逆止弁を設置する浸水防止蓋を

通じて排水されるため、浸水の可能性がある経路とはならないが、安全

機能の影響確認として、保守的に逆止弁の許容漏洩量があつた場合の浸

水量を評価する (図 -2-3-13)。

仰

海水取水

れ

図-2-3-9 3,4号 炉海水取水設備 (平面図)
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表-2-3-2 3,4号 炉海水ポンプ室漏水対策リス ト

名称 数量

マンホール 14

水位検出器用蓋 14

電気防食電極ボックス用蓋 30

塵芥排出トラフ用蓋 6

角落とし用蓋 13

機器搬入用蓋 3

合計 80
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(2)安全機能への影響確認
【規制基準における要求事項等】

浸水想定範囲の周辺に重要な安全機能を有する設備等がある場合は、防

水区画化すること。

必要に応じて防水区画内への浸水量評価を実施し、安全機能への影響が

ないことを確認すること。

【検討方針】

浸水想定範囲が存在する場合、その周辺に重要な安全機能を有する設

備等がある場合は、防水区画化する。必要に応じて防水区画内への浸水

量評価を実施し、安全機能への影響がないことを確認する。

【検討結果】

① l号炉及び2号炉

a.機能喪失高さの設定

浸水想定範囲である循環水ポンプ室の周辺には、重要な安全機能

を有する屋外設備である海水ポンプが設置されているため、海水ポ

ンプ室を防水区画化する。

海水ポンプの安全機能に対しては、モータ本体、電源ケーブル、

現場操作箱及び電源からの影響が考えられる。

電源ケーブルは端子台高さがモータ下端より約 0.24m高 く、また

現場操作箱下端高さは、1号炉が T.P.+5.32m、 2号炉が T.P.+5.18m

であるため、機能を維持できる水位としては、モータ下端高さ

T.P.+4.67mと なる。さらに、電源については常用電源回路と分離し

ており、地絡影響は回避できる系統となつている (図-2-3-14,表

-2-3-3)。

なお、海水ポンプモータについては、予備品 (1,2号炉で 2台 )

を確保しており、津波の影響を受けない T.P.+10.Omに保管してい

る。
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メタクラ(電源)

給電

端子台

操作箱下端

TP+532m(1号 機 )
TP+518m(2号 機 )

図-2-3-14 海水ポンプ関連設備の位置関係

表-2-3-3 海水ポンプの安全機能影響評価結果

早
保護回路 保謹回路

海水ポンプ
モータ

遮断器 遮断器 遮断器

確認項目 結 果 機能維持水位

モータ

本体

浸水

影響

モータ下端高さ T.P.+4.67m

T.P,+4.67m

電源

ケーブル

端子台位置はモータ下端より約 0.24m

上部、ケーブルは中間接続なしで中間

建屋まで布設

現場

操作箱

操作箱下端 T.P.+5.32m(1号炉)、
T.P,+5.18m(2号 l炉

~)

電源
地絡

影響

常用系電源回路は安全系 (海水ポンプ

モータ)と分離
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② 3号炉及び4号炉

a.機能喪失高さの設定

浸水想定範囲である海水ポンプエリアには、重要な安全機能を有

する屋外設備である海水ポンプが設置されているため、当該エリア

を防水区画化する。

海水ポンプの安全機能に対しては、モータ本体、電源ケーブル、

現場操作箱及び電源からの影響が考えられる。

電源ケーブルは端子台高さがモータ下端より約 lm高 く、また現

場操作箱は、下端高さが 3号炉及び 4号炉 T.P.+4.7mであるため、

機能を維持できる水位としては、モータ下端高さ T.P.+3.85mと な

る。さらに、電源については常用電源回路と分離しており、地絡影

響は回避できる系統となつている (図-2-3-15,表-2-3-4)。

なお、海水ポンプモータについては、予備品 (3,4号炉で 2台 )

を確保しており、津波の影響を受けない T.P.+10.Omに保管してい

る。
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貫通部シール処

屋 外

モータ下端
(TP+385m)

.E}

TP

現場操作箱

中間違屋

TP+1

メタクラ(電源 )

他補機ヘ

操作箱下崎

TP+47田子 台

図-2-3-15 海水ポンプ関連設備の位置関係

表-2-3-4 海水ポンプの安全機能影響評価結果

給電

保護回路 保護回路

遮断器 遮断器 遮断器

海水ボンプ
モータ

確認項目 結 果 機能維持水位

モータ

本体

浸水

影響

モータ下端高さ T.P.+3.85m

T.P.+3.85m

電源

ケーブル

端子台位置はモータ下端より約 1.Om

上部、ケーブルは中間接続なしで中間

建屋まで布設

現場

操作箱

操作箱下端 T.P,+4.7m(3号 炉)、
T.P.+4.7m(4号 l炉

~)

電源
地絡

影響

常用系電源回路は安全系 (海水ポンプ

モータ)と分離
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b.浸水量評価
2.3(1)②で述べたように海水ポンプ室床面には、浸水防止設備

として浸水防止蓋を設置するため、床面からの浸水はない設計と

しており、 ドレンラインに設置している逆止弁についても試験で
漏洩の無いことを確認しているが、ここでは保守的に逆止弁の許

容漏洩量32mL/hの漏洩があつた場合の浸水量を評価する。逆止弁

の設置位置を超える時間において、許容漏洩量が漏れたとしても

漏洩量は約0.5L程度と僅かであり、漏水の影響はない(図 -2-3-16)。

万一、この機能が喪失した場合を仮定しても、浸水高さが海水

ポンプの機能喪失高さを下回るため、海水ポンプの機能に影響は

無い(表-2-3-5)。

表-2-3-5 浸水量評価結果 (参考 )

※漏水対策を考慮しない場合

TP+268m+0.15+049=TP+3321n→ TP+34血

（じ

導

＜
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図-2-3-16 海水ポンプ浸水量評価波形

評価区画 浸水高さ※ 機能喪失高さ 裕度

3,4号炉海水ポンプ T.P.+3.4m T.P.+3.85m 0.45m

さ昔
回
失喪能

ｍ
機＋３．８５ν

Ｔ，Ｐ．赫

ノ
Ａ
■
＝一

■ il 4

ａ
ｎ
川

さ古
同面

床
ｍ
室＋・・５５膨

Ｔ，Ｐ．赫
l

１

１

１

Ｗ
■
▼

V VΨ Ｌ
ゝ
ゝ

ド WΨ叫抽脚
！

洋

ｒ

V

第二編 男町添 1-138



(3)排水設備設置の検討
【規制基準における要求事項等】

浸水想定範囲における長期間の冠水が想定される場合は、排水設備を

設置すること。

【確認内容】

浸水想定範囲における長期間の冠水が想定される場合は、排水設備を

設置する。

【検討結果】

重要な安全機能を有する設備等内包する建屋及び区画のうち、最も津

波が接近すると考えられる 1号及び2号炉海水ポンプエリアにおいても、

浸水する可能性はないことから、排水設備は不要である。また、3号炉

及び4号炉海水ポンプエリアにおいても、上記 (2)② b.浸水量評価で

示すとおり、浸水はごく僅かであり、長期間の冠水が想定される箇所は

ないため、排水設備は不要である。

なお、上記の内容については、既提出資料から変更がないため、既提出

資料のうち「2.3.漏水による重要な安全機能への影響防止 (外郭防護 2)」

に同じ。
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2.4.重要な安全機能を有する施設の隔離 (内郭防護 )

(1)浸水防護重点化範囲の設定

【規制基準における要求事項等】

重要な安全機能を有する設備等を内包する建屋及び区画については、

浸水防護重点化範囲として明確化すること。

【検討方針】

設計基準対象施設の津波防護対象設備(津波防護施設、浸水防止設備、

津波監視設備及び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋及び区画につ

いては、浸水防護重点化範囲として明確化する。

第二編 丹町添 1-140



【検討結果】

設計基準対象施設の津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、

津波監視設備及び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋及び区画は、

図-2-4-1～8に示すとおりであり、これらを浸水防護重点化範囲として

設定する。位置が確定していない設備等に対しては、工認段階で浸水防

護重点化範囲として再設定する方針である。

⌒ ン

浸水防護重点化範囲

燃*キ ,由貝宇,由そう

〕

原子炉格納施設

原子炉補助建屋

補助建屋

燃料取扱建屋

制御建屋

中間建屋

ディーゼル建屋

海水ポンプ室

宙蔵廟 則
―

B

L

復水タンク√ 、
く ノ●

〕/ ヤヽ

設計基準対象施設の津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防

止設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除く。)を内包す

る建屋及び区画

周辺敷地高さ

原子炉格納施設

TP+35m・原子炉補助建屋 (補助建屋、燃料取扱建屋、制御建屋、中間

建屋及びディーゼル建屋 )

・海水ポンプ室

・復水タンク

・燃料油貯油そう

T P +3 5m

T P +5 2m

T P +24 9m

図-2-4-1 高浜 1,2号炉 浸水防護重点化範囲
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原

tE■Ⅲ浸水防護重点化範囲

中間建屋

制御建屋

燃料取扱建屋

T

タービン建屋

燃料 そう
TP

図-2-4-2 高浜 1号炉建屋断面図及び浸水防護重点化範囲 (南北方向 )

2号炉原子 納施設 1号炉 納施設

創 口1浸水防護重点化範囲

補助建屋

図-2-4-3 高浜 1,2号炉建屋断面図及び浸水防護重点化範囲 (東西方向)

+24.9m

T.P+32.Om

汽 脇

暴 f
ア
‐ |

_性卓_ La
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原子炉格納施設

‐ 浸水防護重点化範囲

復水タンク

海水ボンプ

中間建屋

デイーゼル建屋

図-2-4P4 高浜 1号炉建屋断面図及び浸水防護重点化範囲 (東西方向)
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こ

図-2-4-5 高浜 3,4号炉 浸水防護重点化範囲

・ 7下
‐
1

濃水防護
重点化範囲

原子炉格納施設
原子炉補助建屋
制御建屋
中間建屋

中

設計基準対象施設の津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防

止設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除く。)を内包す

る建屋及び区画

周辺敷地高さ

。原子炉格納施設

・原子炉補助建屋、制御建屋、中間建屋
T.P.+3 5m

・燃料油貯油そう

・海水ポンプエリア

・復水タンク

T P +3 5m

T P,+3 5m

T,P.+15.Om
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原子炉格納施設

タービン建屋

原子炉補助建屋
中間建屋

TP+325m

TP+35m

‐  濠水防護重点化範囲

図-2-4-6 高浜 3号炉建屋断面図及び浸水防護重点化範囲 (南北方向)

3号原子炉格納施設 4号原子炉格納施設

原子炉補助建屋

‐  漫水防護
重点化範囲

図-2-4-7 高浜 3,4号炉建屋断面図及び浸水防護重点化範囲 (東西方向)

原子炉格納施設

制御建屋

3号復水タンク

海水ポンプ

燃料油貯油そう 非常用発電機窒  中間建屋
‐  浸水防騒重点化範囲

図-2-4-8 高浜 3号炉建屋断面図及び浸水防護重点化範囲 (東西方向)

制t,建屋

TP+325m
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(2)浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策

【規制基準における要求事項等】

津波による浴水を考慮 した浸水範囲、浸水量を安全側に想定すること。

浸水範囲、浸水量の安全側の想定に基づき、浸水防護重点化範囲への

浸水の可能性のある経路、浸水口 (扉、開口部、貫通口等)を設定 し、

それらに対 して浸水対策を施すこと。

【検討方針】

① l号炉及び2号炉

津波による浴水を考慮した浸水範囲、浸水量を安全側に想定する。

浸水範囲、浸水量の安全側の想定に基づき、浸水防護重点化範囲ヘ

の浸水の可能性のある経路、浸水口 (貫通口等)はないことを確認し

ている。

具体的には、以下について検討する。

・地震 口津波による建屋内の循環水系等の機器 日配管の損傷による

建屋内への津波及び系統設備保有水の浴水等の事象について検討

する。なお、循環水配管の損傷箇所を介して、津波の流入を評価

する際には、サイフォン効果も考慮して実施する。ただし、津波

に関連しないものについては内部浴水にて取扱う。(検討結果①参

照 )。

口地震 B津波による屋外循環水系配管や敷地内のタンク等の損傷に

よる敷地内への津波及び系統保有水の浴水等の事象を想定する。

ただ し、津波に関連 しないものについては内部浴水にて取扱う。

(検討結果①参照)
日機器 B配管等の損傷による浴水量については、内部浴水における

浴水事象想定を考慮して算定する。(検討結果①参照)

・循環水系機器 日配管損傷による津波浸水量については、入力津波

の時刻歴波形に基づき、津波の繰り返し襲来を考慮する。(検討結

果①参照)
H浸水範囲に施設、設備施工上生じうる隙間を有する場合は、止水

処理を行い、浸水防護重点化範囲への浸水を防止する設計とする。
日地下水については、地震時の地下水の流入が浸水防護重点化範囲

へ与える影響について評価する。

② 3号炉及び4号炉

津波による浴水を考慮した浸水範囲、浸水量を安全側に想定する。

浸水範囲、浸水量の安全側の想定に基づき、浸水防護重点化範囲ヘ
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の浸水の可能性のある経路、浸水口 (貫通口等)はないことを確認 し
ている。

具体的には、以下について検討する。
日地震に起因するタービン建屋内の循環水管伸縮継手の破損により、

津波が循環水管に流れ込み、循環水管の損傷箇所を介 して、サイ

フォン効果によリタービン建屋内に流入することが考えられる。

このため、タービン建屋内に流入 した津波により、タービン建屋

に隣接する浸水防護重点化範囲 (原子炉補助建屋、制御建屋及び

中間建屋)への影響を評価すると
B地下水は、湧水サンプヘ流入する。このため、地震後の地下水の

流入が浸水防護重点化範囲へ与える影響について評価する。
口浸水防護重点化範囲の境界にある扉、貫通部に対 して、T,P.+10.8m

までの浸水対策を実施 している。

日浸水範囲に施設、設備施工上生 じうる隙間を有する場合は止水処

理を行い、浸水防護重点化範囲への浸水を防止する設計とする。

【検討結果】

次項以降に示す。
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(3)1号炉及び2号炉の浸水評価

①浸水防護重点化範囲隣接建屋における浸水量評価

設計基準対象施設の津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設

備、津波監視設備及び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋及び区

画、重要な安全機能を有する屋外設備である海水ポンプ室については、

基準津波に対して敷地高さが高く、外郭防護が達成されており、津波

単独事象によって浸水防護重点化範囲の境界に浸水が達することはな

い 。

地震後の津波による影響としては、以下の①、②事象が考えられる

ことから、浸水防護重点化範囲への影響を評価する。

(影響評価方針 )

a.屋内の浴水
地震に起因するタービン建屋内の循環水管伸縮継手の他、 2次系

海水管及び 1次系海水戻り配管の破損、耐震性の低い 2次系機器及

び屋外タンク等の損傷により保有水が浴水するとともに、津波が取

水ピッ ト側及び放水ピット側から循環水管に流れ込み、循環水管の

損傷箇所を介 して、タービン建屋に流入することが考えられる。

タービン建屋での浴水若 しくはタービン建屋への津波の流入によ

り、隣接する浸水防護重点化範囲への影響が考えられるため、以下

に、それらを保守的に想定 した場合のタービン建屋の浸水量、浸水

範囲を評価 した結果を示す。

b.屋外の浴水
地震に起因する循環水ポンプ室の循環水管伸縮継手の損傷により、

津波が循環水管を流れ込み、循環水管の損傷箇所を介 して、循環水

ポンプ室内に流入することが考えられる。このため、循環水ポンプ

室内に流入 した津波により、隣接する浸水防護重点化範囲 (海水ポ

ンプ室)への影響を評価する。評価内容及び結果を示す。
なお、屋外タンク等の損傷による浴水は、津波の影響がないため、

別途実施する内部浴水の影響評価において実施する。

(影響評価結果)

a.屋内の浴水
(a)タ ービン建屋の浸水量、浸水範囲の評価方針

ア.タ ービン建屋と浸水防護重点化範囲との境界については、浸水

対策を実施 しているが、ター ビン建屋に浸水が生 じた場合におい
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て、隣接する浸水防護重点化範囲へ影響を及ぼすことが考えられ

るため、浸水量及び浸水範囲の評価を実施する。

イ.タ ービン建屋における浴水については、循環水管の伸縮継手の

全円周状の破損及び地震に起因する 2次系機器及び屋外タンク等

の破損を想定し、循環水ポンプを停止するまでの間に生 じる浴水

量と2次系機器及び屋外タンクの保有水による浴水量及び循環水

管の損傷箇所からの津波の流入量を合算 した浴水量が、タービン

建屋空間部に滞留するものとして浴水水位を算出する。

ウ.循環水管の損傷箇所が、津波や 2次系機器の保有水の浴水によ
り水没 した場合、サイフォン効果を考慮すると、取水ピット及び

放水 ピット内の水位が循環水管下端高さよりも低い場合でも、損

傷箇所を介して継続 して海水が流入してくる可能性がある。この

ため、最終的なタービン建屋の浴水量を算出する際は、サイフォ

ン効果を考慮 して評価する。なお、循環水管の鋼管部が全周破断

することはないことから、循環水ポンプ運転中はサイフォン効果

による浴水は想定しない。

(b)評価条件

ア.循環水管損傷箇所での浸水の流出圧力は、循環水ポンプ運転中
は循環水ポンプの吐出圧力に損傷箇所までの静水頭差を考慮 した

圧力とする。なお、配管圧損は保守的に考慮 しない。

イ.循環水ポンプ停止中の浸水の流出圧力は、取水 ピット水位又は

放水 ピット水位とタービン建屋の浴水水位の水位差とする。なお、

配管圧損については、海水流入 しやすくするため保守的に考慮 し

ない。また、循環水ポンプ停止中はポンプ出口弁が開弁するが、

地震により破損 して閉止することができないものとする。

ウ.タ ービン建屋の浸水水位は、津波の流入を考慮 して、津波の流

入の都度上昇するものとして計算する。

工.タ ービン建屋に流入 した水については、取水ピット及び放水ピ

ッ ト水位が低い場合、流入経路を逆流してタービン建屋外へ流出

する可能性があるが、保守的に一度流入 したものは流入経路を通

じてタービン建屋外へ流出しないものして評価する。

オ.地震発生後の事象進展を、以下のとおりとして評価する。
日地震により循環水管及び 2次系海水管、 1次系海水戻り配

管、 2次系機器の損傷が発生し、タービン建屋に浸水が生

じる。
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B2次系機器損傷による浸水は瞬時に発生し、循環水管損傷
による浸水は、ポンプ停止までの地震発生 23分後まで生じ

る。

また2次系海水管破損による浴水は、隔離弁閉止までの

地震発生 13分後まで生じる。
日それ以降については、津波襲来時も含めピット内水位とタ

ービン建屋水位を比較し、ピット内水位が高い場合は、サ

イフォン効果により流入する。

(c)浸水量評価

地震発生後の事象進展を考慮 して、以下のように段階を分けて

浸水量を評価 した。なお、ア.か らウ.の評価の詳細については、
別途実施する内部浴水の影響評価において示す。

ア.地震発生から循環水ポンプ停止まで (津波による流入量を含む )
(ア)循環水管伸縮継手部からの浴水
循環水管の伸縮継手部からの破損については、伸縮継手部

の全円周状の破損を考慮する。算出した浸水流量は表…2-4-1

のとおりである。

循環水管伸縮継手部からの浴水流量については、内部浴水

ガイ ドを引用し、図-2-4-5のとおり算出している。

表-2-4-1 循環水管の伸縮継手部の浴水流量

内径 (mm)D 継 手 幅  (mm)w 浴水流量(m3/h)Q/2ユニット

2,000 316 約 87,000
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L パ

幅忠18

内径
●2,側 0

0=AXC√  (2XgXH)X3600X2

0:溢水流量 (m3/h)

A:断面積 (m2)

(π XDXw)にて算出
C:損失係数  (=0.82)
H:水頭 (m)

図-2-4-9 循環水管伸縮継手部断面図

(イ)2次系海水管からの浴水
2次系海水管からの浴水については、浴水流量が最も多く

なる海水ポンプ4台運転及び配管の全円周状の破損を考慮す

る。算出した浴水流量は表 2-牛2のとおりである。

表-2-4-2 2次 系海水管からの浴水流量

浴水流量(m3/h)/2ユニット

約 26,000

(ウ)1次系海水戻り配管からの浴水
1次系海水戻り配管からの浴水については、 1次系海水戻

り配管健全時の最大流量及び配管の全円周状の破損を考慮す

る。算出した浴水流量は表…2-4-3の とおりである。

表-2-4-3 1次系海水戻り配管からの浴水流量

浴水流量(m3/h)/2ユニット

約 14,000

(工)2次系機器からの浴水
2次系機器の保有水量を算出した主な機器は以下のとおり

である。

容器 :復水器、主油タンク、低圧給水加熱器、高圧給水加熱

器、脱気器タンク、タービン建屋周辺タンク等
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配管 :給水管、復水管、海水管等

(オ)タービン建屋からの浴水

地震発生から循環水ポンプ停止まで及び循環水ポンプ停止

以降の浴水流量を以下のとおり算出する。

地震発生から循環水ポンプ停止までの浴水流量

87,000   +     26,000    +     14,000 =

(循環水管の  (2次 系海水    (1次 系海水
縮継手部    管の浴水流量)  戻り配管の
の浴水流量)            浴水流量)

127,000m3/h

(浴水流量仲

の合計)

循環水ポンプ停止以降の浴水流量

14,000m3/h(1次 系海水戻り配管の浴水流量/2ユニット)

(力)タービン建屋の浴水水位

タービン建屋からの浴水流量に対する排出について以下の

とおり考慮する。

循環水管仲縮継手、 2次系海水管及び 1次系海水戻り配管
からの浴水は、タービン建屋外壁にはガラリ等の隙間があり、

タービン建屋に浴水が滞留し続けることはなく屋外へ排出さ

れる。

なお、ガラリ以外にもタービン建屋の開口はあるが、保守

的に常時開口面積が確保されることが明確なガラリのみを開

口として扱い、ガラリ以外からの流出は考慮 しないこととす

る。

ガラリの開塞による減損については、現場ウォークダウン

によリガラリを直接閉塞させる機器等がなく、タービン建屋

内の浴水はガラリにて建屋外へ流出する経路を確保できるこ

とを確認しているが、保守的にガラリについても閉塞を考慮

することとする。

本閉塞の考え方は、浴水ガイ ドにおける浴水防護区画内漏

えいでの浴水経路の考え方を参考にすると、最大ガラリ 1枚

(全体の開口断面積約 10%相 当からの流出を期待 しないこと

を見込めば良いと考えるが、ここではさらに余裕を見込んで

ガラリ全体の 50%の減損 (開口率 50%)※
1を
考慮する。

以上からガラリ開口率 50%を想定した場合における浴水流

量とタービン建屋の隙間から流出する流量が同じになるター
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ビン建屋浴水水位を浴水流量条件の最も厳 しい循環水ポンプ

伸縮継手部、2次系海水管及び 1次系海水戻 り配管からの浴

水があるケースで算出した結果は表-2-4-4、 タービン建屋浴

水水位イメージを図-2-4-10の とおり示す。

表-2-4-4 タービン建屋の浴水水位

タービン建屋の浴水水位

T.P.+8.5(m)※ 2

※1 周囲にガラリを直接閉塞させる機器等がなく、また、ガラリがタービン建屋の
東側と西側にバランスよく配置されていることからも、50%(半分)の減損は十
分に保守的であると考える。

※2 タービン建屋の浴水流量 (「オ タービン建屋からの浴水」参照 :循環水ポンプ
伸縮継手部、2次系海水管及び 1次系海水戻り配管からの溢水流量
127,000m3/h)と ガラリ開口率 50%における開口断面積(11775m2)か らの流出流量

が同じになるタービン建屋浴水水位

※3 ガラリを通過する際の圧損(m)=ξ lX /2g+ζ 2X
ξl:ガラリ入田部の損失係数 (=1.2)
ξ2:ガラリ中央部の損失係数 (=0.79)

(出典 :IE.Ideichik,Handbook of
Hydraulic

Reslstance,Hemisphere
Publishing Corporation)

v:通過流速 m/s
g:重力加速度 m/s2)

※4 浴水流量相当がタービン建屋から流出する流出経路の形状変化による
圧損 (m)=o2/(2g x A2 x c2)

A:ガラリ開日率 50%の開口断面積 (m2)
O:流出流量 (m3/s)
gi重力加速度 (m/s2)
C:開口部流出の流量係数 (=0.611)

(出典 :物部水理学、岩波書店)

タービン建屋浴水水位 (m)=ガラリ中心レベル EL+6.15m+ガラリを通過する際
の圧損 0970m※

3+浴
水流量相当がタービン建屋から流出する流出経路の形状変

化による圧損 1.3m※
4
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図-2-4-10タ ービン建屋浴水水位イメージ
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イ.循環水ポンプ停止から津波襲来前まで
朔望平均満潮位 T.P.+0.49mに潮位のばらつき (0,15m)を 考

慮 しても、タービン建屋の浸水水位の方が高いことから、この

期間にサイフォン効果による流入はない。

取水側及び放水ピット側の朔望平均満潮位とタービン建屋の

浸水水位との比較は表 2-牛5の とおりである。

表-2-4-5 朔望平均満潮位とタービン建屋の浸水水位との比較

潮位

T.P.+0.64m

タービン建屋の浸水水位

To P.帝包+8.5m
<

ウ.津波襲来時 (重畳津波、循環水ポンプ停止中)

津波高さと各設備の設置高さの概略図を図-2-4-11に 示す。

取水側の最高水位については、1号及び 2号炉海水ポンプ室
前面の最高水位 T.P.+2.6mと した。放水路の水位については、

放水路 (奥)の最高水位 T.P.+6.7mと した。
津波襲来前までの期間にタービン建屋には T.P.約+8.5mま で

浸水 しているのに対して、破損箇所である循環水管伸縮継手の

高さが T.P.+0.5mと 低 く水没しているため、取水側及び放水ピ

ット側の水位がタービン建屋の浸水水位より高い場合には、サ

イフォン効果が続 くものとして、評価 した。なお、循環水ポン

プ出口弁は、地震により破損 して閉止することができないもの

として評価 した。

今―ピン馳電機

~~ノ

争ゼ ン進風内DE甲価
求値 約TP+85m

昇賓縞 事  t朧 綽 ガ
TP+35m

潮議脇 TP.h

耳P,X路

津減縦嘉崎の
取求劇求餞
約 TP+26m

図-2-4-11 タービン建屋内の評価水位と取水側水位及び放水 ピッ ト側水位の概略図
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損傷箇所を介してタービン建屋へ津波が流入することを評価

するために、津波による取水側の波形及び放水ピット側の波形

を図-2-4-12～ 13に示す。

流入量を算出する際には、この水位波形から取水側及び放水

ピット側の水位がタービン建屋の浴水水位よりも高い状態のと

きを合計する。なお、取水側のからの流入量については、2号

炉海水ポンプ室前面の方が 1号炉海水ポンプ室前面と比べ、津

波高さが高いことから、保守的に2号炉海水ポンプ室前面波形

を代表とした。

T.P.+239m(10.2分 )+0.15=2.54→ T,P.+2.6m

じ 10

螂

(oo

-10

-20
0          30         60         90         120         150        180

時 間 (min)

図-2-4-12 津波による取水側の水位波形 (2号炉海水ポンプ室前面 )

T.P+6.47m(59.9分)+0.15=662→ T.P.+6.7m

（じ

ｕ

※

0 30 60 120 15090

時 間 (min)

図-2-4-13 津波による放水ピッ ト側の水位波形
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図-2-4-14の とおり、ピット内の水位が津波襲来前のター ビ

ン建屋の浸水水位を超えた時点のデータを評価開始点 (図の△

Hlの点)とする。放水ピット水位△Hlの時間変化毎にタービン

建屋への流入量 Qを算出し、浸水量として合計 した。算定式は

以下のとおり。

Q=∫   tAXCX√  (2XgX△ Hl)+AXCX√ (2XgX△ H2)}dt [m3/s]
Q:流入量 [m3/s]
A:継手部分の断面積 [席]C:流出係数 (0.82)
△Hド  放水ピット側水位 ― タービン建屋内水位 [m]
△H2: 取水側水位 ― タービン建屋内水位 [m]
※放水ピットおよび取水口側の時刻歴水位を活用

※タービン建屋内水位はタービン建屋内空間容積と累積流入量から算出す

る。

タービン建屋の空間容積は、タービン建屋の体積から機器 E架台 口柱おび

基礎等の欠損部体積を差 し引くことにより算出する。

A=π XDXw [r百 ]
D:仲縮継手内径 (=2,000mm)
wi継手幅 (=31 6mm)

Q〓 ∫AXCXV(2Xgx△ H)dt[m3/s]

水位 (m)

△

ΔHl

一 放水ピット水位

― T/B水位

=AXCX√ (2× gx△ Hl)
+AXCXV~(2Xgx△ H2)
十AXCX√ (2Xgx△ H3)
+AXCX√ (2XgX△ H4)
+AXCX√ (2Xgx△ H5)

※タービン建屋側の水位上昇を時刻変化毎に計算する。
※タービン建屋側の水位がピット側より上昇する場合の
建屋外への流出は考慮しない。

△

△H6

△H5 △H7

時刻 (分 )

図-2-4-14 津波流入量計算イメージ
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算出されたサイフォン効果を考慮 した、津波襲来に伴うター

ビン建屋への流入量は表-2-4-6の とおりである。循環水ポンプ

運転中のター ビン建屋の浸水水位より津波による取水側及び放

水ピッ ト側の水位が低いため、循環水ポンプ停止後の津波襲来

時にタービン建屋への流入はない。

表-2-4-6 津波襲来に伴うタービン建屋への流入量

※循環水ポンプ出口弁は、地震により破損して閉止することができな

いものとして評価した。

(d)評価結果

循環水ポンプを停止するまでの間に生じる浸水量と2次系機器

及びタービン建屋周辺タンクの保有水の浸水量及び循環水管の損

傷箇所からの津波の流入量を合算して浸水量を求めた結果、地震

発生後から津波襲来後までのタービン建屋の浸水水位は T.P.約

+8.5mで あり、浸水防護重点化範囲へ連絡する経路の高さ

T.P.+4.Omを 上回ることが確認された (図 -2-4-15)。 また、 ドラ
イエリアも浸水すると考えられ、浸水防護重点化範囲の境界壁に

は貫通部が存在する。

しかし、浸水防護重点化範囲の境界部は、次頁「(e)浸水防護

重点化範囲の境界における浸水対策」に示すとおり、水密扉の設

置、配管貫通部の浸水防止施工等を実施しており、保守的に浸水

量を評価しても、設計基準対象施設の津波防護対象設備の機能に

影響はない。

津波に伴う流入量

放水ピット側からの流入 取水側からの流入
※

合計

約 Om3 約 Om3 約 Om3
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tib ・浸水防護重点化範囲
・タービン建屋浴水水位

・浸水防護重点化範囲浸水対策高さ

・中間建屋、制御建屋及びディーゼル

建屋壁貫通部箇所

・中間建屋及び制御建屋水密扉箇所
,: ヽ

::rittvi

燃料取扱建屋

中間建屋

制御建屋

タービン建屋

T

+249m

GL
TP+35m

そう

|「  1 11

TP

タービン 位

TP+85m

図-2-4-15 津波襲来後のタービン建屋浴水イメージ

(e)浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策

(d)の評価結果より、T.P.+10.lmま でのタービン建屋と浸水防

護重点化範囲の境界の扉及び貫通部の上水処置については、浸水

防止設備 (内郭防護)と して整理 し、対策位置を図-2-4-16～ 18

に示す。

浸水防護重点化範囲

浸水対策高さ
～TP+101m

TP+40m～
御

中間建屋、制御建屋及び

ディーゼル建屋壁貫通部
TP+05m～

図-2-4-16 水密扉の位置 (1/B,C/BT.P.+4.Om)

一点鎖線の範囲は機密に係る事項ですので、公開することはできません。
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図-2-4-17 貫通部対策の位置(1/B,C/B,D/GT.P.+4.Om)

図-2-4-18 貫通部対策の位置(1/BT.P.+0.55m,D/GT.P.+1.Om)

一点鎖線の範囲は機密に係る事項ですので、公開することはできません。 EI
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b.屋外の浴水ついて

屋外の浴水影響評価おいては、海水ポンプ室は循環水ポンプが設置

されている循環水ポンプ室と隣接していることから、循環水管の伸縮

継手部の全周破断による浴水を考慮する。

<循環水管の伸縮継手部の地震による浴水影響評価>
地震発生時に循環水管の伸縮継手部が全周破断した場合、循環水ポン

プが停止するまでの間、浴水が継続する。循環水管の伸縮継手部が設置

されている循環水ポンプ室は、防護対象設備である海水ポンプが設置さ

れている海水ポンプ室と隣設している。地震による循環水管の伸縮継手

部からの全周破断による浴水を考慮して、浴水流量を算出した結果は表

-2-4-7の とおりである。

表-2-牛7 循環水管の伸縮継手部の浴水流量
内径 :D

(mm)

継手幅 :w

(mm)

浴水流量 :0/ユニット

(m3/h)

3,500 400 約 106,200

浴 水 流 量 Q=AXCX√ (2g H)X3600

0:浴水流量 [m3/h]
A:断面積 [m2](=π xDXw)にて算出
C:損失係数 (=0.32)
H:水頭 [m]
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発生 した浴水は、循環水ポンプ室から防護対象設備である海水ポン

プが設置されている海水ポンプ室へ流入するが、海水ポンプの機能喪

失高さ (T.P.+4.67m)よ り低い位置に設置されている海水ポンプ室周

辺エリアの堰 (T.P.+4.00m)を 越流するため、海水ポンプは機能喪失

に陥ることはない。海水ポンプ室周辺エリア断面図を図-2-4-19、 浴水

水位を表-2-4-8に示す。

循環水ポンプ

林惨
ロータリー
スクリーシ

海水ポンプ

機能喪失高さ
TP+467m

TP

海水ポンプ室

周辺エリア堰
TP+400m
TP堅

← ⇒

取
水
路

循環水ポンプ室 海水ポンプ室

海水ポンプ室周辺エリア

図-2-4-19 海水ポンプ室周辺エリア 断面図

表 2-牛8 循環水管伸縮継手部破損時の海水ポンプ室周辺エリアの浴水水位

一
|

1

〉  〈

海水ポンプ室周辺

エリア浴水水位

(m)

海水ポンプ

機能喪失高さ

(m)

判定

1号炉
1.00m

(T.P.+4.00m)
T.P.+4.67m ○

2号炉
1.00m

(T.P.+4.00m)
T.P.+4.67m ○
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以上により、地震による循環水管の伸縮継手部の全周破断による海

水ポンプ室の浴水水位は、1号及び 2号炉とも 1.00m(T.P.+4.00m)と

なることから、海水ポンプ室外からの地震による浴水においても、防

護対象設備である海水ポンプ (機能喪失高さ :T.P.+4.67m)は 影響を

受けない。

②地下水による浸水防護重点化範囲への影響について

地震によるタービン建屋地下部外壁からの地下水の流入については、

タービン建屋付近の地下水位を考慮しても、表-2-4-4タ ービン建屋の

浴水水位 T.P.+8.5mに包絡されるため、地下水による浸水防護重点化

範囲への影響はない。

③建屋間の施工上生じうる隙間部について

浴水により浸水を想定するタービン建屋において、施工上生じうる

建屋間の隙間部に対して、浴水水位が到達しないことを確認する。

図-2-4-20に 1号炉及び2号炉のタービン建屋と中間建屋の断面図

を示す。浸水によるタービン建屋の水位はT.P.+8.5mで あるのに対し

て、タービン建屋及び中間建屋、制御建屋またはディーゼル建屋は一

体の壁となつており、浸水部分に建屋間の隙間部は存在しない構造と

なつている。

浸水防護重点化範囲―
lt i]II

洋 浴水による水位 TR+85m

図-2-4-20 タービン建屋と中間建屋の断面図

タービン建屋外壁線

タービン建屋

タービン建屋鉄骨柱

中間建屋

中間建屋外壁線

|
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(4)3号炉及び4号炉の浸水評価
①浸水防護重点化範囲隣接建屋における浸水量評価

設計基準対象施設の津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止

設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋及

び区画、重要な安全機能を有する屋外設備である海水ポンプ室につ

いては、基準津波に対して敷地高さが十分高く、外郭防護が達成さ

れており、津波単独事象によって浸水防護重点化範囲の境界に浸水

が達することはない。

地震後の津波による影響としては、以下 a.、 b.、 c.の事象が

考えられ、各事象に関して浸水防護重点化範囲への影響を評価した。

a.屋内の浴水
地震に起因するタービン建屋内の循環水管仲縮継手の破損によ

り、津波が循環水管に流れ込み、循環水管の損傷箇所を介 して、

ター ビン建屋内に流入することが考えられる。

このため、タービン建屋内に流入 した津波により、ター ビン建

屋に隣接する浸水防護重点化範囲 l常1往「建屋及び中間建屋)への影

響を評価する。評価内容及び結果を a.(a)～ (d)項に示す。

なお、耐震性の低い 2次系機器の損傷による保有水の浴水につ

いては、内部浴水評価で考慮する。

b.屋外の浴水
地震に起因する循環水ポンプ室の循環水管伸縮継手の破損によ

り、津波が循環水管を流れ込み、循環水管の損傷箇所を介 して、

循環水ピット内に流入することが考えられる。このため、取水ピ

ット内に流入した津波により、隣接する浸水防護重点化範囲 (海水

ポ ンプエ リア )へ の影響 を評価す る。評価 内容及び結果 を

b。 (a),(b)項 に示す。

なお、屋外タンク等の損傷による浴水は、津波の影響がないた

め、別途実施する内部浴水の影響評価において実施する。

c.地下水の浴水
地下水は、湧水ピットヘ流入する。このため、地震後の地下水

の流入が浸水防護重点化範囲へ与える影響について評価する。そ

の評価内容及び結果を c.(a)(b)項 に示す。

(影響評価結果)

a.屋内の浴水
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取水 ピッ ト

(a)タ ービン建屋内への津波流入量評価
B重要な安全機能を有する設備等を内包する建屋については、

2.1,2.2で述べたとおり、敷地高さによつて外郭防護が達成さ

れており、津波単独事象によって当該範囲の境界に浸水が達す

ることはない。

ロー方、地震後における津波による影響として、循環水管が地震

によつてタービン建屋内で破断した際に放水日取水ピット側か

らの津波流入の可能性があるため (図 -2-4-21)、 浸水防護重点

化範囲に隣接するター ビン建屋内で浸水 した際の水位につい

て評価を行つた。

津波襲来後 :放水 ピッ ト上昇に伴 う
サイフォン効果

循環水ポンプ

ピット肉水位
T P +6.Om

放ホピッ ト

図-2-4-21 津波の流入イメージ

(b)評価条件
日地震発生直後から循環水配管継ぎ手部分が破断し浸水が発生

するものとする。
ロサイフォンブレークは考慮しない。
日配管の圧力損失については、保守的に考慮しない。
H放水ピット水位および取水ピット水位がタービン建屋水位よ

り高い場合、サイフォン効果によリタービン建屋に流入する。

タービン建屋からピット等など外部への流出は保守的に考慮

しない。(図 -2-4-22)

・ 本計算では、循環水ポンプ停止時とする。循環水ポンプ稼動時

については、内部浴水評価にて考慮する。
日循環水ポンプ出口弁が閉上しない状態を想定する。

津波襲来まで :朔 望平均満潮位
(TP+064m)

タービン発電機
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津波襲来までのピットの水位は朔望平均満潮位に標準偏差を

加えたT.P.+0.64mと する。

高浜発電所 3,4号炉のタービン建屋は建屋内部で繋がつてい
ることから、あわせて評価する。

入力波形として、放水口側 :若狭海丘列付近断層と隠岐トラフ

海底地すべり単体組み合わせ計算、取水側 :FO― A～ FO―

B～熊川断層と陸上地すべりを採用する。

内部浴水ガイドにより海水流入量を算定する。算定式は以下の

通り。
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水位 (m)

△Hl

Q=∫  AXGX√ (2XgX△ Hl)+AXCX√ (2XgX△ H2)dt[m3/s]
Q  :流入量 [m3/s]
A  :継手部分の断面積 [浦]Ci流出係数 (0.82)
△Hl :放水口前水位 ― タービン建屋内水位 [m]
△H2 :取水ピット水位 ― タービン建屋内水位 [m]
※放水ピットおよび取水口側の時刻歴水位を活用

※タービン建屋内水位はタービン建屋内空間容積と累積

流入量から算出する。

タービン建屋の空間容積は、タービン建屋の体積から機器 日架

台 日柱おび基礎等の欠損部体積を差し引くことにより算出する。

A=π XDXw [n洋 ]
D:伸縮継手内径 (=3,901mm)
w: 継手中目 (=100mm)

Q=∫ AXCXV~(2Xgx△ H)dt[m3/s]

=AXCX√ (2XgX△ Hl)
十AXCX√ (2Xgx△ H2)
+AXCX√ (2Xgx△ H3)
+AXCX√ (2Xgx△ H4)
十AXCX√ (2Xgx△ H5)

― 放水ピット水位

― フB水位 ※タービン建屋側の水位上昇を時刻変化毎に計算する。
※タービン建屋側の水位がピット側より上昇する場合の

建屋外への流出は考慮しない。

△

Δ H6

△H5 △H7

時刻(分 )

図-2-4-22 津波流入量計算イメージ
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(c)計算結果

タービン建屋内地下部での循環水管からの津波流入による水

位は T.P.+2.7m(流 入量 43,400m3)と なる。入力津波の時刻歴

波形を考慮したタービン建屋内での浸水水位を図-2-4-23に示

すとともに、海水流入後のイメージを図-2-4-24に示す。敷地
へ流出するまでの地下水位は T.P.+3.8m(地下空間容積 51,400m
3)で
ぁるが、この空間内に納まる水量となつているため、ター

ビン建屋外部へ流出することはない。また、浸水防護重点化範

囲の中間建屋および制御建屋の連絡通路とはT.P.+4.Omで 隣接

しているが、この高さ以下には浸水の可能性のある経路、浸水

口 (扉、開口部、貫通口等)はない。
以上のことから、入力津波に対して、重要な安全機能を有す

る設備は津波による影響から隔離できているといえる。

なお、タービン建屋近傍の地下水位を保守的に想定しても、

T.P.+3.5mで あり、万―この水位が流入しても、敷地への流出

もなく、浸水防護重点化範囲への影響もない。

一一放水ピット水位

――取水ピット水位

一―T/B内 水位

A
A A

ソ

（
Ｌ
し
連
＜

0      18     36     54     72     90     108    126     144     162

時刻 (分 )

図-2-4-23 津波流入量計算結果
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原子炉格納施設

タービン建屋

原子炉補助建屋

中間建屋

制御建屋

制御建屋 中間建屋連絡通路
:TP+40m

GL
TP+325m

GL
TP+35m

濃水防護重点化範囲

洋波流入後タービン建屋内水位
:TP+27m

図-2-4-24 タービン建屋浸水時断面イメージ

b.屋外の浴水

(a)循環水管地盤改良部と配管破損の影響について

循環水配管の伸縮継手は、図-2-4-25に示すとおリタービン

建屋外の循環水ポンプ室にも設置されていることから、地震時

には最も弱い仲縮継手で破損すると想定 し、浸水防護重点化範

囲への浸水について評価 した。

循環水管の埋設部と

地上部の不連続部 ポンプ出口伸縮継手

コンクリート固定部

図-2-4-25 循環水ポンプ出口配管断面

(b)評価結果
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評価した結果、循環水ポンプは耐震Cク ラス機器であり、地

震時にはポンプ出口に設置されている伸縮継手部が破損し、送

水機能も喪失しているものと考えられるが、万一、ポンプが健

全で送水を続けた場合の経路としては、この付近で最もエレベ

ーションの低い循環水ポンプの取水路に流入するため、内部浴

水への影響はない。

フランシスの公式を用いて、循環水管伸縮継手部からの流出

流量が取水路に流入可能であることを確認している。

循環水管伸縮継手部

からの流出流量

1852 (m3/min)

取水路への流入量

1882 (m3/min)

Q=AXC√ (2XgXH)X3600
=55,510(m3/h)
→2ユニットで 1852(m3/min)

0:浴水流量 (m3/h)

A:断面積 (m2)

(π XDXw)にて算出
(左図より、D=3901mm、 w=100mm)

C:損失係数  (=0.82)
H:水頭 (m)(=12m)

<

循環水管伸縮継手部からの浴水流量 1852(m3/min)について

は、内部浴水ガイ ドを引用 し、以下の通 り算出している (図

-2-4-26)。

幅 100

内径

φ3901

図-2-4-26 循環水ポンプ出口配管断面

取水路への流入量については、フランシスの公式を用いて、

四角堰から浴れる流量として算出する (図-2-4-27)。
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′,

b

b:測定用四角せきの切欠き下縁の幅 (m)
hiせきをあふれる水の水頭 (m)

図-2-4-27 四角堰モデル

フランシスの公式

Q=1.838(b-0.2h)h3/2x60

0:流入量 (m3/min)
b:取水路の長さ 160(m)
h:浴水水位 0.225(m)

(m3/min)

上記の数字フランシスの公式に代入すると流入量は Q=1882

(m3/min)と なり、循環水管仲縮継手からの浴水量 1852(m3/min)

を取水路に流入できる。(図-2-4-28)なお、循環水ポンプ停止

時は、循環水ポンプ室前面の入力津波高さはT.P.+2.9mで あり、

敷地高さT.P.+3.5mよ り低いため、敷地への流入はない。
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伸縮継手部

TP+38m

TP+35m

TP+40m

出口部はピット構造であり、TP+40m
の堰を越えずに取水路に流れ込む

取水路に流入する

図-2-4-28 循環水ポンプ出口配管破断評価結果

取水路

循環水管
破損箇所

IⅢ
チ,i li
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c.地下水の浴水
地下水は、湧水 ピットヘ流入する。このため、地震後の地下水

の流入が浸水防護重点化範囲へ与える影響について評価する。そ

の評価内容及び結果を②-1～ 2項に示す。

(a)地下水の流入経路の確認

外周建屋及び中間建屋周辺の地下水は、中間建屋の最下層に

設置された湧水サンプヘ集水される。

このため、地下水の流入による浸水防護重点化範囲への影響

を検討するために、湧水サンプポンプ、湧水サンプポンプ電源

及び排出ラインについて、地震時においても機能維持できるこ

とを確認する。

図-2-4-29 建屋配置概念図

一点鎖線の範囲は機密に係る事項ですので、公開することはできません。 l
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(b)評価結果

湧水サンプに集水された地下水は、耐震性を有する 2台の湧
水サンプポンプにて、信号による自動起動、停止により海水管

を経由して海へ排水することが可能である。また、湧水サンプ

ポンプの電源は、安全系の電源系統から供給されていることか

ら、外部電源喪失時にも排水が可能となつており、水位が上昇

し続けることはない。

地下水の流入については、 1日 当た りの湧水 (地下水)の排
水量の実績値に対 して、湧水サンプポンプの排出量は大きく上

回ること、また、湧水サンプポンプは耐震性を有することから、

外部の支援を期待することなく排水可能である。

仮に湧水サンプポンプが機能 しないと仮定 した場合は、湧水

の流入により湧水サンプが満水になるが、湧水サンプ上階の海

水管 トレンチ室は約 2,000m3貯水可能であること、当該海水管 ト

レンチ室の配管、電線管等の貫通部は、止水性能を有するシー

ル材により貫通部の処置を実施 していることから、他エリアか

らの浴水の流入はない。なお、湧水サンプ室は剛性の高い基礎

盤 (地下構造物)の一部であり、十分な耐震性を有 している。(高

浜 3号炉及び 4号炉内部浴水の影響評価より抜粋 )

また、湧水サンプからの排出経路には逆止弁が設置されてお

り、外部から湧水サンプヘ逆流ずることはない。

従つて、湧水が浸水防護重点化範囲の設計基準対象施設の津

波防護対象範囲へ影響を及ぼすことはない。
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(湧水サンプポンプ仕様)

流量 :30m3/hr 揚程 :40m

(参考 年間運転実績)

3号機 年間排出量 :約 46,000m3

4号機 年間排出量 :約 15,000m3

台数 :2台 (1ユニット当り)

平均排出量:約 130m3/d

平均排出量:約 40m3/d

最大排出量:約 240m3/d

最大排出量:約 380m3/d
EL 40m EL 40m

防護対象設備

EL‐ 20m

EL 55m

0号機
湧水サンプポンプ

×2台

EL‐Ч05m

逆止弁

流入水

・系統 ドレン水等

3号機 海水戻り母管

ヽ
ノ
ペEL 75m

×2台

4号機

流入水

・地下水

↓

防護対象設備

4号機 り母管

EL‐20m

EL‐55m堰高 :20cm

Eヒ ‐75m

Eヒ 判05m

図-2-4-30 湧水サンプ周 り概略図

②建屋間の施工上生じうる隙間部について

図-2-4-31に 3号炉及び4号炉のタービン建屋と中間建屋の断面

図を示す。① a.(c)で 津波流入によるタービン建屋の水位は

T.P.+2.7mで あるのに対して、タービン建屋地下部分は一体の壁とな

つており、浸水部分に建屋間の隙間部は存在しない構造となつてい

る。
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原子炉補助建屋およびタービン建屋の
2童壁となっており、建屋間の隙間はない

津波流入による水位 :TP+27m

ゃ↓_コ ,9。

浸水防護重点化範囲

E生
`ヽ
4鞭

Orっ 0■ と,'ヽウAtil敗

B2FL(EL-5500)

/

_JIL

シール施エ

__ゼ r工10 ___

O

図-2-牛31 タービン建屋と中間建屋の断面図

タービン建屋鉄骨柱

タービン建屋 中間建屋

中間建屋外壁線

タービン建庭外壁線
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③浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策

①②より、入力津波に対して重要な安全機能を有する設備は津波

による影響から隔離できていることを確認した。しかし、津波に対

する信頼性向上の観点から、浸水防護重点化範囲の境界の扉、貫通

部に対し、T.P,+10.8mまで浸水対策を実施している。対策位置を図
-2-4-32-36に 示す。

図-2-4-32 水密扉の位置 (1/B,C/BT.P.+10.5m)

図-2-4-33 水密扉の位置 (1/B,C/BT,P.+4.Om)

一点鎖線の範囲は機密に係る事項ですので、公開することはできません。 日
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l

図-2-4-34 貫通部対策の位置 (1/B,C/BT.P.+4.Om)

』

図-2-4-35 貫通部対策の位置 (1/B,C/BT.P.-2.Om)

i一′点鎖線の範囲は機密に係る事項ですので、公開することはできません。
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図-2-4-36 貫通部対策の位置 (1/B,C/BT.P.-5.5m)

水密シール材

図-2-4-37 水密扉、貫通部対策の代表例

なお、上記の内容については、既提出資料から変更がないため、既提出

資料のうち「2.4.重要な安全機能を有する施設の隔離 (内郭防護 )」 に同

じ。

一点鎖線の範囲は機密に係る事項ですので、公開することはできません。 :
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2.5水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響防止

(1)海水ポンプの取水性

【規制基準における要求事項等】

海水ポンプの取水性については、次に示す方針を満足すること。

・基準津波による水位の低下に対して海水ポンプが機能保持できる設

計であること。
E基準津波による水位の低下に対して冷却に必要な海水が確保できる

設計であること。

【検討方針】

基準津波による水位の低下に対して海水ポンプが機能保持できる設計

とするため、取水路に取水路防潮ゲー トを設置 し、

れた場合には、原則、循環水ポンプ (プラン ト停止 )

大津渡警報

止 る

【検討結果】

基準津波による水位の低下に伴う、取水路等の水理特性を考慮した海

水ポンプ位置の評価水位を適切に算定するため、津波シミュレーション

において管路部分に仮想スロットモデルによる一次元不定流の連続式及

び運動方程式を組み込んだ詳細数値計算モデルにより管路解析を併せて

合わせて実施する。また、その際、取水口から海水ポンプ室に至る系を

モデル化し、管路の形状、材質及び表面の状況に応じた摩擦損失を考慮

するとともに、貝付着やスクリーンの有無を考慮し、計算結果に潮位の′ヽ
゛
ラツキ

の加算や安全側に評価した値を用いるなど、計算結果の不確実性を考慮

した評価を実施する。

この結果、 1号炉及び2号炉海水ポンプ室前の基準津波による下降側

の入力津波高さは、T.P.-2.3mで あり、1号炉及び2号炉海水ポンプの取

水可能水位 T.P.-3.21m(地盤変動量 0.30m隆起を考慮 した場合、

T.P.-2.91m)を 上回ることから、水位低下によつても海水ポンプは機能

ことから、水位

低下によっても海水ポンプは機能保持できる (図 -2-5-2)。

なお、循環水ポンプ室及び海水ポンプ室は水路によつて連絡されてい

通常の潮汐とは異なる潮位変動を把握 した場合、引き波時における海

ポンプの取水量を確保するため、原則、循環水ポンプ (プラン

を停止 し、取水路防潮ゲー トを閉止する。

止

また、

の入力津波高さは、T.P.-3.3mで あり、3,4号炉海水ポンプの設計取水

3,4号 炉海水ポン 室前の基準津波による下降

し い 上T.P.-3.52m
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るため、発電所を含む地域に大津波警報が発表された場合、引き波時に

おける海水ポンプの取水量を確保するため、原則、循環水ポンプを停止

(プラン ト停止)し、取水路防潮ゲー トを開止する手順に基づき、取水

路防潮ゲー トは地震発生から約 13分後に遠隔閉上 し、地震発生から約 24

分後に発電所に襲来する津波に対する対応措置が実施できる。

万一、遠隔閉止操作に失敗 した場合に備え、現地での閉止操作が可能

なよう、運転員が現地に移動 し高合にて待機 しておき、現地閉止する。

また、通常の潮汐とは異なる潮位変動を把握した場合には、原則、循

環水ポンプを停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲー トを開止する手

順に基づき、防潮ゲー トは潮位計水位が判断基準に達してから約 6分後
に遠隔閉止することから、津波に対する対応措置が実施できる。

さらに、発電所構外において、敷地への遡上のおそれのある潮位を観

測し、その後、潮位計のうち 2台の観測潮位が 10分以内に 0.5m以上下

降すること、又は10分以内に O.5m以上上昇することを把握した場合に、

原則、循環水ポンプを停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲー トを閉
止する手順に基づき、津波に対して可能な限り早期に対応措置が実施で

きる。
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図-2-5-1(1/2)海水ポンプ取水可能水位

(1号炉及び2号炉)

i一点鎖線の範囲は機密に係る事項ですので、公開することはできません。
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図-2-5-1(2/2)海水ポンプ取水可能水位

(3号炉及び4号炉)

一点鎖線の範囲は機密に係る事項ですので、公開することはできません。 l
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(2)津波の二次的な影響による非常用海水冷却系の機能保持確認

【規制基準における要求事項等】

基準津波に伴う取水口付近の砂の移動 日堆積が適切に評価されている

こと。

基準津波に伴う取水口付近の漂流物が適切に評価されていること。

非常用海水冷却系については、次に示す方針を満足すること。

日基準津波による水位変動に伴う海底の砂移動 日堆積、陸上斜面崩壊

による土砂移動 日堆積及び漂流物に対 して取水回及び取水路の通水

性が確保できる設計であること。

日基準津波による水位変動に伴う浮遊砂等の混入に対 して海水ポンプ

が機能保持できる設計であること。

【検討方針】

基準津波に伴う取水口付近の砂の移動 口堆積や漂流物を適切に評価し、

取水口及び取水路の通水性が確保されることを確認する。

また、非常用海水冷却系については、基準津波による水位変動に伴う

海底の砂移動・堆積、陸上斜面崩壊による土砂移動 E堆積及び漂流物に

対して取水口及び取水路の通水性は確保できることを確認し、浮遊砂等

の混入に対して海水ポンプは機能保持できる設計であることを確認する。

具体的には、以下のとおり確認する。
日取水口付近の砂の堆積状況に基づき評価した砂の堆積高さにより取

水口開口部が閉塞しないことを確認する。 (検討結果 a)
日混入した浮遊砂は、スクリーン等で除去することが困難なため、海

水ポンプそのものが運転時の砂の混入に対して軸固着しにくい仕様

であることを確認する。 (検討結果 b、 c)
日基準津波に伴う取水口付近の漂流物については、遡上解析結果にお

ける放水口付近を含む敷地前面及び遡上域の寄せ波及び引き波の方

向、速度の変化を分析した上で、漂流物の可能性を検討し、漂流物

により取水口が閉塞しないことを確認する。また、スクリーン自体

が漂流物となる可能性が無いか確認する。(検討結果 d、 e、 f参照)
・なお、津波警報等により退避する運用としていた燃料等輸送船につ

いては、警報が発表されない津波が襲来した際に漂流物とならない

ことを確認する。また、高浜発電所の設置 (変更)許可以降に許可
となつた他プラントの知見を踏まえ、既往の漂流物の選定 と評価結

果の一部見直しを行う。さらに、燃料等輸送船の停泊時に存在する

燃料輸送容器及び車両、LLW輸送容器及び車両について、漂流物とな
らないものの可能な範囲で退避する方針とする。 (検討結果 d)参照)
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日放水口側の一般車両については、既許可では津波防護施設に対する

漂流物となる可能性は否定できないものとして整理 していた。しか し、

上記のとおり、モバイル性を有する燃料等輸送車両が可能な限り退避

する運用を定めていることから、一般車両についても同様に、津波の

流況及び地形並びに車両位置と津波防護施設との位置関係を踏まえ、

津波防護施設への影響を確認 し、必要に応 じ、当社敷地内の津波が到

達 しない場所へ退避する運用を定めることにより、津波防護施設に影

響を及ぼさない方針とする。 (検討結果 d)参照 )
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【検討結果】

a.砂移動による取水口の堆積状況の確認
¬号炉及 び 2号 炉の取水 口は、非常用海水路呑み 口底面が
T,P.-5.Omで あり、取水口底版 T.P.-6.2mよ り約 1.2m高い位置にある。

また、非常用海水路の高さは約 2.Om、 幅は約 2.Omで ある。 1号炉及

び 2号炉の海水ポンプ室は、海水ポンプ下端から床面まで 1号炉は約

5.95m、 2号炉は 6.05mと なつている。

3号炉及び 4号炉の取水口は、海水取水 トンネル呑み口底面が
T.P.-5.2mで あり、取水口底版 T,P.-6.2mよ り約 lm高い位置にある。

また、海水取水 トンネルの内径は約 2.6m、 3,4号炉海水ポンプ室は、
海水ポンプ下端から床面まで約 1.25mと なつている。

砂移動に関する数値シミュレーションを実施 した結果、基準津波に

よる砂移動に伴う砂堆積量は、非常用海水路において約 0.03m、 1号

炉及び 2号炉海水ポンプ室において約 0.15m、 海水取水 トンネル呑み

口において約 0.02m、 3,4号 炉海水ポンプ室において約 0.32mで あ
り、砂の堆積に伴つて、非常用海水路から海水ポンプ下端までの海水

取水経路並びに海水取水 トンネル呑み口か ら海水ポンプ下端までの

海水取水経路が閉塞することはない (図 -2-5-2)。
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計算結果 基準津波1

波源 基準津波1(若狭海丘列付近断層と隠岐トラフ海底地すべり(エリアB))

砂移動モデル 高橋ほか(1999)の 手法 浮遊砂体積濃度上限値 19`

計算終了時点の地形変化量分布 計算時間中の最大駐積厚分布

:証ャ手

ヽ

キ

計算結果 基準津波2

波派 基準津波2(FO―A～ FO一B～練川断層と陸上地すべり(No14))

砂移動モデル 高橋ほか(1999)の手法 澤遊砂体韓濃度上限に

計算終了時点の地 r ″́変化量分布 計算時間中の最大堆積厚分布

ト
ボ
、

Ｆ

一

|こ

，／

≡

一▼一ヽ
、 応 i稜

(a-1)砂の最大堆積厚さの分布 (堆積量最大ケース)
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計算緒暴 基準津波 3

波′原 隠岐トラフ商店地すべり(エリアB)

砂移動モデル 高橋他(1999)の 手法 浮遊砂体積温度上限値

計算終了時点の地形変化量分布 計算時間中の最大地積厚分布

評価点付近の最大雄積摩は0,04m程度である。

計算結果 墓導津波 4

波源 隠岐トラフ海底地すべり(エリアC)

砂移動モデル 高橋他 (1999)の 手法 浮墟砂体積温度上瞑値

評価点付近の最大地積厚は0.03m程度である。

(a-2)砂の最大堆積厚さの分布 (堆積量最大ケース )

計算終了時点の地形変化量分布

√

導

・
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非常用海水路の構造

| 非常用海水路 (約400m)

「

1 1号炉′毎水ポンプ室

②一(2′断面 ①―①猟Ff面

|― 一―一―
,F常用海水路(約490m) J

取水ロ

2号 炉海水ポシブ室 EL 62(X, i2(Ю↓

⑥―⑥断面 ①―①断面

O基準津波1及び基準津波3来襲時の1号炉及び2号炉海水
ボンプの取水経路となる、非常用海水路の構造を示す。
O非常用海水路の取水日は、底版から12m高 い位置に
設置され、取水日の開田部は25mであり、003m程度の
砂の堆積があつても通水に影響はない。
O大部分は1号炉及び2号炉共通の設備となつているが、 途
中1号炉海水ポンプ室付近で分岐し、1号炉及び2号炉そ
れぞれの海水ポンプ室前までつながつている。

非常用海水路

④―④断面

海水ポンプ位置の砂の堆積厚

1号炉及び2号炉海水ポシた 断面図

4号炉及び2号炉海水ポンプ位置での堆積厚

基準津波 1 015m

基準津波 1につして1号炉及び2号炉海水ポンえ における砂の堆積厚を評価した結果、最大で015m程度であり、ポンプ取水への
影響はない。

海水ポンブとと号炉及び2号炉海水
ポン英 底版の高さ

箱環れギ、ンプ

海水、

(b)砂の堆積厚さ (1号炉及び2号炉海水ポンプ)

i一′煮鎖線の範囲は機密に係る事項ですので、公開することはできません。
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海水取水トンネル取水日付近の構造

・
一

f:||そ

'''1

ぜ
ガ 」斜

ゞ
）、
〉

/

骨

e

1言

a

甘3
を 海水取水トンネル取水日付近平面図

海水取水トンネル取水日は、底版から10m高い位置に設
置され、取水日の開口部は25mであり、最大で002m程度
の砂の堆積があつても通水に影響は無い

海水取水トンネル取水口付近断面図 (尽 A断面 )

海水ポンプ位l琶の砂の堆琴責厚
海水ポンプと3′ 4号炉海水ボン疼
庁民版の高さ”ゴ

■
卜
，生ｆ十Ｆ
・

¬

モデル化 ●ネお」イ八建 こここう水球トシんフ

314号炉海刻猷 シえ 断面図

9′ 4号″海水示シ庭
入り口

基楽津波 1～ 4についで3′ 4号炉海水ポシプ室における砂の堆積厚を評価した結果、最大で032m程度であり、ポン如 水への影響は
ない。

3′4号炉海水ポシチ奎は4つのメッシュに分害」
しており、最奥の海水ポンプ位置での堆積厚
は、以下の通り

ポンプ位置での堆積厚

基準津波1 032m

基準津波2 000m

基準津波3 007m

基盗造技4 004m

(c)砂の堆積厚さ (3号炉及び 4号炉海水ポンプ)

図-2-5-2 砂移動評価結果

i一点鎖線の範囲は機密に係る事項ですので、公開することはできません。
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b.砂混入時の海水ポンプ取水機能維持の確認

基準津波による浮遊砂については、海水ポンプからの取水時にその

一部が軸受潤滑水として、ポンプ軸受に混入する可能性が考えられる

が、仮に浮遊砂が混入した場合においても、海水ポンプの軸受に設け

られた異物逃がし溝 (1号炉及び2号炉は上部および中間、下部軸受 :

約 4± 0.3mm、 吸込みベル部軸受 :約 5± 0.5mm、 3号炉及び4号炉は

ゴム軸受 :約 5.5mm、 テフロン軸受 :約 4.2mm)か ら連続排出される

ため、海水ポンプの取水機能は維持できる (図 -2-5-3)。

シェル 異物逃がし溝隙間

軸受箇所
異物逃がし溝
隙間(mm)

ゴム

軸受

上部軸受 4=L03

中間軸受 4=L03

下部軸受 4=L03

吸込みベル
部軸受

5=圭 05

図-2-5-3(1/2)海水ポンプ軸受構造図

(1号炉及び2号炉)

，
Ｌ

升
E
卒

|
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軸受シェル

すきま
約 55mm

主軸

ゴ ム

異物逃がし溝

水中軸受拡大図 (ゴム)

軸受シェル すきま
約 42mm

主軸

異物逃が

テフロン

水中軸受拡大図 (テフロン)

図-2-5-3(2/2)海水ポンプ軸受構造図

(3号炉及び4号炉)

これに対 して、発電所周辺の砂の平均粒径は約 0.2mmで 、数ミリ以

上の粒子は僅かであり、そもそも粒径数ミリの砂は浮遊し難いもので

あることを踏まえると、大きな粒径の砂は殆ど混入 しないと考えられ、

砂混入に対 して海水ポンプの取水機能は維持できる。周辺海域の底質

土砂の粒度分布及び粒径加積曲線を図-2-5-4～ 8、 表-2-5-1に 示す。

なお、上記の内容については、既提出資料から変更がないため、既

提出資料のうち「2.5水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機

能への影響防止」に同じ。
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図-2-5-4 調査位置図

表-2-5-1 海底砂の粒度分布調査結果 (表層 lm部分、データ数 n=6)

調査点 中央粒径

D50

(mm)

土質 粒度分布(%)

礫

2mm以上

粗砂

2-
0 42mm

細砂

042～
0 074mm

シリレト

0074～
0005mm

粘上

0 005mm
以下

記号 分類名

環境影響評価時

(S48,49,50生 F)

①卜1 0163 SF 細粒分
混じり砂

00 140 660 200 00

骸 2 0079 SF 細粒分
混じり砂

00 20 500 400 80

①卜3 0164 S 砂 00 60 8■0 130 00

地形調査時
(S44年 )

② 0190 砂 00 900 100

③ 0220 SF 細粒分
混じり砂

210 630 160

④ 0120 SF 細粒分
混じり砂

00 620 250 130
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図-2-5-5 粒径加積曲線 (調査地点①-1～ 3)
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c.混入 した浮遊砂に対する取水性確保

海水系統に混入した微小の浮遊砂は、海水ス トレーナを通過 し各熱

交換器 (原子炉補機冷却水冷却器、非常用ディーゼル発電機用各冷却

器及び空調用冷凍機)を経て放水ピットヘ排出されるが、その間の最
小流路幅 (各冷却器の伝熱管内径)は、 1号炉及び 2号炉については
約 12.Ommか ら約 19,Omm、 3号炉及び 4号炉については約 10.4mmか ら

約 16.6mmであり、砂粒径約 0.2mmに 対し十分大きく、閉塞の可能性

はないものと考えられるため、海水ポンプの取水機能は維持できる

(回団-2-5-9,表 -2-5-2)。

なお、上記の内容については、既提出資料から変更がないため、既

提出資料のうち「2.5水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機

能への影響防止」に同じ。
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(1号炉及び 2号炉 )

放水ピットヘ

(3号炉及び 4号炉 )

*各機器の最小流路幅である伝熱管内径を記載

*各機器の最小流路幅である伝熱管内径を記載

海水ポンプ

海水ホ
°
ンフ
°

図-2-5-9 海水系統概略図

原子炉補機

冷却水

冷却器

*19.Omm*:16.4mm

空調用
冷凍機

非常用ディー

ゼル発電機用

冷却器

*:12.Omm

海水

ストレーナ

(6mmメッシュ)

冷却器

*16.6mm

寿課擢
*:14.lmm

ル発電機用
冷却器

*:10.4mm

用テ イ―セ

海水

ストレーナ

(8mmメッシュ)
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機器 伝熱管内径 (mm)※
1

非常用

ディーゼル

発電機

潤滑油冷却器 16.0

清水冷却器 16.0

燃料弁冷却水冷却器 16.0

空気冷却器 12.0

空調用冷凍機 16.4

原子炉補機冷却水冷却器 19.0

表-2-5-2 海水系統機器の伝熱管内径

(1号炉及び 2号炉 )

※ 1:砂による閉塞の可能性を評価するため、各機器の最小流路幅であ
る伝熱管内径を記載

(3号炉及び 4号炉 )

※ 1:砂による閉塞の可能性を評価するため、各機器の最小流路幅であ
る伝熱管内径を記載

機器 伝熱管内径 (mm)※
1

非常用

ディーゼル

発電機

潤滑油冷却器 15.0

清水冷却器 15.0

燃料弁冷却水冷却器 15.0

空気冷却器 10.4

空調用冷凍機 1 4 1

原子炉補機冷却水冷却器 16.6
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d.基準津波に伴う取水口付近の漂流物に対する取水性確保
基準津波の津波シミュレーション結果によると、基準地震動による

液状化等に伴う敷地の変状や潮位のばらつきを考慮 した場合、取水路

付近及び放水口付近の低地に津波が遡上する。基準津波により漂流物

となる可能性がある施設 口設備等が海水ポンプの取水性確保に影響を

及ばさないことを、以下の漂流物抽出フロー及び漂流物評価フローに

基づき発電所構外と発電所構内で区分けして整理する (図 -2-5-10～

12)。

発電所構外

【(c)発電所構外における漂流物となる
可能性のある施設日設備等の抽出】

ヒ

図-2-5-10 発電所構外漂流物抽出フロー

(a)基準津波の流速及び流向の確認

(b)漂流物調査範囲の選定

イ.漂流物となる可能性のある施設・設備等の抽出範囲の選定
津波浸水深図 (ハザー ドマップ)を用いた発電所周辺の調査

口.漂流物となる可能性のある施設日設備等の抽出
①津波漂流物対象施設設計ガイドライン

及び公開データによる抽出
②津波漂流物対象施設設計ガイドライン以外

のものの公開データによる抽出
③現場ウォークダウンによる抽出

ハ.発電所構外における漂流物となる可能性のある
施設・設備等の抽出結果の集約
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発電所構内

【(d)発電所構内における漂流物となる
可能性のある施設・設備等の抽出】

図-2-5-11 発電所構内漂流物抽出フロー

(a)基準津波の流速及び流向の確認

(b)漂流物調査範囲の選定

イ.漂流物となる可能性のある施設 日設備等の抽出範囲の選定
高浜発電所構内配置図を用いた津波遡上範囲の調査

口.漂流物となる可能性のある施設口設備等の抽出
①構内配置図による抽出
②現場ウォークダウンによる抽出

ハ.発電所構内における漂流物となる可能性のある
施設 口設備等の抽出結果の集約
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【(e)漂流物となる可能性のある施設・設備等の評価】

No

重量物により沈降する

Ves

No

Yes

No

※1:取水機能を有する安全設備等とは海水取水機能を有する海水ポンプ、海水管等を示す。
※2:取水性への影響は津波防護施設の設置を考慮した評価を行う。

図-2-5-12 発電所構外及び構内漂流物評価フロー

(c)A 発電所構外における漂流物となる可能性のある
施設・設備等の抽出結果の集約

(d)′  ヽ発電所構内における漂流物となる可能性のある
施設・設備等の抽出結果の集約

は漂流するか
ィ 当該施設

漂流物となる可能性が

否定できない施設・設備等

の実効性を考慮した場合においても、

等※1に対する漂流物となる可能性が

口津波の流向及び地形、

津波防護施設、取水機能を有す

きない

津波防護施設、取水機能を有する安全設備等※I

に対する漂流物となる可能性が否定できない

施設・設備等

ハ津波防護施設、取水機能を
有する安全設備等Xlの取水性
への影響があるか

D

漂流物とはならない
津波防護施設、取水機能を有
する安全設備等※1に対する漂
流物とはならない

津波防護施設、取水機能を有
する安全設備等※1の取水性ヘ

の影響なし
漂流物対策を実施する

A CB
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(a)基準津波の流速および流向の確認

基準津波 1(若狭海丘列付近断層と隠岐 トラフ海底地すべ リエ

リア Bの一体計算)の津波は北東から約 40分後に敷地前面に到達

し、地形に沿つて少しずつ向きを変えながら、約43分後に湾内に

真直ぐ進入する向きを主流として敷地に襲来する。

基準津波 2(FO―A～ FO―B～熊川断層と陸上地すべり (No.14)の

一体計算)の津波は北東から約 5分後に敷地前面に到達し、地形に

沿つて少しずつ向きを変えながら、約 9分後に湾内に真直ぐ進入
する向きを主流として敷地に襲来する。

は北東から約 50分後に敷地前面に到達し、地形に沿つて少しずつ

向きを変えながら、約 52分後に湾内に真直ぐ進入する向きを主流

として敷地に襲来する。

基準津波4(隠岐トラフ海底地すべリエリア C)の津波 (押 し波)

は北東から約 58分後に敷地前面に到達し、地形に沿つて少しずつ

向きを変えながら、約 60分後に湾内に真直ぐ進入する向きを主流

として敷地に襲来する。

エフ
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海底地すべリエリアB

若狭海丘列付近断層
」ヽ一【一４・ψ

't'

,Iむ

手え i子
=―

海底地すべリエリアC

高浜発電所

基準津波 1(若狭海丘列付近断層と隠岐 トラフ海底地すべリエリア B)

基準津波 2(FO― A～ FO―B～熊川断層と陸上地すべ り (No.14))

図-2-5-13 基準津波 波源位置

基準犀涙 3

基準津波 4
(隠 W貢 トラフ潟

「

氏地丁ベ リエ リア b)

(隠岐 トラフ海底地すべ リエ リア C)

FO―A～ FO―B～ 熊

川断層

陸上地すべり(No.14)
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<地震発生 40分後> <地震発生 43分後>

<地震発生 45分後> <地震発生 47分後>

若狭海丘列付近断層と隠岐 トラフ海底地すべ リエリア Bの一体計算

図-2-5-14(1/4) 基準津波の流向ベクトル
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<地震発生 5分後>

<地震発生 11分後>

<地震発生 9分後>

<地震発生 12分後>

IⅢ

ヽ

(
ヽ
＼

FO―A～ FO―B～熊川断層と陸上地すべり (No.14)の一体計算

図-2-5-14(2/4)基準津波の流向ベクトル

ヽ

ヽ
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<地震発生 50分後> <地震発生 52分後>

<地震発生 57分後> <地震発生 61分後>

:

隠岐トラフ海底地すべリエリアBの計算

図-2-5-14(3/4)基準津波の流向ベクトル
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<海底地すべ り発生 58分後> <海底地すべり発生 60分後>

〔

| ||

<海底地すべり発生62分後> <海底地すべり発生 65分後>

隠岐 トラフ海底地すべ リエリア Cの計算

図-2-5-14(4/4)基準津波の流向ベクトル
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(b)漂流物調査範囲の選定

漂流物調査範囲の選定のため、基準津波 1(若狭海丘列付近断
層と隠岐 トラフ海底地すべ リエリア Bの一定計算)における沿岸
域の 12地点における水位、流向の時系列データを抽出した。抽出

結果は、図-2-5-15及 び図-2-5-16に 示すとおりであるが、津波流

速については、4.Om/s以下となつている。

漂流物に対する津波の影響は第 1波、第 2波によるものが大き

いと考えられるため、2波分の移動量を考慮すると、津波による移

動量は約 3.Okmと なるが、保守的に発電所周辺約 5kmの範囲を漂

流物調査範囲とした。(図 -2-5-17,18)

図-2-5-15 水位 口流向 H流速の抽出地点

● I時玄l歴出力地点

1臨
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地点 1

(最大水位 :2.65m 最大流速 :2,41m/s)

省
）
０
　
＜
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§ 飽
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ご と

+

rキ 問 れ ni

地点 2

(最大水位 :1。61m 最大流速 :1.42m/s)

，

０

■

３

２

■

α

■

，

■

・４

「

・Ｃ
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■

′汽

膨

1

地点 3

(最大水位 :1.57m 最大流速 :0.50m/s)

Fr

五

∬

導

時 間 れ ■)

図-2-5-16(1/4) 沿岸域において抽出した地点の水位、流向、流速
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地点 4

(最大水位 :1.96m 最大流速 :1.17m/s)

こ 。O

B,コ れin】

地点 5

(最大水位 :2.55m 最大流速 :2.32m/s)

A 入 A
1 ヽ ( ヘ ム

指入,
ヽ / ＼/ 、ノ ＼ / /ヽ ふ

J ノ 勝

+

地点 6

(最大水位 :2.24m 最大流速 :1.26m/s)

A A

|ゝ

ヽ/W ヽ V /ゝ｀

と

▼

‖

図-2-5-16(2/4) 沿岸域において抽出した地点の水位、流向、流速
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地点 7

(最大水位 :2.32m 最大流速 :1.15m/s)

希
～
A ハ ― コ 余

1

地点 8

(最大水位 :2.01m 最大流速 :2.25m/s)

ゝA 丁ヽ

Ⅲ , /Vヽ 、ヽ

ヽ ノ ＼ /

耐

一 J ≡!饗 三■ _a_

地点 9

(最大水位 :3.58m 最大流速 :2.38m/s)

ハ A 代 AA 氏 ハ 戸 、 瓜 ハ ハ

キ,キ I ＼ゴ
'V Iヽ
/ Tヤ V` ＼/ ヽ

魂
一■ 艤

‖

図-2-5-16(3/4)沿 岸域において抽出した地点の水位、流向、流速

第二編 丹可添 1-211



地点 10

(最大水位 :2.70m 最大流速 :1.42m/s)
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地点 11

(最大水位 :2.91m 最大流速 :2,17m/s)

地点 12

(最大水位 :3,87m 最大流速 :1.37m/s)

図-2-5-16(4/4)沿岸域において抽出した地点の水位、流向、流速
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押し津波期間 津波流速
(5分 +6分)X 4m/s ≒3km

漂流物の調査範囲は、5kmとする。

60
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⌒20
こ 10
→く,lo0

キξ10
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0

Ｃ
）
ど

＜
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-20
-30
-40
-50
-60
40  42  44  46  48  50  52  54  56  58  60  62  64  66  68  70  72  74  76  78  80

時 間 (min)

図-2-5-17 漂流物調査範囲の考え方について

図-2-5-18 高浜発電所敷地付近地図 (港湾施設及び漁港の位置 )
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高浜発電所(1,2号炉)
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(c)発電所構外における漂流物となる可能性のある施設 日設備等の抽

出

イ 漂流物となる可能性のある施設 口設備等の抽出範囲の選定
発電所周辺約 5kmの範囲 (図-2-5-19)について、「福井県にお

ける津波シミュレーション結果について 津波最大浸水深図 (高
浜町別図)平成 24年 9月 3日 」 (以下「高浜町津波ハザー ドマッ
プ」という。)により示される浸水域に、施設 E設備等の有無を考

慮 して抽出範囲を赤枠で示した。赤枠で示 した範囲内について漂

流物となる可能性のある施設 口設備等を抽出する。網羅的に調査

した結果を漂流の可能性のある施設 日設備として取 り纏めた (図―

2-5-20～図-2-5-21,表 -2-5-3～表-2-5-5)。

なお、高浜町津波ハザー ドマップと同じ波源 (若狭海丘列付近

断層)である高浜発電所津波シミュレーション結果から、音海地

区における最高津波水位は T.P.+4.5m～ 5.Om程度となり、音海地

区の敷地高さが T.P.+1.7m程度であることを考慮すると、音海地

区の津波浸水深さは 2.8m～ 33m程度と想定できる。これは、高浜
町津波ハザー ドマップにて示される津波浸水深さとほぼ同等の

結果であることから、抽出範囲として妥当と考える。
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図-2-5-21 高浜発電所津波シミュレーション結果

日.漂流物となる可能性のある施設 日設備等の抽出

漂流物としては主に、津波漂流物対象施設設計ガイドライン

(以下「漂流物ガイドライン」という。)にて示される船舶、車両、

コンテナ及び木材が考えられる。これらを対象漂流物として、公

開データを確認するとともに、漂流物ガイドラインにて示される

漂流物以外のものについても公開データを確認する。なお、定期

的に実施する津波漂流物の確認を踏まえ、公開データにより抽出

した施設 日設備等の現場確認を行うとともに、それ以外の漂流物

となる可能性のある施設 B設備等を整理する。

①漂流物ガイ ドラインにて示される施設 日設備等の公開データに

よる抽出

漂流物ガイドラインにて示される対象漂流物である船舶、車

両、コンテナ、木材を抽出項目として設定し、公開データを確認

した (表 -2-5-3)。

3号及び4・号炉放水日前面
TP+504m

【波源】
断層 :若狭海丘列付近断層(福井県)
海底地すべり:エリアB(Kinematic)

地すべり開始時間t:78秒

【計算条件】

周辺陸域 :完全反射条件

計算潮位 :上昇側T,P.+0.49m

評価潮位 :上昇側T.P.+0.49m

取水路防潮ゲート:両系列 閉
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抽出項目 公開データ 確認結果

船舶 (漁船 ) 市町村基本データ
高浜町に動力船、船外機付船、無動力

船の存在が確認される

車両 人口統計ラボ 車両が存在すると想定される

コンテナ 市町村基本データ

高浜町にはコンテナを多数扱う施設

はないことから、多数のコンテナは

存在 しないと想定される。

木材 市町村基本データ

高浜町には木材を多数扱う製材所等

が無いことから、多数の木材は存在

しないと想定される

表-2-5-3 漂流物ガイ ドラインにて示される対象漂流物の確認結果

②漂流物ガイドラインにて示される施設 日設備等以外の公開デー

タによる抽出

漂流物ガイドラインにて示される対象漂流物以外についても

公開データより網羅的に抽出を行い、施設 B設備等を抽出した

(表-2-5-4)。

表-2-5-4 漂流物ガイ ドラインにて示される対象漂流物以外の確認結果

③現場ウォークダウンによる抽出結果

現場ウォークダウンにより、①②にて抽出した施設 E設備等の

現場確認を行うとともに、それ以外の漂流物となる可能性のあ

る施設 日設備等を抽出した(表-2-5-5)。

公開データ
公開データにて抽出した

施設 】設備等
確認結果

市町村基本データ

音海漁港

上瀬漁港

神野浦漁港

小黒飯漁港

高浜町には漁港が存在

することから、漁具、魚

網の存在が想定される

人口統計ラボ 家屋
家屋が存在すると想定

される
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現場ウォークダウンに

て抽出した施設 E設備

等

抽出した位置 数量

船舶
B漁船
a輸送船

内浦
内,甫湾
内浦

湾
以外
港

約

1隻
120隻
15隻
1隻

(10t)
(10t)
(10t)
(5000t)

車両 (一般車両 )

音海地区
神野浦地区
日引地区
上瀬地区
内,甫港

多数

家屋、建物

音海地区
神野浦地区
日引地区
上瀬地区
内浦港

多数

その他
日浮き筏
B防波堤

百澤地区
神野浦地区
日引地区
上瀬地区
内浦港

165床 (lt)
多数

表-2-5-5 現場ウォークダウンによる抽出結果

ハ.発電所構外における漂流物となる可能性のある施設 日設備等の抽
出結果の集約

抽出結果を以下の通 り集約 した以下の通 り集約 した (表 -2-5-6、

図-2-5-22)。 なお、施設 日設備等については、ウォークダウンを

実施 し漂流物の評価への影響がないことを確認している。

表-2-5-6 発電所構外における漂流物となる可能性のある

施設 口設備等の抽出結果

施設・設備等 種類 状況 場所 数量 重量 (概数 ) 備考

漁船
船舶 停泊・航行

内浦港
1隻 10t

約 120隻 10t

小黒飯地区 約 15隻 10t

輸送船 内浦港 1隻 5000t未満

家屋 (建物) 木造建屋

設置

音海地区

神野浦地区

日引地区

上瀬地区

内浦港

多数

家屋 (建物) 鉄筋コンクリー ト造建屋 多数

防波堤 防波堤 多数

車両
車両 駐車・走行

多数

浮き筏 その他 設置 内浦港 約 165床 約 lt
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図-2-5-22 発電所構外における漂流物となる可能性のある施設 日設備等

の抽出結果
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(d)発電所構外における漂流物となる可能性のある施設 日設備等の抽
出

イ.漂流物となる可能性のある施設 日設備等の抽出範囲の選定
発電所構内の敷地において、津波シミュレーション結果から浸

水する範囲を抽出範囲として選定する (図 -2-5-23～図-2-5-24)。

【波源】
断層 :若狭海丘列付近断層(福井県)
海底地すべり:エリアB(Kinemauc)
地すべり開始時間t:78秒

【計算条件】
周辺陸域 :完全反射条件
計算潮位 :上昇側T.P.+0.49m

評価潮位 :上昇側T.P.+0.49m

取水路防潮ゲート:両系列 閉

2号炉海水ポンプ室
前面TP+110m

図-2-5-23 発電所構内の敷地において、津波シミュレーション結果から

浸水する範囲

口前面
TP+501m

争号

1号及び2号炉放水口前面
TP+528m

放水路(臭)TP+61lm

3,4号炉循環水ポンプ室
TP+421m 1号炉海水ポンプ室

前面TP+116m

取水口前面TP+449m
3.4号炉海水ポンプ室
TP+163m 取水路防潮ゲ…ト

前面TP+545m
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＼

〆 虫

図-2-5-24 高浜発電所 津波遡上範囲

防潮扉 取水路防潮ゲート

頑 Kう

放水口側防潮堤

凡例(数には敷亀書き)

‐‐ 浄波対策

津波朔上範囲
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口.漂流物となる可能性のある施設 日設備等の抽出範囲の抽出
構内配置図により、津波シミュレーション結果から浸水する範

囲において漂流物となる可能性のある施設 B設備等を抽出する。

また、構内配置図では確認できない施設 日設備等については現場

ウォークダウンにより抽出する。

①構内配置図による抽出

構内配置図に赤枠で示した津波遡上範囲に対して、漂流物と

なる可能性のある施設 B設備等を抽出した。

②現場ウォークダウンによる抽出

現場ウォークダウンにより、①にて抽出した施設日設備等につ

いて現場確認を行うと共に、構内配置図上では確認できない漂

流物となる可能性のある施設 a設備等を抽出した。

また、物揚岸壁に停泊する可能性のある燃料等輸送船につい

ては、漂流物となる可能性のある船舶として整理した (図 -2-5-

25,Ψ 彊コー2-5-28)。
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図-2-5-26 放水口側 (物揚岸壁付近)の協力会社事務所等構築物

No. 建物名称

1 温排水研究所

2 水楷上屋

3 温室

4 温排水研究所管理棟

5 事務所 (珂 )

6 事務所 (2)

7 事務所 (3)

8 事務所 (4)

詰所9

10 使用済燃料輸送容器保管建屋

11 気象鉄塔及び観測小屋

12 監視室

13 環境モニタ監視建屋
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建物名称

| 収納盤

2 放水ロモニタ収納ラック

回
○

―
¬

3 放水ロモニタ信号処理建屋

4 モニタポスト

＼

匝

図-2-5-27 放水口側 (3号及び4号炉放水口付近)の協力会社事務所等構築物

(
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図-2-5-28 敷地周辺の漂流物調査結果 (発電所敷地内及び取水口近傍)
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A.発電所構内における漂流物となる可能性のある施設 日設備等の抽
出結果の集約

抽出結果を以下の通 り集約 した以下の通 り集約 した (表…2-5-

7)。 なお、施設 日設備等については、ウォークダウンを実施 し漂

流物の評価への影響がないことを確認 している。

表-2-5-7 発電所構内における漂流物となる可能性のある

施設 B設備等の抽出結果

場所 No
構内配置図及び現場ウォークダウンにて抽

出した施設・設備等
種類 数量 重量 備考

放水口側

1 燃料等輸送船 船舶 1隻 5000t未満

2 岸壁クレーン 鉄骨構造 1 約 400t

3 気象鉄塔及び観測小屋 鉄骨構造 1 約 7t

4 使用済燃料輸送容器保管建屋 鉄筋コンクリー ト造 1 語99000t

5

協力会社事務

所等

協力会社事務所

鉄骨造もしくは軽量鉄

骨構造

4 約 650t

6 温排水研究所 1 率t3t

7 水槽上屋 1 約 100t

8
温室～温排水研究所管理

棟
1 約 120t

9 詰所 1 約 100t

10 監視室 1 冷t5t

11 環境モニタ監視建 1 語95t

12

その他構築物

等

外灯 その他 多数 約 lt

13 ポール (消防ホース用) その他 多数 約 lt

14 PPフ ェンス その他 多数 約 lt

15 PPゲー ト その他 多数 約 lt

16 植林 その他 多数 約 lt

17 燃料輸送容器 その他 ―式 約 100t

18 LLW輸送容器 その他 ―式 約 12t

19

車両等

一般車両 車両 多数 約 1～ 2t

20 仮設資材 その他 多数 約 lt

21 燃料輸送車両 車両 ―式 語t43t

22 LLW輸送車両 車両 ―式 監t10,8t

23
LLW輸送車両

(輸送容器含む)
車両 ―式

約 132t(+

ウェイト)

3.4号炉

放水口付近

1 3,4号放水ロモニタ信号処理建屋 鉄筋コンクリー ト造 1 4t26t

2 モニタポスト 鰯 1 約 7t

3 1,2号放水口

モニタ収納ラ

ック等

放水ロモニタ収納ラック 軽量鉄骨構造 1 約 5t

4 収納盤 軽量鉄骨構造 1 約 lt

取水口側

1 取水口門型クレーン 鉄骨構造 1 冷970t

2 取水口ロータリー レーキ 鉄骨構造 9 約 9t

3

クラゲ防止網

ブィ 定置網等 ―式
率も30七

4 クラゲ防止網 定置網等 2

5 固定ブロック 定置網等 ―式 約 3 5t
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(e)漂流物となる可能性のある施設 日設備等の評価

(c)、 (d)に て抽出した漂流物となる可能性のある施設 口設備に対

して、以下の通 り個別に評価を実施 した。

イ.当該施設 日設備等の漂流物となる可能性の評価

重量物であり沈降するか、または漂流物となるかの評価を実

施した。

① 発電所構外における評価 (表-2-5-8)

①-1 船舶 (漁船、輸送船)
漁船、輸送船については大きな浮力を有していることから、

漂流物となる可能性は否定できない。

①-2 木造建屋
地震または津波の波力で壊れる可能性があり、破壊された

構造物 (木材)は漂流物となる可能性は否定できない。
①-3 鉄筋コンクリート造建屋
地震により仮に破損したとしても、構造物本体 (鉄骨、コン

クリート)は重量物であり漂流物とはならない。
①-4 防波堤
地震により仮に破損したとしても、重量物であり漂流物と

はならない。

①-5 車両
内部に空気層があるため、浮遊を考慮した場合、漂流物とな

る可能性は否定できない。

①-6 その他 (浮き筏)
比較的軽量な漁具等については、漂流物となる可能性は否

定できない。

② 発電所構内における評価 (表-2-5-9)

②-1 船舶 (燃料等輸送船)
燃料等輸送船については大きな浮力を有していることから、

漂流物となる可能性は否定できない。

②-2 機器類 (岸壁クレーン、気象鉄塔、取水口門型レーキ、
取水口ロータリーレーキ等)

地震により仮に破損したとしても、構造物本体 (金属類)は

重量物であり漂流物とはならない。

②-3 鉄筋コンクリート造建屋
地震により仮に破損したとしても、構造物本体 (鉄骨、コン
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クリー ト)は重量物であり漂流物とはならない。

②-4 鉄骨造建屋
地震または津波の波力で壊れる可能性があり、破壊された

構造物 (外装材、軽量な建屋保管物)は漂流物となる可能性は

否定できない。

②-5 車両 (一般車両、仮設資材、燃料輸送車両、LLW輸送車
両、LLW輸送車両 (輸送容器含む))

一般車両及び仮設資材は、内部に空気層があるため、浮遊を

した となる可能性は否定できない。

②-6 定置網等
定置網等を固定する金属類、固定ブロック、ワイヤー及び碇

は重量物であり、漂流物とはならない。また、ブイ Bロープ及

び網については、切断され漂流物となる可能性は否定できな

い 。

②-7 その他 (外灯、ポール、PPフ エンス、PPゲー ト、植林、
燃料輸送容器、LLW輸送容器)

外灯、ポール、PPフ ェンス、PPゲー ト等を構成する部材は

比較的軽量であり、また切断され漂流物となる可能性は否定

できない。

植林は、海水より比重が小さいことから漂流物となる可能

い

燃料輸送車両及び LLW輸送車両は、重量物であり漂流物と

はならない。また、LLW輸送車両 (輸送容器含む)については、

浮力を上回るようウェイ トを積載する対策を実施することで

重量物とすることから漂流物とはならない (補足資料 )。 なお、

燃料輸送車両及び LLW輸送車両は漂流物とならないものの、

可能な範囲で、津波が到達 しない場所へ退避する方針とする。

(補足資料 )

燃料輸送容器は、重量物であり漂流物とはならない (補足資

料)。

LLW輸送容器は LLW輸送車両に固縛されており、、LLW輸送

車両 (輸送容器含む)に浮力を上回るようウェイトを積載する

対策を実施することで重量物とすることから、漂流物とはな

らない (補足資料)。

なお、燃料輸送容器及び LLW輸送容器は、輸送車両に積載さ

れている場合は、輸送車両退避の方針に準ずる。(補足資料)
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評 価

番 号
施設・設備等 種類 状況 場所 数量

重量

(概数)
評価

フロー

結果

①-1
漁船

船舶 停泊・航行

内浦港
1隻 10t 漂流物となる可能

性が否定できない

ため、次フローで評

価する

A以外
約 120隻 10t

小黒飯地区 約 15隻 10t

輸送船 内浦港 1隻 5000t未 満

①-2 家屋 (建物) 木造建屋

設置 昔海地区

神野浦地区

日引地区

上瀬地区

内浦港

多数

漂流物となる可能

性が否定できない

ため、次フローで評

価する

A以外

①-3 家屋 (建物 ) 鉄筋コンクリー ト造建屋 多数
童量物であり漂流

物とならない
A

①-4 防波堤 防波堤 多数
重量物であり漂流

物とならない
A

①-5 車両 車両 駐車・走行 多数

漂流物となる可能

性が否定できない

ため、次フローで評

価する

A以外

① -6 浮き後 その他 設置 内浦港 約 165床 約 lt

漂流物となる可能

性が否定できない

ため、次フローで評

価する

A以外

表-2-5…8 当該施設・設備等の漂流物となる可能性の評価結果

発電所構外
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表-2-5-9 当該施設 日設備等の漂流物となる可能性の評価結果

発電所構内
評価

番号
堀 所 No 施設・設備等 種類 数量 重丑 評価

フロー

結果

②-1

放水口側

1 燃料等輸送船 船舶 1隻 5000t未 満

漂流物となる可能性

が否 定 で きな いた

め、次フローで評価

する

A以外

② -2
2 岸壁クレーン 鉄骨構造 i 約 400t 重量物であり漂流物

とならない
A

3 気象鉄塔及び観測小屋 鉄骨構造 1 約 7t

② -3 4 使用済燃料輸送容器保管建屋 鉄筋コンクリー ト造 1 約 9000t
重量物であり漂流物

とならない
A

② -4

5

協力会社事務所

等

協力会社事務所

鉄骨造もしくは

軽量鉄骨構造

4 約 650t

漂流物となる可能性

が否 定 で きな いた

め、次フローで評価

する

A以外

6 温排水研究所 1 約 3t

7 水槽上屋 1 約 100t

8
温室、温排水研究所管

理棟
1 約 1201

9 詰所 1 約 100t

10 監視室 1 約 5t

11 環境モニタ監視建 1 約 5t

②-7

12

その他構築物等

外 灯 その他 多数 約 lt

漂流物となる可能性

が否 定 で きな いた

め、次フローで評価

する

A以外

13 ポール(消防ホース用) その他 多数 約 lt

14 PPフ ェンス その他 多数 約 lt

15 PPゲート その他 多数 約 It

16 植林 その他 多数 約 lt

17 燃料輸送容器
×I

その他 ―式 約 100t
重量物であり漂流物

とならない
A

18 LL‖ 輸送容器
※1

その他 ― 式 約 12t
重量物であり漂流物

とならない。

②-5

19

車両等

一般車両 車 両 多数 約 1～ 2t
漂流物となる可能性

が否 定 で きな い た

め、次フローで評価

する

A以外

20 仮設資材 その他 多数 約 lt

21 燃料輸送車両
譲2

車 両 ― 式 約 43t

重量物であり漂流物

とならない
A

22 LLW輸送車両※2 車両 一 式 約 10,8t

23
LLW輸送車両※2

(輸送容器含む )
車両 一 式

約 132t(+

ウェイト)

②-3

3,4号炉

放水日付近

1 3.4号放水ロモニタ信号処理建屋 鉄筋コンクリー ト造建屋 約 26t
重量物であり漂流物

とならない
A

②-4

2 モニタポスト 鉄骨造 1 約 7t 漂流物となる可能性

が否 定 で きな いた

め、次フローで評価

する

A以外3
1,2号 放水ロモ

ニタ収納ラック

等

放水ロモニタ収納ラッ

ク
軽量鉄骨構造 約 5t

4 収納盤 軽量鉄骨構造 1 約 lt

②-2

取水口側

1 取水日門型ク レー ン 機器類 (鉄骨構造 ) 1 約 70t 重最物であり漂流物

とならない
A

2 取水ロロータ リー レーキ 機器類 (鉄骨構造 ) 9 約 9t

②-6

3

クラゲ防止網

ブイ 定置網等 ― 式

約 30t
漂流物となる可能性

が否 定 で きな い た

め、次フローで評価

する

A以外
4 クラゲ防止網 定置網等 2

5 固定プロック 定置網等 ― 式 約 35t

※1:輸送車両に積戟されている場合は、輸送車両退避の方針に準ずる

※2:漂流物とならないものの、可能な範囲で敷地内の津波が到達 しない場所へ避難する方針
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口.当該施設 口設備等の津波防護施設、取水機能を有する安全設備等

に対する漂流物となる可能性の評価

イ.に より漂流物となる可能性が否定できないと評価された
ものについて、津波の流況及び地形、設置状況、緊急退避の実効

性を考慮 し、津波防護施設、取水機能を有する安全設備等に対す

る漂流物となるかの評価を実施 した。

① 発電所構外における評価

①-1 船舶 (漁船)
敷地周辺に停泊する小型の漁船については、内浦湾内に放

水口前 1隻、放水口前以外に約 120隻存在する。停泊中の船

舶は、津波の流向及び設置状況から、津波防護施設、取水機能

を有する安全設備等に対する漂流物とはならない。

なお、取水口側について、航行中に発電所取水口近傍で万一

航行不能となり漂流する場合を想定し検討した (図 -2-5-23)。

(ア )(震後 53分):取水庭内の最大水位は、震後 53.05分に
T.P.+4.64m程 度となり、更に高潮との重

畳 (+0.49m)を考慮すると、漂流物 (漁

船喫水 1.9m)は、取水ロケーソン天端

(T.P.+3.Om)を越えて取水路内に浸入

する可能性があり、取水路に沿つて取水

路防潮ゲー トに向かう。

(イ )(震後 56分 ):取水路内ではほぼ取水路に平行に流速は推

移し、取水庭部の最大流速は引き波時に

4.Om/s程 度となる。

(ウ )(震後 58分 ):取水庭内の最低水位は震後58.20分に T.P.―

3.71mと なるが、非常用海水路呑み口前

の水深はT.P.-6.2mで あることから、漁

船 (喫水 1.9m)は座礁する可能性はなく、

非常用海水路呑み口前に留まることは

ない。

(工 )(震後 60分 ):その後 (震後 58.20分以後)は水位の上昇

に伴い再度漂流し、それ以降も座礁する

ことはない。
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以上より、航行中の漁船については、津波襲来時は沖合に退

避または係留地点に戻ることを基本としているものの、万一、

発電所近傍で航行不能となつた場合を想定すると、津波防護

施設、取水機能を有する安全設備等に対する漂流物となる可

能性は否定できない。

①-2 船舶 (輸送船)
取水路から lkm以上離れて位置する内浦港に、輸送船が停

泊する場合があるが、以下理由から、津波防護施設、取水機能

を有する安全設備等に対する漂流物とはならない。
,津波の流向及び発電所周辺地形から取水路への漂流が考

えにくい
日漂流物を積載した輸送船は、津波警報等発表時には、緊急

退避 (離岸)または係留強化することとしている。

①-3 木造建屋
音海地区、神野浦地区、日引地区、上瀬地区、小黒飯地区、

内浦港の海岸線上には人工構造物として家屋、建物があるが、

津波の流向及び設置状況から、津波防護施設、取水機能を有す

る安全設備等に対する漂流物とはならない。

①-4 車両
車両については、浮遊を考慮した場合においても津波の流

向から、津波防護施設、取水機能を有する安全設備等に対する

漂流物とはならない。

①-5 その他 (浮き筏)
発電所敷地周辺の浮き後については放水口前に13床及び物

揚岸壁付近に 12床存在するが、津波の流向を考慮すると、放

水口前にある浮き後が津波防護施設、取水機能を有する安全

設備等に対する漂流物となる可能性は否定できない。

また、津波流向により漂流物とならないとしているものに対

して、津波襲来時における水粒子の軌跡解析を実施することに

より、発電所に対する影響の有無を以下の通 り確認 した。

高浜発電所周辺に停泊中の漁船 日家屋 日建物等が漂流物とな

つた場合を想定し、津波襲来時における挙動をシミュレーショ

ンした。波源及び計算条件を表‐2‐ 5‐ 10に、想定した漂流物の

初期位置を図
‐
2‐ 5‐ 31、 津波襲来時における挙動の軌跡を図

‐
2‐ 5‐

32にァドす。

漂流物の挙動は、水粒子の軌跡と完全に一致するものではな
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いが、水粒子の軌跡のほうが漂流物の挙動と比較して敏感であ

り、漂流物の発電所への影響を評価する上で重要な項目である

流向については、十分に把握できると考えられる。また、図‐2‐

5‐32に示す通り、水粒子の軌跡は押し波 B引き波を交互に受

けて、ある一定の範囲内を移動する挙動を示しており、移動

の方向についても発電所に向かうような傾向を示していないこ

とから、漂流物に作用する慣性力の影響を考慮したとしても、

漂流物が発電所に影響を及ぼすような挙動を示す恐れはない。

表-2-5-10 漂流物軌跡解析の波源及び計算条件

図-2-5-31 想定した漂流物の初期位置

波源

基準津波 1(若狭海丘列付近断層+隠岐 トラフ

海底地すべり (エ リア B)(Kinematicモ デ

ル,78秒ずれ))

発電所構内 遡上条件

地盤変状 な し

計算時間 地震発生後の 0分～180分

上ll耳地区

家産 車両:ヴ,液 1建

津波′′■向

津液流向

音海 1也区f=泊 1と

漁船 みう20長

浮さ織
欝 床

クラザ防止編:申野
'南

地区f手

'8Jヒ漁″。
l約 50贅

家塁 建物 防波堤 車両

漁船 約15隻

家屋 建物他

〔凡例】

浮き残設置エリ7       ■■
=ト

入口的な t寺造物 設邑物寺なし
―

漁船停泊エリア       ロ■■

ユ燃料等輸 ]ス船
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挙

点 H

図-2-5-32 基準津波による漂流物の軌跡

② 発電所構内における評価

②-1 船舶 (燃料等輸送船)
取水路から lkm以上離れて位置する物揚岸壁には、燃料等

輸送船が停泊するが、以下理由から、津波防護施設、取水機能

を有する安全設備等に対する漂流物とはならない。(図-2-5-

33,34)

日津波流向日発電所周辺地形から取水路への漂流が考えにくい

経路
日輸送船の岸壁への係留
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B岸壁には防げん材が設置されており、かつ輸送船は法令 (危

険物船舶運送及び貯蔵規則)に基づく二重船殻構造等十分
な船体強度を有する
日輸送物を積載した輸送船は津波警報等発表時若しくは、荷役

中以外に発電所構外にて、津波と想定される潮位を観測し

た場合には、緊急退避 (離岸)することとしており、震災以

降、輸送に先立ち、緊急離岸マニュアルを整備し訓練を行い、

その実効性を確認する。

取水口

図-2-5-33 津波流向と発電所の位置関係

物揚岸壁 高浜発電所

吟 :津波伝播経路イメージ
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※

荷役中の場合、作業を中断。作業員・輸送物の安全を確認

津波警報等が発表されないで襲来する津波の場合は、構外潮位計

による検知後の退避連絡を受けて対応。

津波警報等発表

※ 2

情 報 収 集

船内にあるテレビ・

ラジオ・無線にて

津波情報収集

船

舟白

の

緊

急

退

避

津波到達時

間等を考慮
し、船長が

判断・指示

※ 1

※ 2

図-2-5-34 緊急退避フロー図

O燃料等輸送船の緊急退避

輸送物を積載 した燃料等輸送船の主な輸送行程は、「物揚

岸壁への接岸」～「荷役」～「物揚岸壁からの離岸」である。

輸送船と輸送物の干渉がない「荷役」以外の行程は、輸送行

程の大部分を占めており、津波警報等発表若 しくは、発電所

構外において、津波と想定される潮位を観測 してから数分

で緊急退避が可能である。輸送船と輸送物が干渉 しうる「荷

役」行程は、これよりも退避までに時間を要するが、輸送行

程の中で極めて短時間であること、輸送船とクレーンの干

渉回避前から係留索を取り外すなどの時間短縮により 5分

程度で退避可能であること、また、設備維持の観点から実施

した訓練実績より積み上げた場合、20分程度で退避可能で

あることから、物揚岸壁に接岸中の輸送船はほとんどの場

合において短時間で緊急退避が可能である (図 -2-5-35,36)。

で 」 で

岸のための荷下ろし作業中となることもあるが、以下理由

から輸送船は航行不能となるとは考えられず、漂流物とは

ただし、津波警報等が発表されず、かつ、荷役中に津波が

襲来した場合は燃料等輸送船が緊急退避できない可能性が

あることから、荷役中に発電所構外にて、津波と想定される

潮位を観測した場合は緊急退避せず、係留強化することと

する。荷役中でなければ、輸送船は数分で離岸できるため、

緊急退避を行う。(図-2-5-37)
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ならない。
日岸壁に係留
日津波高さと喫水高さの関係から岸壁を越えず留まる
日岸壁には防げん材が設置されており、かつ輸送船は法令

(危険物船舶運送及び貯蔵規員J)に基づく二重船殻構造

等十分な船体強度を有する

また、接岸時や離岸の準備中等の係留時以外の状況であ

ったとしても、以下理由から輸送船は航行不能となるとは

考えられず、漂流物とはならない。
日岸壁付近での輸送船は着底した場合においても転覆に至

ることはない
日岸壁には防げん材が設置されており、かつ輸送船は法令

(危険物船舶運送及び貯蔵規則)に基づく二重船殻構造

等十分な船体強度を有する

・津波の最大流速に対して十分な性能を有する
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【入港】 【接岸】
―
‐↓
―

【荷役】 【離岸】

② ③

輸送行程 口緊急退避のイメージ

【出港】

::吟
|

物輸送

①

図-2-5-35

I   辞期襲来津波波形 基準津波波形
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＼

数分φ

荷役作業終 了(干渉回避)後 作業員 輸送物退遺
荷役
中断
荷督作業
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岸
壁
傷
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荷役作業終了(干渉回逮)後 作業員 輸送物退避
荷役

中断

荷役作業

(干渉回遭)靭

〕
係慾取外□ 待機

約徊 分

図-2-5-36 津波襲来と緊急退避時間イメージ
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図-2-5-37 津波襲来と緊急退避時間イメージ

(発電所構外において、津波と想定される潮位を観測した場合)
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当 社 船 社

に

陸側作業員・輸送物の緊急退避※を決定。船社
より輸送船緊急退避決定の連絡を受領

輸送船の緊急退避を決定し、当社へ連絡

の緊急退避

輸送船内にて地震・津波情報を収集

(地震・津波発生)

地震・津波時の
対応

船員詰め所にて地震・津波情報を収集

(地震・津波発生 )
連絡

○燃料等輸送船の緊急退避への当社の関わ り

燃料等輸送船の緊急退避は船社が実施するため、当社は、

輸送にかかる契約にて、緊急退避の措置の状況を、監査や訓

練結果報告書等にて確認 している。

また、燃料等輸送船の緊急退避についての当社と船社の

運用の関係性は図-2-5-38の とおりであり、これら一連の対

応を行うため当社は、当社―船社間の連絡体制を整備する

とともに、地震 J津波時の緊急時対応マニュアルを定め、緊

急退避訓練を実施し、マニュアルの実効性を確認している。

また、電源喪失時にも岸壁クレーン操作できるよう非常用

電源を設置している。

図-2-5-38 輸送船緊急退避時の当社と船社の運用の関係性

②-2 鉄骨造建屋
放水口側または 3,4号炉放水口付近の鉄骨造建屋の構造物

については、押し波により津波防護施設に対する漂流物とな

る可能性は否定できない。

②-3 車両 (一般車両、仮設資材)
放水口側の仮設資材については、押し波により津波防護施

設に対する漂流物となる可能性は否定できない。

万ズ水口恨Jの一般早向について lよ、F先評刺でほ滓涙 li万護施設

に対する漂流物となる可能性は否定できないものとして整理

していた。しか し、モバイル性を有する燃料等輸送車両が可能

な限り退避する運用を定めていることから、一般車両につい

ても同様に、津波の流況及び地形並びに車両位置と津波防護

施設との位置関係を踏まえ、津波防護施設への影響を確認 し、

必要に応 じ、当社敷地内の津波が到達 しない場所へ退避する

運用を定めることにより、津波防護施設に影響を及ぼさない
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方針 とする。 (補足資料 )

②-4 定置網等
取水口側のブイ Eロープ及び網については、押し波により津

波防護施設、取水機能を有する安全設備等に対する漂流物と

なる可能性は否定できない。

②-5 その他 (外灯、ポール、PPフ ェンス、PPゲー ト、植林)
放水口側の外灯、ポール、PPフ エンス、PPゲー ト及び植林

については、押し波により津波防護施設に対する漂流物とな

る可能性は否定できない。

表-2-5-11 当該施設 B設備等の津波防護施設、取水機能を有する安全設備等

に対する漂流物となる可能性の評価結果 (発電所構外)
評価

番号

施設・設備

等
種類 状 況 場 所 数量

重量

(概数 )
評価

フロー

結果

①-1 漁 船

船舶 停泊・航行

内浦港
1隻 10t 航行中の船舶は津波防護施設、取水機能

を有する安全設備等に対する漂流物と

なる可能性が否定できないため、次フロ

ーで評価する

B以外
約 120隻 10t

小黒飯地区 約 15隻 10t

①-2 輸送船 内浦港 1隻 5000七 未満

取水路から十分離れて位置する内浦港

に、輸送船が停泊する場合があるが、以

下理由から、津波防護施設、取水機能を

有する安全設備等に対する漂流物とは

ならない

・津波の流向及び発電所周辺地形から

取水路への瀑流が考えにくい。

・漂流物を積載した輸送船は、津波警報

等発表時には、緊急退避 (離岸)また

は係留強化することとしている

①-3 家屋 (建物) 木造建屋 設置 音海地区

神野浦地区

日引地区

上瀬地区

内浦港

多数

津波の流向及び設置状況から、津波防護

施設、取水機能を有する安全設備等に対

する漂流物とはならない

①-4 車両等 車両 駐車・走行 多数

車両については、浮遊を考慮した場合に

おいても津波の流向から、津波防護施

設、取水機能を有する安全設備等に対す

る漂流勿とはならない。

B

①-5 浮き後 その他 設置 内浦港 約 165床 約 lt

津波防護施設に対する漂流物となる可

能性が否定できないため、次フローで評

価する

日以外
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表-2-5-12 当該施設 B設備等の津波防護施設、取水機能を有する安全設備等

に対する漂流物となる可能性の評価結果 (発電所構内)

※津波防護施設への影響及び必要に応じ定める運用の成立性については、詳細設計段階で確認する。

評価

番 号
場 所 Ho 施設・設備等 種類 数量 重 量 評価

フロー

結異

②
-1

放水口側

1 燃料等輸送船 船舶 1隻 5000t未 満

取水路から lkm以上離れて位置する物揚

岸壁には、燃料等輸送船が停泊するが、以

下理由から、津波防護施設、取水機能を有

する安全設備等に対する漂流物とはなら

ない。

・津波流向・発電所周辺地形から取水路ヘ

の漂流が考えにくい経路

・輸送船の岸壁への係留

・岸壁には防げん材が設置されており、か

つ輸送船は法令 (危険物船舶運送及び

貯蔵規則)に基づく二重船殻構造等十

分な船体強度を有する

・輸送物を積載 した輸送船は津波警報等

発表時若 しくは、荷役中以外に発電所

構外にて、津波と想定される潮位を観

測 した場合には、緊急退避 (離岸)する

こととしており、農災以降、輸送に先立

ち、緊急離岸マニュアルを整備 し訓練

を行い、その実効性を確認する

②-2

7

協力会社事務

所等

協力会社事務所

鉄 骨造 も しく

は

軽量鉄骨構造

4 約 650t

押 し波により津波防護施設に対する漂流

物となる可能性は否定できないため、次

フロ~で芭子価する

B以外

8 温排水研究所 1 約 3t

9 水槽上屋 1 約 100t

10
温室、温排水研究所管

理検
1 約 120t

11 目吉所 1 約 100t

12 監視室 1 約 5t

13 環境モニタ監視建 1 約 5t

②-5

14

その他構築物

等

外灯 その他 多数 約 1七

押 し波により津波防護施設に対する漂流

物となる可能性は否定できないため、次

フローで評価する

B以外

15 ポール(消防ホース用) その他 多数 約 1七

16 PPフ ェンス その他 多数 約 lt

17 PPゲート その他 多数 約 lt

18 植林 その他 多数 約 lt

②-3

19

車両等

一般車両 車両 多数 約 1～ 2t

津波の流況及び地形並びに車両位置と津

波防護施設との位置関係を踏まえ、津波

防護施設への影響を確認 し、必要に応 し、

当社敷地内の津波が到連 しない場所へ退

避する運用を定めることにより、津波防

護施設に影響を及ぼさない方針とする。

B※

20 仮設資材 その他 多数 約 lt

押 し波により津波防護施設に対する漂流

物となる可能性は否定できないため、次

フローで評価する

B以外

②-2
3,4号炉

放水日付近

2 モニタポスト 鉄骨造 1 約 7t
押 し波により津波防護施設に対する漂流

物となる可能性は否定できないため、次

フローで評価する

B以外3
1,2号放水ロモ

ニタ収納ラッ

ク等

放水ロモニタ収納ラッ

ク
軽量鉄骨構造 1 約 5t

4 収納盤 軽量鉄骨構造 1 約 lt

②-4 取水日側

3

クラゲ防止網

ブ イ 定置網等 ―式

約 30t

押 し波により津波防護施設、取水機能を

有する安全設備等に対する漂流物となる

可能性は否定できないため、次フローで

評価する

B以外4 クラゲ防止網 定置網等 2

5 固定プロック 定置網等 ―式 約 35t
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ハ.津波防護施設、取水機能を有する安全設備等の取水性への影響
評価

津波防護施設への影響については、「3.施設 B設備の設計 日評
価の方針及び条件」にて、日.により漂流物となる可能性が否定
できないと評価されたもののうち、最大級の漂流物である総 卜

ン数 10t級 (排水 トン数 30t)の小型漁船の衝突荷重に対して津

波防護施設の機能が十分保持できるよう設計 していることから、

漂流物による津波防護施設への影響はない。

取水性への影響については、日.により漂流物となる可能性が

否定できないと評価されたものについて、取水機能を有する安

全設備等の取水性への影響を考慮 し、漂流物対策の要否につい

て評価を実施 した。 (表-2-5-13、 表-2-5-14)

① 発電所構外における評価

①-1 船舶 (漁船)
航行中に発電所取水口近傍で万―航行不能となり漂流する

場合、津波の流向及び地形により漂流した場合においても、高

さ T.P.+8.Omの放水口側防潮堤、防潮扉並びに T.P.+8.5mの

取水路防潮ゲー トにより防護されるため、取水性への影響は

ない。また、非常用海水路呑み口前面及び海水取水 トンネル前

面に閉塞防止措置を設置することから、漂流物により非常用

海水路呑み口及び海水取水 トンネル呑み口が閉塞することは

ない。(図 -2-5-39～ 41)なお、開塞防止措置については、非常

用海水路の通水機能に影響のない設計とすることとし、総 ト

ン数 10t級 (排水 トン数 30t)の小型漁船の衝突力、津波波力、

基準地震動 Ssに対する機能維持を各々考慮した設計とする。
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取水ロ

(非常用海水路 )

(海水取水 トンネル )
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T P ～8 4m

図-2-5-39 J卜常用開水路呑み口及び海水取水 トンネル呑み口

平面図 B断面図

取水日前コ八カ津波吉さ(下降偶)

T.P.4.7m

T,P‐50m
鼻常用海ホ路
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(非常用海水路 )

(海水取水 トンネル )

_P471m
T

図-2-5-40 取水口付近での漁船の漂流

(震後 53分および震後 58分 )

①  (震倹働分痛 題との重畳

①   (震後弱分)菌溜との■畳

第二編 丹町添 1-248



(非常用海水路 )

ヤ

非常用海水路呑み田部平画図

A¬ A―A断面図

B一 B断面国

閉塞防止措置

B「

A

(海水取水 トンネル )

海水取水トンネル呑み口部平面園

A 閉塞防止措置としての3日製杭

lm

¬ B

閉塞防止措置く、

TP 62m

A― A断 面図

1

TR-2_7m

閉塞防止措置としての鋼襲杭

図-2-5-41 漂流物による閉塞防止措置

閉塞防止措置を設置した場合、非常用海水路呑み口及び海

水取水 トンネル呑み口付近での通水性への影響が懸念される

ため、その影響について評価した。

<非常用海水路>
非常用海水路呑み口付近から閉塞防止措置を通 り抜けると

ころで、①断面急縮による損失が発生し、その後、非常用海水

路呑み口に流入する時に②断面急縮による損失が発生すると

仮定すると、損失hfは、以下の式で表される。

hf==hfl‐■hf2

」 I
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hfl=ξ ①急縮 X V12■ (2g)
hf2=ξ ②急縮 X V22■ (2g)
ここに、vl:閉塞防止措置を通り抜ける時の流速

V2:非常用海水路呑み口を通り抜ける時の流速
1号炉及び2号炉海水ポンプの取水能力 3,200m3/hrX 2台

であることから、閉塞防止措置を通り抜ける時の断面積 Aを

幅 2.5m X両側 2X高さ 1.4m(閉塞防止措置の開口高さ)よ り
A=7席 とすると、vl=0.26m/sと なる。また、非常用海水路
呑み口断面積 Alを幅 2m X高 さ 2m(矩形)よ りAl=4席とす
ると、v2=0・ 45m/sと なる。

損失係数ξ①急縮およびξ②急縮については日本機械学会、管路

ダクトの流体抵抗 (1979年版)よ り設定する。

ξ①急縮=1/2X(1-A/AO)=0.48
ξ②急縮=1/2X(1-A1/A)=0.22
ここに、AO:常用取水路通水断面積で約 140席

hf==hfl―■hf2

=0.48 X O.262■ (2X9.8)+0.22 X O.452■ (2X9.8)

==0.0040m
→lcm以下と非常に軽微であり、非常用海水路の通水性に

影響はない。

<海水取水 トンネル>
海水取水 トンネル呑み口付近の常用取水路から鋼製杭の両

脇をすり抜けるところで、①断面急縮による損失が発生し、鋼

製杭の両脇をすり抜けた後に②断面急拡による損失が発生す

ると仮定すると、鋼製杭による損失hfは、以下の式で表され

る。

hf= (ξ①急縮+ξ②急拡)X V2■ (2g)
ここに、v:鋼製杭をすり抜ける時の流速で海水ポンプの取

水能力5,100m3/hrX 2台

鋼製杭の両側をすり抜ける時の断面積 Aを幅 lm x両側 2X

高さ2.5m(海水取水トンネル開口高さ)よ りA=5席 とすると
v=0.57m/sと なる。

損失係数ξ①急縮およびξ②急拡については日本機械学会、管路

ダクトの流体抵抗(1979年版)よ り設定する

ξ①急縮=1/2X(1-A/AO)=0.48
ξ②急拡=(1~A/Al)2=0.04
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ここに、AO:常用取水路通水断面積で約 140浦

Alは海水取水 トンネル呑み口断面で 2.5m X 2.5m(矩 形)=
6.25席とする。

hf= (0.48+0.04)XO.572■ (2X9.8)=0.0086m
→lcm以下と非常に軽微であり、海水取水 トンネルの通水

性に影響はない。

また、放水口側については、放水口側防潮堤および防潮扉に

より漂流物の浸入を防ぐ設計とする。

①-2 浮き筏
発電所放水口側に位置する浮き後については、津波の流向

及び地形により漂流した場合においても、高さ T.P.+8.Omの

放水口側防潮堤、防潮扉により防護されるため、取水性への影

響はない。

② 発電所構内における評価

②-1 鉄骨造建屋
放水口側または 3,4号炉放水口付近の鉄骨造建屋の構造物

については、津波の流向及び地形により漂流した場合におい

ても、高さT.P.+8.Omの放水口側防潮堤、防潮扉により防護さ

れるため、取水性への影響はない。

②-2 仮設資材
放水口側の仮設資材については、津波の流向及び地形によ

り漂流した場合においても、高さ T.P.+8.Omの放水口側防潮

堤、防潮扉により防護されるため、取水性への影響はない。

②-3 定置網等
取水口側のブイロロープ及び網については、津波の流向及び

地形により漂流した場合においても、高さ T.P.+8.5mの取水

路防潮ゲートにより防護されるため、取水性への影響はない。

②-4 その他 (外灯、ポール、PPフ エンス、PPゲー ト、植林 )
放水口側の外灯、ポール、PPフ エンス、PPゲー ト及び植林

については、津波の流向及び地形により漂流した場合におい

ても、高さT.P.+8.Omの放水口側防潮堤、防潮扉により防護さ

れるため、取水性への影響はない。
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評 価

番号

施設 設備

等
種類 状 況 場 所 数量

重量

(概数 )
評価

フロー

結果

① -1 漁船 船舶 停泊・航行

内浦港

1隻 10t

航行中の漁船については、漂流した場合

においても、高さTP+80mの 放水日側
防潮堤、防潮扉並びにTP+85mの 取水
路防潮ゲー トにより防護されるため、取

水性への影響はない。また、非常用海水

路呑み日前面に開塞防止措置を設置す

ることから、漂流物により非常用海水路

呑み口が開塞することはない。

C約 120隻 10t

小黒飯地区 約 15隻 10t

①-2 浮き筏 その他 設置 内浦港 約 165床 約 lt

さTP+80mの放水口側防潮堤、防潮扉
により防護されるため、取水性への影響

はない。

C

表…2-5-13 津波防護施設、取水機能を有する安全設備等の取水性への

影響評価結果 (発電所構外)

表-2-5-14 津波防護施設、取水機能を有する安全設備等の取水性への

影響評価結果 (発電所構内)

評価

番号
場所 No 施設 ,設備等 種類 数量 望丑 評価

フロー

結果

②-1

放水口側

5

協力会社事務所

等

協力会社事務所

鉄 骨 造 も し

くは軽 量 鉄

骨構造

4 約 650t

高さ TP+80mの 放水口側防潮堤、防

潮扉により防護されるため、取水性へ

の影響はない

C

6 温排水研究所 1 約 3t

7 水槽上屋 1 約 100t

8
温室、温排水研究所管

理棟
1 約 120t

9 詰所 1 約 100t

10 監視室 1 約 5t

11 環境モニタ監視建 1 約 5t

②-4

12

その他構築物等

外 灯 その他 多数 約 lt

高さ TP+80mの 放水国側防潮堤、防

潮扉により防護されるため、取水性ヘ

の影響はない

C

13 ポール(消防ホース用) その他 多数 約 lt

14 PPフ ェンス その他 多数 約 lt

15 PPゲート その他 多数 約 lt

16 植林 その他 多数 約 lt

②-2 18 車両等 仮設資材 その他 多数 約 lt

高さ TP+80mの 放水口側防潮堤、防

潮扉により防護されるため、取水性ヘ

の影響はない

C

②
-1

3.4号炉

放水日付近

2 モニタポスト 鉄骨造 1 約 7t

高さTP+80mの 放水口側防潮堤、防

潮扉により防護されるため、取水性へ

の影響はない

C
3
1.2号放水ロモ

ユタ収納ラック

等

放水ロモニタ収納ラッ

ク

軽 量 鉄 骨 構

造
1 約 5t

4 収納盤
軽 量 鉄 骨 構

造
1 約 lt

②-3 取水 口側

3

クラゲ防止網

ブイ 定置網等 ― 式

約 30t
高さ TP+85mの 取水路防潮ゲー ト

により防護されるため、取水性への影

響はない

C4 クラゲ防止網 定置網等 2

5 回定ブロック 定置網等 ― 式 約 35t
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e.漂流物に対するまとめ

基準津波により漂流物となる可能性がある施設 日設備等が取水機能

を有する安全設備の取水性確保に影響を及ぼさないことを、発電所構

外と発電所構内で区分けして整理 した。 (表-2-5-15、 表-2-5-16)

表-2-5-15 漂流物となる可能性のある施設 日設備等の評価結果

(発電所構外 )

施設・設備等 種類 状 況 場所 数量
重量

(概数)

フロー

結果

漁船
船舶 停泊・航行

内浦港

1隻 10t
B

C

約 120隻 10t
B

C

小黒飯地区 約 15隻 10t

B

輸送船 内浦港 1隻 5000t未 満

家屋 (建物) 木造建屋

設置

音海地区

神野浦地区

日引地区

上瀬地区

内浦港

多数

家屋 (建物 ) 鉄筋コンクリー ト造建屋 多数

防波堤 防波堤 多数

車両 車両 駐車・走行 多数 B

浮き筏 その他 設置 内浦港 約 165床 約 lt C

フロー結果 評価

A 重量物であり漂流物とはならない。

B 津波の流向及び設置状況から、発電所に対する漂流物とはならない。

C

航行中の漁船は漂流検討対象となるが、高さTP+80nの肋 k口側防朝患 蜘 dこ TP+85¬の耳ヌフ耀各

防潮ゲートにより防護されるため、取7k性への影響はない。また、浮き後は漂流検討対象となるが、高さ

TP+8助 の放水口側萌朝患 防潮剤こより防護されるため、取水性へ②諺響I潔よい。
D 漂流物となる可能性があり、津波防護施設、取水機能を有する安全設備の取水性に影響を与える。
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表-2-5-16 漂流物となる可能性のある施設 日設備等の評価結果

(発電所構内)

※津波防護施設への影響及び必要に応じ定める運用の成立性については、詳細設計段階で確認する。

場所 No 施設・設備等 種類 数量 重量
フロー

結果

放水口側

1 燃料等輸送船 船舶 1隻 5000t未 満 B

2 岸盛クレーン 鉄骨構造 1 監t400t

A3 気象鉄塔及び観測小屋 鉄骨構造 1 約 7t

4 使用済燃料輸送容器保管建屋 鉄筋コンクリー ト造 1 約 9000t

5

協力会社事務

所等

協力会社事務所

鉄骨造もしくは

軽量鉄骨構造

4 約 650t

C

6 温排水研究所 1 約 3t

7 水槽上屋 1 約 100t

8
温室、温排水研究所管理

棟
1 約 120t

9 詰所 1 約 100t

10 監視室 1 約 5t

11 環境モニタ監視建 1 約 5t

12

その他構築物

等

外灯 その他 多数 約 lt

C

13 ボール (消防ホース用) その他 多数 約 lt

14 PPフ ェンス その他 多数 約 lt

15 PPゲー ト その他 多数 約 lt

16 植林 その他 多数 約 lt

17 燃料輸送容器 その他 ―式 約 100t
A

18 LLW輸送容器 その他 ―式 約 12t

19

車両等

一般車両 車両 多数 約 1～2t B※

20 仮設資材 その他 多数 約 lt C

21 燃料輸送車両 車両 ―式 約 43t

A
22 LLW輸送車両 車両 ―式 約 1lt

23
LLW輸送車両

(輸送容器含む)
車両 ―式

約 132t(+

ウェイ ト)

3,4号炉放

水口付近

1 3,4号放水ロモニタ信号処理建屋 鉄筋コンクリー ト造 1 路も26t A

2 モニタポスト 鉄骨造 1 約 7t

C
3 1,2号放水ロモ

ニタ収納ラッ

ク等

放水ロモニタ収納ラック 設置 1 冷t5t

4
収納盤 軽量鉄骨構造

1 約 lt

取水口側

1 取水口門型クレーン 鉄骨構造 1 約 70t
A

2 取水ロロータリーレーキ 鉄骨構造 9 約 9t

3

クラゲ防止網

ブイ 定置網等 ―式
冷t30t

C4 クラゲ防止網 定置網等 2

5 固定ブロック 定置網等 ―式 約 35t

フロー結果 評価

A 重量物であり漂流物とはならない。

B

燃料等輸送船については、緊急退避の実効性を考慮した場合、発電所に対する漂流物とはならない。

なお、放水口側の一般車両については、津波の流況及び地形並びに車両位置と津波防護施設との位

置関係を踏まえ、津波防護施設への影響を確認し、必要に応じ、当社敷地内の津波が到達しない場

所へ退避する運用を定めることにより、津波防護施設に影響を及ぼさない方針とする。

C
漂流検討対象となる力ヽ 高さTP+8いの″ k口雌 防潮扉並dこ TP+801の取水路防潮ゲートにより
防護されるため、取水性

^の
影響はなし、

D 漂流物となる可能性があり、津波防護施設、取水機能を有する安全設備の取水性に影響を与える。
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f.取水スクリーンの破損による取水性への影響評価

海水中の海藻等塵芥物を除去するために設置されている除塵装置の

ロータリースクリーン (図 -2-5-42～ 45)については、異物の混入を防

止する効果が期待できるが、津波時には破損して、それ自体が漂流物と

なる可能性があることから、津波に対する強度を確認した。結果、塵芥

装置のロータリースクリーンは、基準津波の津波流速に対し、十分な強

度を有していることから、漂流物とはならず、取水性に影響を及ぼすも

のでないことを確認した。(表-2-5-17,18)。

(a)1号炉及び2号炉

【確認条件】

・津波流速:1.8m/s(1号及び2号炉海水ポンプ室前面の流速分布0.9m/s

未満)
日対象設備 :ロータリースクリーン
ロ確認方法 :基準津波の津波流速 1.8m/sで生じる発生応力と許容値と

の比較

※ 2
J―ン

5m TR+3.Om

図-2-5-42 除塵装置概略図

※12号炉は■R96m
※22号炉はIR+05m

循環フ持ギ、ンプ

〉 〈

TR-9.5m※ 1
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設 備 部 材 張力/発生応力 許容値

ロータリ

スクリー

ン

キヤリング

チェーン
67kN 441 kN

網枠 16kN/cm2 24kN/cm2

表-2-5-17 除塵装置の取水性影響確認結果

ロータリースクリーン

図-2-5-43 除塵装置の評価対象部位

網枠

キヤリング
チェーン
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(a)3号炉及び 4号炉
【確認条件】

・津波流速 :0.4m/s(3,4号炉海水ポンプ室前面の流速分布 0.4m/s未

満)

・対象設備 :ロータリースクリーン
ロ確認方法 :設計時に各部材応力を算出し許容値との比較を行つている

ことから、スクリーン前後の設計水位差 1.5mに対し、基

準津波の津波流速0.4m/sで生じる水位差が設計水位差以

下であることを確認する。

ロータリースクリーン

海水ボンプ

TP+350m

海水取水

図-2-5-44 除塵装置概略図

ら

□
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表-2-5-18 除塵装置の取水性影響確認結果

図-2-5-45 除塵装置の評価対象部位

設 備 部 材
流速 0.4m/s時の

水位差

参 考
発生値/許容値

(設計水位差 1.5mベース)

ロータリ

スクリー

ン

キヤリング

チェーン
0.17m≦ 1.5m

24kN/245kN

(張力/破壊強度)

網枠 0.17m≦ 1.5m
81N/mm2/187N/mm2

(発生応力/許容応力)

網枠

キヤリングチェーン
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2.6津波監視設備

【規制基準における要求事項等】

敷地への津波の繰返しの襲来を察知し、津波防護施設、浸水防止設備の

機能を確実に確保するために、津波監視設備を設置すること。

【検討方針】

敷地への津波の繰返しの襲来を察知し、津波防護施設、浸水防止設備の

機能を確実に確保するために、津波監視設備として、津波監視カメラ及び

潮位計を基準津波の影響を受けにくい位置に設置する。・

【検討結果】

津波監視設備として以下の設備を設置し監視する設計としている。
日津波監視カメラ

(3号炉原子炉格納施設壁面、4号炉原子炉補助建屋壁面)

(1)設置位置

津波監視設備は、津波襲来を監視でき、かつ基準津波の影響を受け

にくい位置に設置する。図 2-6-1に示すとおり、 1号炉、2号炉、3

号炉及び4号炉共用設備である津波監視カメラは、敷地への津波襲来

監視を目的として、取水口側は3号炉原子炉格納施設壁面 T.P.+46.3m、

放水口側は4号炉原子炉補助建屋壁面T.P.+36.2mに 設置する。1号炉、

2号炉、3号炉及び4号炉共用設備である潮位計は、津波高さ計測及

び通常の潮汐とは異なる潮位変動の把握を目的として、 1号炉海水ポ

ンプ室 T.P.+7.lm、 2号炉海水ポンプ室 T.P.+7.lm及 び3,4号炉海水
ポンプ室 T.P.+4.6mに設置する。津波監視カメラ設置位置は津波遡上

範囲になく、潮位計設置高さも、 1号炉海水ポンプ室前及び2号炉海

水ポンプ室前における入力津波による津波高さ T.P.+2.6m、 3,4号炉
海水ポンプ室前における入力津波による津波高さ T,P.+2.9mよ りも十

分高く、波力、漂流物の影響を受けない位置である。

(2)仕様

津波監視カメラは、取水ロ ロ放水口側を監視できるものを各 1台設

置 し、暗視機能等を有 し、中央制御室から監視可能である。

潮位計は、上昇側及び下降側の津波高さを計測できるよう、 1号炉

日潮位計 (1号炉海水ポンプ室、2号炉海水ポンプ室、3,4号炉海水
ポンプ室)
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海水ポンプ室及び 2号炉海水ポンプ室に設置する潮位計で T.P.約
-9.9m～ T.P.約+6.6m、 3,4号炉海水ポンプ室に設置する潮位計で T.P.
約-4.Om～ T.P.約+4.Omを測定範囲とし、中央制御室から監視可能な設

計としている。

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

「
/ ゝ

ヽ

図 2-6-1 津波監視関係設備配置図

潮位計

溺位計

津波監字見カメラ
潮位計
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0 イド
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2.7津波影響軽減施設

津波影響軽減施設として、発電所周辺を波源とした津波の波力を軽減

するために取水口カーテンウォールを設置する。

津波影響軽減施設に対する 【規制基準における要求事項等】、【検討方

針】及び 【検討結果】については、「3.4.3津波影響軽減施設 日設備の扱

い」に示す。

なお、上記の内容については、既提出資料から変更がないため、既提

出資料のうち「2.7津波影響軽減施設」に同じ。
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3.施設 日設備の設計 B評価の方針及び条件
3.1津波防護施設の設計

【規制基準における要求事項等】

津波防護施設については、その構造に応じ、波力による侵食及び洗掘に

対する抵抗性並びにすべり及び転倒に対する安定性を評価し、越流時の耐

性にも配慮した上で、入力津波に対する津波防護機能が十分に保持できる

よう設計すること。

【検討方針】

津波防護施設 (取水路防潮ゲー ト、放水口側防潮堤、防潮扉、屋外排水

路逆流防止設備並びに 1号及び 2号炉放水ピット止水板)については、そ
の構造に応じ、波力による侵食及び洗掘に対する抵抗性並びにすべり及び

転倒に対する安定性を評価し、越流時の耐性にも配慮した上で、入力津波

に対する津波防護機能が十分に保持できるよう設計する。

【検討結果】

津波防護施設である取水路防潮ゲー ト、放水口側防潮堤、防潮扉、屋外

排水路逆流防止設備、 1号及び 2号炉放水 ピッ ト止水板並びに潮位計の設

計においては、その構造に応 じ、波力による侵食及び洗掘に対する抵抗性

を確保 し、またすべ り及び転側に対する安定性を評価 し、越流時の耐性に

も配慮 した上で、入力津波による津波荷重や地震荷重等に対 して津波防護

機能が十分保持できるように設計する。

なお、取水路防潮ゲー トについては、遠隔操作が可能となるよう基準地

震動 Ssを考慮 して、操作用電源等を設計する。

また、津波監視設備と兼用の潮位計については、津波の影響 (波力、漂

流物の衝突等)に対 して、影響を受けない位置へ設置することから、方針
については「3.3津波監視設備の設計」に基づく設計とする。

a.取水路防潮ゲー ト

取水路防潮ゲー ト前面における入力津波高さ T.P.+6.2mに対して、構

造物天端高さを T.P.+8.5mと しており、入力津波高さに対して十分な余

裕を確保 している。

(1)構造

取水路防潮ゲー トは、取水路に設置するものであり、鉄筋コンクリ

ー ト製の防潮壁、機側盤室と鋼製のゲー ト扉体 (重量 :約 7t)、 門柱及

び閉止機構等から構成される構造である。 (図 -3-1-1～ 2)
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防潮ゲー トは H鋼材による梁H柱と鋼板を組み合わせた構造であり、

常時両系列は「開」の状態とし、ラック方式による吊下げ機により

T.P.Om～ T.P.+6.Omの 高さで周囲は鉄筋コンクリー ト製の躯体に囲ま

れた状態で保持されている。

(2)荷重組み合わせ

取水路防潮ゲー トの設計においては、以下の通り、常時荷重、津波

荷重、地震荷重、余震荷重、漂流物荷重を適切に組合せて設計を行う。

① 常時荷重+津波荷重

② 常時荷重+地震荷重

③ 常時荷重+津波荷重+余震荷重

④ 常時荷重+津波荷重+漂流物荷重

また、設計に当たつては、自然現象との組合せを適切に考慮する。

(3)荷重の設定

取水路防潮ゲー トの設計において考慮する荷重は以下のように設定

する。

① 常時荷重

自重を考慮する。

② 地震荷重

基準地震動 Ssを考慮する。

③ 津波荷重

取水路防潮ゲー ド位置である「取水路防潮ゲー ト前面」での入力津

波高さ T.P.+6.2mを考慮する。津波波力は、「港湾の施設の技術上の

基準 B同解説」(以下、「港湾基準」という。)により適切に設定する。

④ 余震荷重

水平方向に弾性設計用地震動 Sd-5H(NS)を 考慮し、鉛直方向に弾性

設計用地震動 Sd-5vを考慮する。

③ 漂流物荷重

対象とする漂流物を選定し、漂流物の衝突力を漂流物荷重として設

定する。具体的には、敷地周辺の漂流物調査の結果から漂流の可能性

があると評価された、最大級の漂流物である総 トン数 10t級 (排水 ト

ン数30t)の小型漁船を考慮することとし、「道路橋示方書 (I共通編 日

Ⅳ下部構造編)・ 同解説」を参考に衝突荷重を算定する。

漁船荷重W 算定式W=WO
ここに、Wi重量 (kN)

WO i排水 トン数 (kN)

なお、漁船の排水 トン数は「津波漂流物対策施設
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設計ガイ ドライン (案 )」 より総 トン数の 3倍 と

する。

W=10X3X9.8=300(kN)

衝突荷重 P 算定式 P=0.lXWXv
ここに、P:衝突力 (kN)
W:漂流物の重量 (kN)
v:表面流速 (m/s)

漂流物荷重を設定する為の表面流速 vについては、取水路内を遡上

する津波の流速に対 して、法線方向の最大流速の 2倍程度の流速とす

る。

(4)許容限界

津波防護機能に対する機能保持限界として、地震後、津波後の再使

用性や、津波の繰 り返 し作用を想定 し、止水性の面も踏まえることに

より、当該構造物全体の変形能力に対 して十分な余裕を有するよう、

構成する部材が弾性域内に収まることを基本として、津波防護機能を

維持していることを確認する。

室
　
ト

盤
　
一

側

ゲ

機

図-3-1-1 防潮ゲー ト道路部位置図
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防潮壁
機側

( リート製 ) (鋼製)ゲート落 構

ゲート扉体4門 (鋼製)

(両系列常時開放)B2   Bl
B系列

図-3-1-2

A2  Al
A系列

防潮ゲー ト断面図

b.放水口側防潮堤

放水路内における入力津波高さ (最大値は放水路奥で T.P.+6.7m)に 対

して、構造物天端高さを T.P.+3.Omと しており、入力津波高さに対 して

十分な余裕を確保 している。

(1)構造

放水口側防潮堤は、 1号及び 2号炉放水路周辺の埋立地に設置 し、

敷地高さ T.P.+3.5mの敷地を越える津波が襲来した場合に、津波が敷

地へ到達 日流入することを防止するものであり、杭基礎に鋼製の上部

工を設置する杭基礎形式部と、 1号及び 2号炉放水ピッ トに鉄筋コン

クリー ト製の防潮壁を設置する鉄筋コンクリー ト部、およびセメン ト

改良土により防潮堤を構築する地盤改良部の 3種類に分けられる。放

水口側防潮堤のうち杭基礎形式部は、液状化対策による地盤改良を行

った地盤に設置する。また、主要な構造体の境界部には、想定される

荷重の作用を考慮 し、試験等にて止水性を確認 した止水ジョイン ト等

で止水措置を請 じる設計とする。

なお、地盤改良部については、循環水管の上部に盛土を行なうこと

から、この盛上による荷重を含め荷重条件を適切に設定し、通常運転

中及び定検中の水抜き時における構造健全性を応力照査により確認す

る。

(2)荷重組み合わせ

放水口側防潮堤の設計においては、以下の通 り、常時荷重、津波荷

重、地震荷重、余震荷重、漂流物荷重を適切に組合せて設計を行う。

① 常時荷重+津波荷重
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② 常時荷重+地震荷重

③ 常時荷重+津波荷重+余震荷重

④ 常時荷重+津波荷重+漂流物荷重

また、設計に当たつては、自然現象との組合せを適切に考慮する。

(3)荷重の設定

放水口側防潮堤の設計において考慮する荷重は以下のように設定す

る。

① 常時荷重

自重を考慮する。

② 地震荷重

基準地震動 Ssを考慮する。

③ 津波荷重

放水口側防潮堤位置である「放水路 (奥 )」 での入力津波高さ

T.P.+6.7mを考慮する。津波波力は、港湾基準及び津波避難ビルガイ

ドラインにより設定する。

④ 余震荷重

水平方向に弾性設計用地震動 Sd-5H(NS)を考慮し、鉛直方向に弾性

設計用地震動 Sd-5vを考慮する。

③ 漂流物荷重

対象とする漂流物を選定し、漂流物の衝突力を漂流物荷重として設

定する。具体的には、敷地周辺の漂流物調査の結果から漂流の可能性

があると評価された、最大級の漂流物である総トン数 10t級 (排水 ト

ン数 30t)の小型漁船を考慮することとし、「道路橋示方書 (I共通編 E

Ⅳ下部構造編)日 同解説」を参考に衝突荷重を算定する。

漁船荷重W 算定式W=WO
ここに、W:重量 (kN)
WO:排水 トン数 (kN)

なお、漁船の排水 トン数は「津波漂流物対策施設

設計ガイドライン (案 )」 より総 トン数の 3倍と

する。

W=10× 3X9.8=300(kN)

衝突荷重 P 算定式 P=0.lXWXv
ここに、P:衝突力 (kN)

W:漂流物の重量 (kN)

v:表面流速 (m/s)

漂流物荷重を設定する為の表面流速 vについては、放水路内を遡上
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する津波の流速に対して、法線方向の最大流速の 2倍程度の流速とす

る。

(4)許容限界

津波防護機能に対する機能保持限界として、地震後、津波後の再使

用性や、津波の繰り返 し作用を想定 し、止水性の面も踏まえることに

より、当該構造物全体の変形能力に対 して十分な余裕を有するよう、

構成する部材が弾性域内に収まることを基本として、津波防護機能を

維持 していることを確認する。

なお、地盤改良部については、改良体に対する応力評価 (基準地震

動 Ss時に発生する応力と終局強度※)1の比較)および循環水管の応力

評価を実施 した上で、盛上の天端高さにより津波防護機能を維持 して

いることを確認する。

※)1建設技術審査証明 報告書建設機械化技術 (建審証0901号 )
マルチジェットエ法(H216)社団法人日本建設機械化境界等に基づき算定

リート

地盤改良部

O
EE[[l引

図-3-1-3 放水口側防潮堤平面図
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格子状改良

08m

(奥行方向)に相当

(横断方向)に相

146m

図-3-1-10 地盤改良工法 (高圧噴射攪袢工法)概念図

c.防潮扉
放水路内における入力津波高さ (防潮扉前面で T.P.+6.6m)に 対 して、

構造物天端高さを T.P.+8.Omと しており、入力津波高さに対 して十分な

余裕を確保 している。

(1)構造

1号及び 2号炉放水路脇の西側の敷地高さ T.P.+3.5mの敷地を越え

る津波が襲来した場合に、津波が敷地へ到達 日流入することを防止す

るため、放水口側防潮堤と連結するよう防潮扉を設置 し、原則閉止運

用とする。鋼管杭に支持された鉄筋コンクリー ト製の基礎の上に、ア

ルミニウム合金製の防潮扉を設置する構造とする。

(2)荷重組み合わせ

防潮扉の設計においては、以下の通 り、常時荷重、津波荷重、地震

荷重、余震荷重、漂流物荷重を適切に組合せて設計を行う。

① 常時荷重+津波荷重
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② 常時荷重+地震荷重

③ 常時荷重+津波荷重+余震荷重

④ 常時荷重+津波荷重+漂流物荷重

また、設計に当たつては、自然現象との組合せを適切に考慮する。

(3)荷重の設定

防潮扉の設計において考慮する荷重は以下のように設定する。

① 常時荷重

自重を考慮する。

② 地震荷重

基準地震動Ssを考慮する。

③ 津波荷重

防潮扉設置位置である「防潮扉前面」での入力津波高さ T.P.+6.6m

を考慮する。津波波力は、津波避難ビルガイドラインにより設定する。

④ 余震荷重

水平方向に弾性設計用地震動 Sd-5H(NS)を考慮し、鉛直方向に弾性

設計用地震動 Sd-5vを考慮する。

⑤ 漂流物荷重

対象とする漂流物を選定し、漂流物の衝突力を漂流物荷重として設

定する。具体的には、敷地周辺の漂流物調査の結果から漂流の可能性

があると評価された、最大級の漂流物である総トン数 10t級 (排水ト

ン数 30t)の小型漁船を考慮することとし、「道路橋示方書 (I共通編日

Ⅳ下部構造編)・ 同解説」を参考に衝突荷重を算定する。

漁船荷重W 算定式W=WO
ここに、W:重 量 (kN)
WO:排水 トン数 (kN)

なお、漁船の排水 トン数は「津波漂流物対策施設

設計ガイ ドライン (案 )」 より総 トン数の 3倍と

する。

W=10X3X9.8=300(kN)

衝突荷重 P 算定式 P=0.lXWXv
ここに、Pi衝突力 (kN)
W:漂流物の重量 (kN)
v:表面流速 (m/s)

漂流物荷重を設定する為の表面流速 vについては、放水路内を遡上

する津波の流速に対して、法線方向の最大流速の 2倍程度の流速とす

る。
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(4)許容限界

津波防護機能に対する機能保持限界として、地震後、津波後の再使

用性や、津波の繰 り返 し作用を想定 し、止水性の面も踏まえることに

より、当該構造物全体の変形能力に対 して十分な余裕を有するよう、

構成する部材が弾性域内に収まることを基本として、津波防護機能を

維持 していることを確認する。

庁 ①

L>①

①一①

庁 ②

②

図-3-1-11 防潮扉平面図

②一②

津
写

TP+80m

TP+55m
写
TP+80m

津

ン ヽTP+55m

セメント

固化改良

図-3-1-12 防潮扉縦断面図

図-3-1-13 防潮扉横断面図

、 1′ 2号放水路

′一、
一
一′′十

RC防潮壁 RC防潮壁
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d.屋外排水路逆流防止設備の設計方針

放水路内における入力津波高さ (最大値は放水路奥で T.P.+6.7m)に

対 して、許容津波高さ T.P.+8.Omま での津波波力を考慮 し、入力津波高

さに対して十分な余裕を確保 している。

(1)構造

屋外排水路逆流防止設備は、放水口側防潮堤の下部を貫通する屋外

排水路に対 し、逆流防止設備としてステンレス製の逆流防止蓋 (フ ラ

ップゲー ト)を設置 し、放水路内及び放水口前面付近から、防潮堤内

側に遡上 しようとする津波を防護する。

(2)荷重組み合わせ

屋外排水路逆流防止設備の設計においては、以下の通 り、常時荷重、

津波荷重、地震荷重、余震荷重を適切に組合せて設計を行う。

① 常時加重+津波荷重

② 常時荷重+地震荷重

③ 常時荷重+津波荷重+余震荷重
また、設計に当たつては、自然現象との組合せを適切に考慮する。

なお、鉄筋コンクリー ト製のピットに囲まれた構造であり、地中に

埋設された屋外排水路を大きな漂流物が逆流してくることは考え難い

ことから、漂流物による荷重は考慮しないものとする。

(3)荷重の設定

屋外排水路逆流防止設備の設計において考慮する荷重は以下のよう

に設定する。

① 常時荷重

自重を考慮する。

② 地震荷重

基準地震動 Ssを考慮する。

③ 津波荷重

屋外排水路逆流防止設備のある放水路内での入力津波をもとに考

慮する。津波波力は、港湾基準及び津波避難ビルガイドラインにより

設定する。

④ 余震荷重

水平方向に弾性設計用地震動 Sd-5H(NS)を考慮し、鉛直方向に弾性

設計用地震動 Sd-5vを考慮する。

(4)許容限界

津波防護機能に対する機能保持限界として、地震後、津波後の再使

用性や、津波の繰り返し作用を想定し、止水性の面も踏まえることに
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より、当該構造物全体の変形能力に対して十分な余裕を有するよう、

構成する部材が弾性域内に収まることを基本として、津波防護機能を

維持 していることを確認する。

＼

＼

Ｆ
電

O
IEIC圧圧l刺

図-3-1-14 屋外排水路逆流防止対策位置図

■  :逆流防止設備

‐‐‐日:放水日側防潮堤

‐‐‐B:屋外携水路

1澪#

「
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鋼管杭
》

ン フ

=

T P +3 5m

逆流防止蓋

鉄筋コンクリー ト

図-3-1-15 逆流防止設備断面図 (例 )

逆流防止蓋

鉄筋コンクリート

図-3-1-16 屋外排水路逆流防止設備平面図 (例 )

e.1号及び 2号炉放水ピット止水板
放水路奥における入力津波高さ T.P.+6.7mに対 し、 1号及び 2号炉放

水ピットからの津波の流入を防止するため、許容津波高さ T,P.+8.Omま

での津波波力を考慮 し、入力津波高さに対して十分な余裕を確保 してい

る。

(1)構造

1号及び 2号炉放水 ピッ トからの津波の逆流に対 し、敷地への津波

の浸入を防護するため放水 ピット開口部に鋼製の上水板を設置 し、津

波の浸入を防ぐ構造とする。

(2)荷重組み合わせ

1号及び 2号炉放水 ピッ ト止水板の設計においては、以下の通 り、

常時荷重、津波荷重、地震荷重、余震荷重を適切に組合せて設計を行

う。

LL
I

I

I

I

ヂ
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① 常時加重+津波荷重

② 常時荷重+地震荷重

③ 常時荷重+津波荷重+余震荷重
また、設計に当たつては、自然現象との組合せを適切に考慮する。

(3)荷重の設定

1号及び2号炉放水ピット止水板の設計において考慮する荷重は以

下のように設定する。

① 常時荷重

自重を考慮する。

② 地震荷重

基準地震動 Ssを考慮する。

③ 津波荷重

1号及び2号炉放水ピット止水板のある放水路内奥での入力津波

をもとに考慮する。津波波力は、港湾基準により設定ずる。

④ 余震荷重

水平方向に弾性設計用地震動 Sd-5‖ (NS)を考慮し、鉛直方向に弾性

設計用地震動 Sd-5vを考慮する。

(4)許容限界

津波防護機能に対する機能保持限界として、地震後、津波後の再使

用性や、津波の繰り返し作用を想定し、止水性の面も踏まえることに

より、当該構造物全体の変形能力に対して十分な余裕を有するよう、

構成する部材が弾性域内に収まることを基本として、津波防護機能を

維持していることを確認する。

止水板

T P +8.Om
P.+6.Om I TP +6 5m

鉄筋コンクリー ト
▽

ツ ト

図-3-1-17 1号及び 2号炉放水ピット止水板断面図

号及び2号炉放
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3.2浸水防止設備

【規制基準における要求事項等】

浸水防止設備については、浸水想定範囲における浸水時及び冠水後の波

圧等に対する耐性等を評価 し、越流時の耐性にも配慮 した上で、入力津波

に対 して浸水防止機能が十分に保持できるよう設計すること。

【検討方針】

浸水防止設備 (海水ポンプ室浸水防止蓋、循環水ポンプ室浸水防止蓋、

水密扉、貫通部上水処置)については、基準地震動による地震力に対 して

浸水防止機能が十分に保持できるよう設計する。また、浸水時の波圧等に

対する耐性等を評価 し、越流時の耐性にも配慮 した上で、入力津波に対 し

て浸水防止機能が十分に保持できるよう設計する。

【検討結果】

1号炉及び 2号炉は、浸水防護重点化範囲の境界にある開口部、貫通部

に対して、海水ポンプ室浸水防止蓋及び循環水ポンプ室浸水防止蓋の設置、

水密扉の設置、貫通部のシール施工をすることで浸水対策を実施 している。

3号炉及び 4号炉は、海水ポンプ室の開口部には浸水防止蓋を設置する

ことで、浸水対策を実施 している。

これらの浸水防止設備については、浸水時の波圧等に対する耐性等を評

価 し、入力津波に対 して浸水防止機能が十分に保持できるよう設計する。

浸水防止設備は、津波荷重や地震荷重に対 して浸水防止機能が十分保持

できる設計とする。
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1号炉及び 2号炉

(1)海水ポンプ室浸水防止蓋及び循環水ポンプ室浸水防止蓋

(a)構造

浸水防止蓋は、海水ポンプエリア及び循環水ポンプ室の床貫通部

に設置されるステンレス製の蓋である。蓋と床面の間にゴム板を挿

入、蓋と床面はボル トにて締め付け固定することで漏水を防止する。

設置位置を図 3-2-1～ 2に示す。海水ポンプ室浸水防止蓋の数量は

1号炉側に 14個 、2号炉恨1に 15個設置する。循環水ポンプ室浸水防

止蓋については、1号炉側に 5個、2号炉側に 2個設置する。

(b)荷重組合せ

常時荷重と津波荷重、地震荷重との組合せによる荷重条件で評価

を行う。

①常時荷重+地震荷重

②常時荷重+津波荷重

③常時荷重+余震荷重+津波荷重

また、設計にあたっては、自然現象との組合せを適切に考慮する。

(c)荷重の設定

浸水防止蓋の設計においては以下の荷重を考慮する。

①常時荷重

自重を考慮する。

②地震荷重

基準地震動 Ssを考慮する。

③津波荷重

入力津波を考慮する。

④余震荷重

弾性設計用地震動Sd… 1を考慮する。

(d)許容限界

浸水防止機能に対する機能保持限界として、地震後、津波後の再

使用性や、津波の繰り返し作用を想定し、止水性の面も踏まえるこ

とにより、当該構造物全体の変形能力に対して十分な余裕を有し、

浸水防止機能を保持していることを確認する。
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循環水ポンプ

□
■
■
ロ
ロ

海水ポンプ室浸水防止蓋
循環水ポンプ室浸水防止蓋
海水ポンプエリア
海水ポンプ室
循環水ポンプ室

IT,P.+3.Om

A‐A断面図

図-3-2-1 1号炉海水ポンプ室周辺エリア浸水防止設備

循環水ポンプ

IT.P.+3.Om

A―A断面図

¬

海水ポンプ室浸水防止蓋
循環水ポンプ室浸水防止蓋

海水ポンプエリア
海水ポンプ室
循環水ポンプ室

図-3-2-2 2号炉海水ポンプ室周辺エリア浸水防止設備

一点鎖線の範囲は機密に係る事項ですので、公開することはできません。 |

海水ポンプ室
浸水防止蓋

循環水ポンプ室
漫水防止菫

海水ボンプ室
浸水防止選

循環水ポンた
浸水防止壼
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(2)水密扉

タービン建屋から浸水防護重点化範囲への浴水の流入を防止 し、防

護対象設備が機能喪失することのない設計とするため、中間建屋及び

制御建屋に水密扉を設置する。水密扉の設計においては、基準地震動

による地震力に対して浸水防止機能が十分保持できる設計とする。ま

た、浴水により発生する水圧等に対 して水密性を有する設計とする。

なお、評価の詳細については、別途実施する内部浴水の影響評価に

おいて示す。

(3)貫通部止水処置

タービン建屋から浸水防護重点化範囲への浴水の流入を防止 し、防

護対象設備が機能喪失することのない設計とするため、浸水防護重点

化範囲境界壁のうち、中間建屋、制御建屋及びディーゼル建屋の壁貫

通部に、貫通部上水処置を実施する。貫通部上水処置の設計において

は、基準地震動による地震力に対 して浸水防止機能が十分に保持でき

るよう設計する。また、浴水により発生する水圧等に対 して水密性を

有する設計とする。

なお、評価の詳細については、別途実施する内部浴水の影響評価に

おいて示す。

b.3号炉及び 4号炉
(1)海水ポンプ室浸水防止蓋

(a)構造

浸水防止蓋は、海水ポンプ室の床貫通部に設置される鋼製の蓋で

ある。蓋と床面の間にゴム板を挿入、蓋と床面はボル トにて締め付

け固定することで漏水を防止する。

設置位置を図 3-2-3に示す。構造図例を図-3-2-4に 示す。

(b)荷重組合せ

常時荷重と津波荷重、地震荷重との組合せによる荷重条件で評価

を行う。

①常時荷重+地震荷重

②常時荷重+津波荷重

③常時荷重+余震荷重+津波荷重

また、設計にあたっては、自然現象との組合せを適切に考慮する。

(c)荷重の設定

浸水防止蓋の設計においては以下の荷重を考慮する。
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①常時荷重

自重を考慮する。

②地震荷重

基準地震動 Ssを考慮する。

③津波荷重

入力津波を考慮する。

④余震荷重

弾性設計用地震動Sd-1を考慮する。

(d)許容限界

浸水防止機能に対する機能保持限界として、地震後、津波後の再

使用性や、津波の繰り返し作用を想定し、止水性の面も踏まえるこ

とにより、当該構造物全体の変形能力に対して十分な余裕を有し、

浸水防止機能を保持していることを確認する。

なお、上記の内容については、既提出資料から変更がないため、既提出

資料のうち「3.2 浸水防止設備」に同じ。
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海水ポンプ

<―

1.55m

浸水防止蓋   浸水防止蓋

― >1 敷地レ
ベル

T,P,+3.5m

A― A断面図

逆止弁設置

海水ポンプエリア

海水ポンプ室

名称 数量

マンホール 14

水位検出器用蓋 14

電気防食電極ボックス用蓋 30

塵芥排出トラフ用蓋 6

角落とし用蓋 13

機器搬入用蓋 3

合計 80

図-3-2-3 海水ポンプ室浸水防止設備

一点鎖線の範囲は機密に係る事項ですので、公開することはできません。

―

第二編 月町添 1-282



』
‐

200

浸水防止蓋 2
浸水防止蓋 1

図-3-2-4 海水ポンプ室浸水防止蓋構造例

寸法 材質

浸水防止蓋 1 φl100Xt19 SUS31 6

浸水防止蓋 2 740X3200 X t18 SUS31 6
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3.3津波監視設備

【規制基準における要求事項等】

津波監視設備については、津波の影響 (波力、漂流物の衝突等)に対 し

て、影響を受けにくい位置への設置、影響の防止策 日緩和策等を検討 し、

入力津波に対 して津波監視機能が十分に保持できるよう設計すること。

【検討方針】

津波監視設備については、津波の影響 (波力、漂流物の衝突等)に対し

て、影響を受けにくい位置へ設置し、入力津波に対して津波監視機能が十

分に保持できるよう設計する。

なお、津波監視カメラは、 1号炉及び 2号炉中央制御室並びに 3号炉及

び 4号炉中央制御室にて監視可能であるが、取水路防潮ゲー トの閉止判断、

操作は、 ¬号炉及び 2号炉中央制御室で行う。

津波監視設備は、津波監視カメラを 3号炉原子炉格納施設壁面
T.P.+46.8m、 4号炉原子炉補助建屋壁面 T.P.+36.2mに 、潮位計を1号炉海

水ポンプ室 T.P.+7.lm、 2号炉海水ポンプ室 T.P.+7.lm、 3,4号炉海水
ポンプ室 T,P.+4.6mに 設置する。津波監視カメラ設置位置は津波遡上範囲

になく、潮位計設置高さも、¬号炉海水ポンプ室前及び2号炉海水ポンプ

室前における入力津波高さ T.P.+2.6m、 3,4号炉海水ポンプ室前におけ
る入力津波高さT.P.+2.9mよ りも十分高く、波力、漂流物の影響を受けな
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(1)津波監視カメラ

a.仕様
津波監視カメラは、津波の襲来状況等をリアルタイムかつ継続的

に把握するため、暗視機能等を有するカメラを 2台設置する。監視

範囲は図 3-3-1に 示すとおり、取水口および放水口側を撮影可能で

あり、画像は中央制御室に設置 した監視モニタに表示し、連続的に

監視できる設計としている。

津波監視カメラ本体および監視設備の電源は、安全系電源から受

電しており、交流電源喪失時においても監視が継続可能である。

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

図 3-3-1 津波監視カメラ設置位置

津波監視カメラ
(放水口側)

津波監視カメラ
(取水口側)
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津波監視カメラ (放水口側 )

4号炉 原子炉補助建屋壁面

T.P.+36.2m

津波監視カメラ (取水口側 )

3号炉 原子炉格納施設壁面

T.P.+46.8m

監視モニタ (映像サンプル)

T.P.+17.Om

T.P.+17.5m

1,2号 炉 中央制御室
3,4号 炉 中央制御室

b.設備構成
津波監視カメラは、カメラ本体、カメラを設置する架台、監視モニ

タ、電線管から構成されている。

電線管 電線管

図 3-3-2 津波監視カメラ設備構成イメージ
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津波監視カメ
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津波監視

カメラ架台

図 3-3-3 津波監視カメラ外形図

c構造 口強度評価および機能維持評価
○構造 日強度の評価対象

B津波監視カメラ用架台
H電線管

○機能維持の評価対象

日津波監視カメラ

・監視設備 (監視モニタ等 )

○評価方法

日構造 日強度の評価

津波監視カメラ用架台、電線管について、基準地震動 Ssに対して

地震時に要求される機能を喪失 しないことを確認する。

具体的には、津波監視カメラ用架台については、その固定部につ

いて、地震時に想定される評価荷重に基づき応力評価を行い、応力

比 (=発生応力/許容応力)が 1.0以下であることを確認する。許容
応力は、設計 日建設規格に従い求める。

また、電線管については、電線管布設においてもつとも厳しい条

件にあるモデルにて評価し、実際はこのモデルに包絡される条件で

ヽ

Φ

′

○

0 0

00 ◆
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施工することで、耐震性を確保する。

口機能維持の評価

機能維持の評価対象については、加振試験において、津波監視力

メラの電気的機能の健全性を確認 した加振波の最大加速度 (以下、

「確認済加速度」という。)に対 し、各取付箇所の最大応答加速度 (以

下、「評価加速度」という。)が下回つていることを確認する。
なお、中央制御室に設置されている監視設備については、同様の

機能を持つ同様の予備設備を中央制御室の他の場所に保管すること

により耐震性を確保する。

①評価荷重

口固定荷重

自重のみ考慮する。

日地震荷重

設計用地震力は、基準地震動 Ssによる地震力を使用する。
日津波荷重

津波の影響を受けない位置に設置 しているため、考慮 しない。

日積雪荷重

屋外に設置 している機器架台、電線管について、建築基準法に基

づき lmの積雪を考慮する。
日風荷重

i)竜巻
過去に発生した竜巻やハザー ド曲線による最大風速を考慮 し、

設計竜巻 92m/sに対して評価に用いる風速を100m/sと し、当該

設備が風荷重を受けた場合においても継続監視可能であること

を確認する。なお、飛来物に対する評価については、竜巻評価

に合わせて実施する。

両)竜巻以外
過去の記録等を考慮し、風速を51.9m/s規模の荷重に関して

も、機器架台、電線管について、風荷重が加わった場合におい

ても、継続監視可能であることを確認する。
H降雨荷重

降雨に対しては、防水性能は「IPX4」 (波浪または、いかなる方向

からの水の飛沫によつても有害な影響を受けない性能)以上の設計
としている。

・漂流物荷重

漂流物の影響を受けない位置に設置しているため、考慮しない。
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B荷重の組み合わせ

津波監視カメラの設計においては以下のとおり、常時荷重、地震

荷重を適切に組み合わせて設計を行う。(津波荷重は考慮不要である

ため、常時荷重+余震荷重の組み合わせは、常時荷重+地震荷重に

包含される。)

①常時荷重+地震荷重

また、設計に当たつては、自然現象との組合せを適切に考慮す

る。
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(2)潮位計
a,仕様

1号炉海水ポンプ室前の設計津波高さは、上昇側は朔望平均満潮

位に潮位のバラツキ及び高潮分を考慮してT.P.+3.lmと 評価してい

る。また、下降側については朔望平均千潮位を考慮して T.P.-2.3m

と評価している。2号炉海水ポンプ室前の設計津波高さは、上昇側

は朔望平均満潮位に潮位のバラツキ及び高潮分を考慮 して

T.P.+3.lmと評価している。また、下降側については朔望平均干潮

位を考慮してT.P.-2.3mと 評価している。3, 4号炉海水ポンプ室
前の設計津波高さは、上昇側は朔望平均満潮位に潮位のバラツキ及

び高潮分を考慮してT.P.+3.4mと 評価している。また、下降側につ

いては朔望平均千潮位を考慮してT.P.-3.3mと評価している。

1号炉海水ポンプ室及び2号炉海水ポンプ室に設置する潮位計は、
上昇側及び地盤変動量 0.3mの隆起も考慮した下降側の設計津波高

さを計測できるよう、T.P.約-9.9～ +6.6mを測定範囲とした設計と

している。3,4号炉海水ポンプ室に設置する潮位計は、上昇側及
び地盤変動量 0.3mの隆起も考慮した下降側の設計津波高さを計測

できるよう、T.P.約-4.0～ T.P.約+4.Omを測定範囲とした設計とし

ている。

潮位計及び監視設備の電源は安全系電源から受電しており、交流

電源喪失時においても監視が継続可能である。

1号 l〆戸河水′†ヽンフ星、 2号炉海水ボンフ堅及び 3,4号 l炉海水ボ
ンプ室に設置する潮位計は、津波が発生 した場合の津波襲来を想定

し、特にその潮位変動の兆候を早期に把握及び通常の潮汐とは異な

る潮位変動を把握するために設置する∩
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潮位計

(1号炉海水ポンプ室)

潮位計
(2号炉海水ポンプ室)

潮位計

(3′ 4号炉海水ポンプ室)
】

±■:ltilllll

く

図 3-3-4 潮位計設置位置
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b.設備構成
潮位計は、潮位計本体、潮位計を設置する架台、監視設備、電線

管から構成されている。

監視設備 (記録計 )

1,2号炉中央制御室

TR+17.Om

I
電線管

図3-3-5(1/2)潮位計設備構成イメージ

潮位計 (設置イメージ)

潮位計設置高さ
TP+7.lm 潮位計本体

潮位計架

潮位計本体

潮位計架台高さ
T.P.+6.Om

トーA

床面高さ
T.P.+3.00m

立面図 欲〃―矢視図

1号炉 海水ポンプ室
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監視設備 (記録計 )

3,4号炉

中央制御室

工R+17.5m

潮位計 (設置イメージ)

潮位計本体

3 4号炉 海水ポンプ室

……潮位計設置高さ

■ユ+4.6m

……床面高さ

TP+155m

電線管

図3-3-5(2/2)潮位計設備構成イメージ
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C .構造・強度評価
○構造 口強度の評価対象
B潮位計取付架台
日電線管

○機能維持の評価対象
日潮位計

H監視設備 (記録計 )

○評価方法
日構造 日強度の評価

潮位計取付架台、電線管について、基準地震動 Ssに対して地震時

に要求される機能を喪失 しないことを確認する。

具体的には、潮位計取付架合については、その固定部について、

地震時に想定される評価荷重に基づき応力評価を行い、応力比 (=

発生応力/許容応力)が 1.0以下であることを確認する。許容応力は、

設計 旧建設規格に従い求める。

また、電線管については、電線管布設においてもつとも厳 しい条

件にあるモデルにて評価 し、実際はこのモデルに包絡される条件で

施工する事で、耐震性を確保する。なお、建屋間相対変位が生じる

箇所については、可とう電線管を適用することとしている。

日機能維持の評価

機能維持の評価対象については、加振試験において、潮位計およ

び記録計の電気的機能の健全性を確認 した加振波の最大加速度 (以

下、「確認済加速度」という。)に対 し、各取付箇所の最大応答加速

度 (以下、「評価加速度」という。)が下回つていることを確認する。

O評価荷重
日固定荷重

自重のみ考慮する。
日地震荷重

設計用地震力は、基準地震動 Ssに よる地震力を使用する。

日津波荷重

入力津波による荷重を考慮する。

口積雪荷重

屋外に設置 している機器架台、電線管について、建築基準法に基

づき lmの積雪を考慮する。
白風荷重

i)竜巻
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過去に発生した竜巻やハザー ド曲線による最大風速を考慮し、

設計竜巻 92m/sに 対して評価に用いる風速を 100m/sと し、当該

設備が風荷重を受けた場合においても継続監視可能であること

を確認する。なお、飛来物に対する評価については、竜巻評価

に合わせて実施する。

ii)竜巻以外

過去の記録等を考慮し、風速を 51.9m/s規模の荷重に関して

も、機器架台、電線管について、風荷重が加わつた場合におい

ても、継続監視可能であることを確認する。
日漂流物荷重

漂流物の影響を受けない位置に設置しているため、考慮しない。
日余震荷重

弾性設計用地震動 Sd-1を考慮する。
日荷重の組み合わせ

潮位計の設計においては以下のとおり、常時荷重、地震荷重、余

震荷重を適切に組み合わせて設計を行う。

①常時荷重+地震荷重

②常時荷重+津波荷重+余震荷重
また、設計に当たっては、自然現象との組合せを適切に考慮する。
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3.4施設 電設備等の設計 J評価に係る検討事項
3.4.1津波防護施設、浸水防止施設等の設計における検討事項

【規制基準における要求事項等】

津波防護施設、浸水防止設備の設計及び漂流物に係る措置に当たつて

は、次に示す方針 (津波荷重の設定、余震荷重の考慮、津波の繰 り返 し

作用の考慮)を満足すること。
日各施設 口設備等の機能損傷モー ドに対応 した荷重 (浸水高、波力 H

波圧、洗掘力、浮力等)について、入力津波から十分な余裕を考慮
して設定すること。
Lサイ トの地学的背景を踏まえ、余震の発生の可能性を検討すること。
B余震発生の可能性に応 じて余震による荷重と入力津波による荷重と

の組合せを考慮すること。
日入力津波の時刻歴波形に基づき、津波の繰 り返 しの襲来による作用

が津波防護機能、浸水防止機能へ及ぼす影響について検討すること。

【検討方針】

津波防護施設、浸水防止設備の設計及び漂流物に係る措置に当たって

は、次に示す方針 (津波荷重の設定、余震荷重の考慮、津波の繰 り返 し

作用の考慮)を満足していることを確認する。
日各施設 日設備等の機能損傷モー ドに対応 した荷重 (浸水高、波力・

波圧等)について、入力津波から十分な余裕を考慮 して設定する。
ロサイ トの地学的背景を踏まえ、余震の発生の可能性を検討する。
日余震発生の可能性に応 じて余震による荷重と入力津波による荷重と

の組合せを考慮する。
日入力津波の時刻歴波形に基づき、津波の繰 り返 しの襲来による作用

が津波防護機能、浸水防止機能へ及ぼす影響について検討する。
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【検討結果】

津波荷重の設定、余震荷重の考慮、津波の繰 り返 し作用の考慮のそれ

ぞれについて、要求事項に適合する方針であることの概要を以下に示す。

(1)津波荷重については、以下の不確かさを考慮 している。
E入力津波が有する数値計算上の不確かさ
日各施設 日設備等の機能損傷モー ドに対応 した荷重の算定過程に介

在する不確かさとして、地盤物性値のバラツキを考慮 して設計す

る。

(2)余震荷重の考慮

津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備の設計において、

基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性がある余震 (地震)に
ついてそのハザー ドを評価 した結果、基準津波の波源である若狭海

丘列付近断層及び FO― A～ FO― B～熊川断層について、その活
動に伴い発生する余震による荷重を設定する。

余震荷重については、基準津波の継続時間のうち最大水位変化を

生起する時間帯 (基準津波 1:地震発生後約 1時間後、基準津波 2:
地震発生後 10～ 20分後)を踏まえ過去の地震データを抽出 n整理す

ることにより余震の規模を想定 し、余震としてのハザー ドを考慮 し

た安全側の評価として、この余震規模から求めた地震動に対 してす

べての周期で上回る地震動を既に時刻歴波形を策定している弾性設

計用地震動の中から準用する。

余震荷重と津波荷重の組合せについては、入力津波が若狭海丘列

付近断層による津波で決まる場合は、弾性設計用地震動 Sd-5H(NS)

及び Sd-5vを余震荷重として津波荷重と組み合わせる。入力津波が

FO― A～ FO― B～熊川断層で決まる場合は、弾性設計用地震動
Sd-1を余震荷重として津波荷重と組み合わせる。なお、入力津波の

波源が複数あるため、他方の組合せも必要に応 じて検討する。

(3)津波の繰 り返 し作用の考慮

津波の繰 り返 し作用の考慮については、漏水、二次的影響 (砂移

動等)に よる累積的な作用又は経時的な変化が考えられる場合は、

時刻歴波形に基づいた、安全性を有する検討をしている。具体的に

は以下のとおりである。

日循環水機器 日配管損傷による津波浸水量について、入力津波の

時刻歴波形に基づき、津波の繰 り返 しの襲来を考慮している。

日基準津波に伴う取水口付近の砂の移動 日堆積については、基準

津波に伴 う砂移動の数値シミュレーションにおいて、津波の繰
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り返しの襲来を考慮している。
B基準津波に伴う取水口付近の漂流物については、取水口付近を

含む敷地全面及び敷地近傍の寄せ波および引き波の方向を分析

した上で、漂流物の可能性を検討し、取水口を開塞するような

漂流物は発生しないことを確認している。

3.4.2漂流物による波及的影響の検討

【規制基準における要求事項等】

津波防護施設の外側の発電所敷地内及び近傍において建物 日構築物、

設置物等が破損、倒壊、漂流する可能性について検討すること。

上記の検討の結果、漂流物の可能性がある場合には、防潮堤等の津波

防護施設、浸水防止設備に波及的影響を及ぼさないよう、漂流防止装置

または津波防護施設 口設備への影響防止措置を施すこと。

【要求事項等への対応方針】

津波防護施設の外側の発電所敷地内及び近傍において建物 B構築物、

設置物等が破損、倒壊、漂流する可能性について検討する。

【検討結果】

漂流物となる可能性のある施設 日設備を抽出するため、発電所周辺約

5kmの範囲を、発電所構内については遡上域を網羅的に調査する。設置物

については、地震で倒壊する可能性のあるものは倒壊させた上で、浮力

計算により漂流するか否かの検討を行つた。

この結果、発電所構内で漂流する可能性があるものとして、 1号及び

2号炉放水口側の協力会社事務所等があるが、放水口側防潮堤で防護さ

れるため、取水性への影響はない。また、これらの設置位置及び津波の

流向を考慮すると漂流物は取水ロヘは向かわない。

発電所構外で漂流する可能性があるものとして、発電所近傍で航行不

能になつた漁船が挙げられるが、取水口側は取水路防潮ゲー ト、 1号及

び 2号炉放水口側は 1号及び 2号炉放水口、前面護岸、放水口側防潮堤

及び防潮扉により防護する。

取水路防潮ゲー ト及び放水口側防潮堤、防潮扉の設計においては、漂

流物として衝突する可能性がある総 トン数 10t級 (排水 トン数 30t)の小

型漁船を衝突荷重として評価する。

一部、取水口に向かう漁船については、取水路に沿つて取水路防潮ゲ

ー トに向かうが、万一、取水路内に漂流する場合においても非常用海水
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路呑み口前面及び海水取水 トンネル呑み口前面に閉塞防止措置を設置す

ることから、漂流物により非常用海水路呑み口及び海水取水 トンネル呑

み口が閉塞することはない。なお、閉塞防止措置については、非常用海

水路及び海水取水 トンネルの通水機能に影響のない設計とする。

3.4.3津波影響軽減施設 B設備の扱い

【規制基準における要求事項等】

津波防護施設 D設備の設計において津波影響軽減施設 B設備の効果を

期待する場合、津波影響軽減施設 日設備は、基準津波に対して津波によ

る影響の軽減機能が保持されるよう設計すること。津波影響軽減施設 B

設備は、次に示す事項を考慮すること。

・地震が津波影響軽減機能に及ぼす影響

・漂流物による波及的影響
口機能損傷モー ドに対応した荷重について十分な余裕を考慮した設定
口余震による荷重と地震による荷重の荷重組合せ
日津波の繰り返し襲来による作用が津波影響軽減機能に及ぼす影響

【要求事項等への対応方針】

津波影響軽減施設としては、取水ロカーテンウォールがあり、基準津

波に対して津波による影響の軽減機能が保持されるよう設計する。津波

影響軽減施設は次に示す事項を考慮する。
日基準地震動 Ssが津波影響軽減機能に及ぼす影響
日漂流物の衝突力
日機能損傷モー ドに対応した荷重について十分な余裕
日余震による荷重と地震による荷重の荷重組合せ
日津波の繰り返し襲来による作用が津波影響軽減機能に及ぼす影響

【検討結果】

取水ロカーテンウォールを津波影響軽減施設として設置し、津波影響

軽減機能、漂流物の影響防止機能が保持できるよう設計する。

a.取水口カーテンウォールの設計方針

(1)構造

取水口カーテンウォールは常用取水路を遡上する津波の影響を軽

減するよう設置するものであり、RC製のケーソンブロックより構成

される。
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(2)荷重組み合わせ

取水口カーテンウォールの設計においては、以下の通り、常時荷

重、津波荷重、地震荷重、余震荷重、漂流物荷重を適切に組合せて

設計を行う。

① 常時荷重+津波荷重

② 常時荷重+地震荷重

③ 常時荷重+津波荷重+余震荷重

④ 常時荷重+津波荷重+漂流物荷重

また、設計に当たっては、自然現象との組合せを適切に考慮する。

(3)荷重の設定

取水ロカーテンウォールの設計において考慮する荷重は以下のよ

うに設定する。

① 常時荷重

自重を考慮する。

② 地震荷重

基準地震動Ssを考慮する。

③ 津波荷重

取水口カーテンウォール位置である「取水口前面」での入力津波

高さT.P.+4.7mを もとに考慮する。津波波力は、港湾基準により設

定する。

④ 余震荷重

水平方向に弾性設計用地震動 Sd-5H(NS)を考慮し、鉛直方向に弾

性設計用地震動 Sd-5vを考慮する。

③ 漂流物荷重

対象とする漂流物を選定し、漂流物の衝突力を漂流物荷重として

設定する。具体的には、敷地周辺の漂流物調査の結果から漂流の可

能性があると評価された、最大級の漂流物である総トン数 10t級 (〕F

水トン数 30t)の小型漁船を考慮することとし、「道路橋示方書 (I

共通編 日Ⅳ下部構造編)日 同解説」を参考に衝突荷重を算定する。

漁船荷重W 算定式W=WO
ここに、W:重量 (kN)
WO:排水 トン数 (kN)

なお、漁船の排水 トン数は「津波漂流物対策施

設設計ガイ ドライン (案 )」 より総 トン数の 3

倍とする。

W=10X3X9.8=300(kN)
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衝突荷重 P 算定式 P=0.lXWXv
ここに、P:衝突力 (kN)
W:漂流物の重量 (kN)
v:表面流速 (m/s)

漂流物荷重を設定する為の表面流速 vについては、取水口カーテ

ンウォール前面付近の、法線直角方向の最大流速とする。

(4)許容限界

津波影響軽減施設に対する機能保持限界として、地震後、津波後

の再使用性や、津波の繰り返し作用を想定し、当該構造物全体の変

形能力に対して十分な余裕を有するよう、構成する部材が弾性域内

に収まることを基本として、津波影響軽減機能を維持していること

を確認する。

なお、上記の内容については、既提出資料から変更がないため、既提

出資料のうち「3.4施設口設備等の設計 E評価に係る検討事項」に同じ。

●1 1
iイ

カーテンウォール

図-3-4-1 取水口カーテンウォール平面図

図-3-4-2 取水ロカーテンウォール正面図

カーテンウォール (鉄筋コンクリート製 )

ロック(5tttR)

禁
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入力津波高さ

T.P.+4.7m
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図-3-4-3 取水ロカーテンウォール断面図
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